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第 27回科学委員会会合報告書 
2022年 9月 5日 
オンライン 

 

議題項目 1. 開会 

1. 独立議長であるケビン・ストークス博士は、参加者を歓迎し、会合の開
会を宣言した。議長は、COVID-19パンデミックの影響により本年の会合
はビデオ会議として開催されることを述べた。 

2. 会合への参加者リストは別添 1のとおりである。 

 

議題項目 2. 拡大科学委員会による決定の承認 

3. 科学委員会は、別添 2に示した第 27回科学委員会会合に付属する拡大科
学委員会による全ての勧告を承認した。 

 

議題項目 3. その他の事項 

4. その他の事項はなかった。 

 

議題項目 4. 会合報告書の採択 

5. 科学委員会報告書が採択された。 

 

議題項目 5. 閉会 

6. 会合は 2022年 9月 5日午後 12時 24分（ニュージーランド時間）に閉会
した。 
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別添 

1. 参加者リスト 

2. 第 27回科学委員会会合に付属する拡大委員会報告書 
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第 27 回科学委員会会合に付属する拡大科学委員会 
2022 年 8 月 29 日－9 月 5 日 

オンライン 
 

議題項目 1. 開会 

1.1 参加者の紹介 

1. 拡大科学委員会（ESC）の独立議長であるケビン・ストークス博士は、参加

者を歓迎し、会合の開会を宣言した。議長は、COVID-19パンデミックの影

響により本年の会合はビデオ会議として開催されていること、また一部の

議題項目については文書通信を通じて会合前に議論が開始されていること

を述べた。議長は、この特別なアレンジメントに対する参加者の協力に感

謝した。 

2. 議長は、欧州連合（EU）及び南アフリカは本会合に参加しなかったことを

述べた。 

3. 各代表団は、それぞれの主要な発言者を紹介した。参加者リストは別紙 1
のとおりである。 

 

1.2 会議運営上の説明 

4. 事務局長は、本会合の運営上のアレンジメントについて説明した。 

 

議題項目 2. ラポルツアーの任命 

5. オーストラリア、日本及びニュージーランドは、重要な議題項目のテキス

トを作成及びレビューするラポルツアーを提供した。 

 

議題項目 3. 議題及び文書リストの採択 

6. 議題は別紙 2 のとおり合意された。 

7. 合意された文書リストは別紙 3 のとおりである。 

8. 議長は、科学オブザーバー計画規範（SOPS）に電子モニタリングシステム

に関する事項を取り入れる提案についてビデオ会議中に検討するようニュ

ージーランドが要請したことを述べ、これを受け入れた。本件については

議題項目 19「その他の事項」において検討される予定である。 

 

議題項目 4. SBT 漁業のレビュー 

4.1. 国別報告書の発表 



 

9. 本議題項目にかかる議論の大部分は、文書通信により ESC会合の開会前に

開始された。 

10. 議長は、EUと南アフリカのいずれからも国別報告書を受領していないこと

を述べた。EUは、国別報告書を提出しない理由について、厳密に言えば

EUにはみなみまぐろ（SBT）漁業が存在せず、EUは SBTを漁獲対象とし

ておらず、また EUは関連する報告期間において SBTの混獲に関する報告

を全く受けていないためであるとしている。 

11. オーストラリアは文書 CCSBT-ESC/2208/SBT Fisheries-Australia (Rev.1) を提

出した。2020－21年漁期に関してみなみまぐろ保存委員会が合意したオー

ストラリアの国別配分量は 6,238トンであった。しかしながら、遊漁セクタ

ー向けの留保分を考慮して調整したため、有効な商業漁業向け TAC は

5,926.5トンとなった。2020－21年漁期においては、オーストラリア水域で

合計 36隻の商業漁船が SBTを水揚げし、総漁獲量は 5,645トンであった。

漁獲量のうち合計 81.3 % はまき網によって漁獲され、残りははえ縄、一本

釣り、竿釣り及び曳縄により漁獲された。2020－21年漁期において、南オ

ーストラリア州沖でオーストラリア蓄養向けに 7隻のまき網漁船が操業

し、生き餌船、ポンツーン曳航船及び給餌船も操業に参加した。まき網漁

業の大部分は 2020年 12月に操業を開始し、2021年 3月に終了した。2005-
06年及び 2006-07年のまき網漁業から得られた体長組成データは過去に比

べて小型の魚へのシフトを示唆していたが、2007-08年以降は大型化の傾向

に転じ、これはより大型の魚を漁獲対象とするようになったためである可

能性がある。2020－21年における南オーストラリア州の蓄養生簀に移送さ

れた SBTの平均体長は 85.7cmであった。2020－21年漁期において、オブ

ザーバーは蓄養セクター向けに保持された SBTについて投網ベースで

13.2 %、推定 SBT漁獲量ベースで 14.1 % を観察した。2021年においては、

電子モニタリングを通じて、東部まぐろ・かじき漁業における SBTが回遊

する月及び海域での操業のうちはえ縄鈎針漁獲努力量ベースで 12.0 % がモ

ニタリングされ、2021年の西部まぐろ・かじき漁業でのオブザーバーカバ

ー率ははえ縄鈎針漁獲努力量ベースで 8.3 % であった。 

12. オーストラリアの国別報告書に関する質問に対し、同メンバーは以下を述

べた。 

• 同メンバーが実施した直近の遊漁漁獲量調査では、漁業における遊漁への

関心は数年前にピークに達した可能性が高く、遊漁者は以前よりも多くの

SBTを放流するようになっているとの結論に至った。またオーストラリア

は、同メンバーによる遊漁漁獲量向けの割当は割当量全体に比例してお

り、資源が回復するに連れて遊漁割当量も増加し続けていく可能性が高い

と述べた。オーストラリアは、遊漁漁獲量の変化を引き続きモニタリング

し、将来的に追加的な調査の必要が生じた場合にはその必要性についてレ

ビューする予定である。 

• オーストラリアの遵守担当官は、2021年における死亡 SBTの投棄に関す

る 13件の調査結果を報告した。これらの案件に関連する死亡量を計上す

るため、割当保有者から合計 608 kg の SBT漁獲枠が控除された。 



 

• 蓄養セクターにおける耳石収集は、蓄養場での死亡魚を用いて実施されて

いる。これらの死亡魚が食用に販売されることは極めて稀であり、耳石収

集のために死骸にアクセスすることができる。まき網操業中に死亡した魚

は損傷が少ない場合が多く、耳石を収集できない「販売用」として保持さ

れる場合がある。 

13. またオーストラリアは、オーストラリアのデータ作成及び確認プロセスに

ついて詳述した文書 CCSBT-ESC/2208/12を提出した。オーストラリア政府

を代表して、オーストラリア農業・資源経済・科学局（ABARES）が、み

なみまぐろ保存委員会（CCSBT）に提出する集計漁獲量及び集計漁獲努力

量、船団別漁獲量、引き伸ばし漁獲量、サイズ別漁獲量及び非保持漁獲量

を取りまとめた。これらのデータセットは、オーストラリア漁業管理庁

（AFMA）が収集及び管理している操業日誌、漁獲物処理記録及び漁業オ

ブザーバー報告書といった様々なデータベースから取りまとめられたもの

である。また、オーストラリア表層（まき網）漁業によるみなみまぐろ

（SBT）の漁獲量についても、蓄養生簀に活け込まれる前に、現地の契約職

員によりサンプリングされている。サンプルデータには、サイズ組成の代

表値及び平均重量を求めるために用いられる体長及び重量の測定値が含ま

れる。ソースとなるデータベースを統合及び処理し、CCSBTデータ交換の

ために必要なデータファイルを生成するため、Azure Data Lakeの PARQUET
ファイル、スプレッドシート及びシナプスワークフローを使用した。本報

告では、データ収集様式の複製及びデータ統合手続きを図示したフローチ

ャートも示した。また本文書では、データの確認手続についても説明し

た。 

14. インドネシアは文書 CCSBT-ESC/2208/SBT Fisheries – Indonesiaを提出した。

SBTはインド洋で操業するインドネシアまぐろはえ縄船団により混獲魚と

して季節的に漁獲されるまぐろ類の一種である。本報告では、2021暦年

（2021年 1月 1日から 2021年 12月 31日まで）のみなみまぐろ（SBT）に

関連するインドネシアまぐろはえ縄漁業にかかる科学的情報を提供する。

記録された稼働はえ縄漁船の総数は 149隻で、報告された総 SBT漁獲量は

約 1,122.7トン、12,463個体であった。SBTのサイズは、海区 1では尾叉長

130 – 240 cm（平均尾叉長 168.5 cm）、海区 2では尾叉長 82 – 218 cm（平均

尾叉長 161.7 cm）であった。COVID-19パンデミックの影響を受け、2021
年に科学オブザーバーが配乗された航海はわずか 5回で、海区 1でのオブ

ザーバーカバー率は総鈎針数の少なくとも 0.58 %、及び海区 2では 1.14 % 
となった。 

15. インドネシアの国別報告書に関する質問に対し、同メンバーは以下を述べ

た。 

• オブザーバーの能力向上のため、現在、インド洋まぐろ類委員会

（IOTC）及び中西部太平洋まぐろ類委員会（WCPFC）と共同で科学オブ

ザーバーのトレーニングを実施しているところである。このため、来年か

らは状況の改善（オブザーバーの増員を含む）が期待される。 



 

16. インドネシアは、インドネシアまぐろはえ縄船団の漁業海域における SBT
の漁獲物に関する予備的解析にかかる文書 CCSBT-ESC/2208/Info01を提出

した。SBTは、歴史的には 1970年代からインドネシアまぐろはえ縄漁船に

より混獲種として漁獲されてきた。しかしながら、その生態学的な特性に

ついてはほとんど知られていない。本研究は、港でのサンプリング、科学

オブザーバー及び電子ログブックデータを用いて、インドネシアはえ縄船

団によりその操業海域で漁獲されたみなみまぐろの漁獲量及びサイズ組成

を確認するために実施された。本研究の結果によれば、近年（2015－2019
年）において、SBTのほとんどはベノア港に水揚げされており、漁獲量の

40 % から 75 % を占めている。漁期の開始は 9月であり、1月及び 2月にピ

ークを迎え、その後は第 2四半期と第 3四半期を通じて減少していく。ピ

ーク期間（1月から 3月まで）においては、みなみまぐろの大部分は海区 2
（南緯 20度から南緯 37.5度までの間）で漁獲されるのに対し、漁期の開始

時点（10－12月）では海区 1での漁獲が多くなっている。海区 2で漁獲さ

れた月別漁獲量の中央値は海区 1と比較してやや低くなっていた（特定の

月（4月及び 5月）を除く）が、利用可能なデータが不足しているために明

らかではない。 

17. 会合は、インドネシアの文書には、インドネシア船団による統計海区 2へ

の明らかな拡大、統計海区 1における漁獲努力量の減少といった重要な情

報が含まれていると述べた。質問に対し、インドネシアは、海区 2へのシ

フトは 2015年頃から始まっており、これには海区 2における冷凍能力を有

する船舶による専獲が含まれていると述べた。ESCは、追加的な解析を行

ったインドネシアに感謝するとともに、こうした情報は翌年に実施予定の

全面的な資源評価の検討の際に有益と考えられることから、インドネシア

に対し、こうした漁獲努力量のシフトの背景に関するさらなる詳細及び説

明を利用可能とするよう要請した。 

18. あるメンバーは、海区 2の南部において漁獲物の大部分がきはだであると

は考えにくいとの疑問を呈した。インドネシアは、本件についてさらに調

査を行うことを述べた。 

19. 日本は、日本の商業 SBTはえ縄漁業の 2021年における漁獲量、漁獲努力

量、ノミナル CPUE、体長頻度、漁船数及び漁業操業の地理的分布について

詳述した同メンバーの国別報告書（CCSBT-ESC/2208/SBT Fisheries-Japan）

を提出した。2021年においては、78隻の漁船が 6,452トン、109,000個体の

SBTを漁獲した。COVID-19の影響によりオブザーバーを海外に派遣するこ

とが困難であったため、科学オブザーバーは配乗されなかった。 

20. 日本の国別報告書への質問に対し、同メンバーは以下を述べた。 

• 死亡投棄量に生存放流量を加えた放流後死亡量の推定値は 54トンとな

り、この数量が 2021年漁期における日本の国別配分量から控除された。 

• 放流後の生存率を向上させるため、放流及び投棄された SBTの体長及び

体重は測定されなかった。その代わりに、漁業者が 3つのカテゴリによる

体重の目視推定を行い、これが記録された。 



 

• 尾叉長 140cmの体重は約 40kgであった。2021年に保持された SBTの

43.0 % は体長 140cm未満で、57.0 % の SBTが 140cm以上であった。 

21. 韓国は文書 CCSBT-ESC/2208/SBT Fisheries-Koreaを提出した。韓国はえ縄船

団は、CCSBT条約水域において SBT漁業に従事している。同漁業は、イン

ド洋における小規模試験操業として 1957年に開始され、主にめばち、きは

だ及びびんながを漁獲していたが、1991年から漁獲対象が SBTへと変わっ

た。2020年における韓国まぐろはえ縄漁業による SBT漁獲量は暦年ベース

で 1,238トン（漁期年ベースでは 1,238トン）であり、9隻が稼働した。一

般的には、漁場は南緯 35－45度及び東経 10－120度の海域であり、特に 4
月から 8／9月にかけては西部インド洋（海区 9）で、7／8月から 12月にか

けては東部インド洋（海区 8）で操業される。しかしながら、2014年以降

は SBT漁船が以前よりも西方に漁場を移しており、西経 20度－東経 35度
の西部インド洋から東部大西洋（海区 9）で主に操業するようになった。

2010年代初頭までは CPUEが低かったが、2012年以降は上昇している。一

般的に、海区 9における CPUEは海区 8よりも高くなっている。特に 2017
－2019年においては海区 8 での操業がなかった。特に 2017－2019年におい

ては海区 8での操業はなかったが、2020年から、SBTを専獲する韓国まぐ

ろはえ縄漁船が東部インド洋でも再度操業を行うようになった。2021年に

おいては、全体的な CPUEが昨年に比べてやや増加した一方、海区 8での

CPUEは前年よりも低かった。 

22. 韓国の国別報告書に関する質問に対し、同メンバーは以下を述べた。 

• 韓国は 2015年 9月 1日から電子報告システムを導入している。収集され

るデータには、操業データ、位置、漁獲努力量（鈎針数、投縄数等）、魚

種別（SBT、BET、YFT、SWO、BSH等）の漁獲量、放流／投棄量等が含

まれる。 

• 韓国は、放流／投棄される SBT向けとして同メンバーの国別配分量から

毎年 5トンを控除している。 

• 2022年においては、SBTを専獲する 2隻の韓国漁船に対して科学オブザー

バーが配乗された。 

23. ニュージーランドは文書 CCSBT-ESC/2208/SBT Fisheries-New Zealandを提出

した。2020／21年漁期においては、ニュージーランドの国別配分量 1,102.5
トンの範囲内で以下のアローワンスが設定された：総漁獲可能商業漁獲量

（商業漁業向け漁獲枠である TACC）として 1,046トン、遊漁向けアローワ

ンスとして 34トン、慣習的な非商業漁業向けアローワンスとして 2トン、

漁業に起因するその他の漁獲死亡要因向けアローワンスとして 20トン。さ

らに、前漁期から 220.5トンが繰り越された。2020／21年漁期に関して、

SBTの商業漁獲量は 28隻による 788トンであった。2015年以降はニュージ

ーランドでの外国用船によるみなみまぐろの漁獲が行われていないので、

商業漁獲は全て国内船団によるものである。国内商業船団による投棄死亡

量は 10.4トンと推定されている。2つの海域を平均すると、2021暦年にお

いては漁獲量ベースで 16 %、漁獲努力量ベースで 10 % が観察された。標

準化 CPUEは 2019年に著しく減少したが、その後に 2018年の水準近くま



 

で大幅に増加した。2020／21年漁期の標準化 CPUEは、国内船団の記録と

しては過去最高となった。2000年代には、ニュージーランド漁業で漁獲さ

れる SBTのサイズ帯は低下した。この期間における成長の証拠（モードの

進行から示唆されるもの）はあるが、ニュージーランド漁業に小型魚が加

入したことを示す証拠は乏しい。ニュージーランドは、引き続き、商業漁

獲と遊漁漁獲の両方を緊密にモニタリングしている。遊漁漁獲量は 57.2ト
ンと推定されており、慣習的漁業による漁獲は報告されなかった。 

24. 台湾は文書 CCSBT-ESC/2208/SBT Fisheries-Taiwanを提出した。台湾が 2002
年に CCSBT拡大委員会のメンバーとなって以降、全ての SBT漁船は当該

漁業にアクセスするための許可を受けることが義務付けられており、漁業

許可は行政院漁業署（FA）により毎年レビュー及び更新されている。2021
年においては、季節的に SBTを専獲する、又は SBTを混獲する 58隻の漁

船が SBTの漁獲を許可され、暦年ベースと漁期年ベースのいずれでも総

SBT漁獲量は 1,274トンとなった。漁業操業時の漁獲物及び漁獲努力にかか

る詳細な情報を収集及び記録するため、SBT漁船に対して乗船オブザーバ

ーが派遣された。2020暦年においては、SBTを季節的に専獲する 38隻の許

可漁船のうち 10隻に対して 10名のオブザーバーが、SBTを混獲する 32隻
の許可漁船のうち 1隻に対して 1名のオブザーバーが配乗された。2,336操
業日のうち 1,957操業日が観察された。2021年においては、SBTを専獲す

る許可漁船 37隻のうち 9隻に 9名のオブザーバーが、SBTを混獲する許可

漁船 21隻のうち 3隻に 3名のオブザーバーが配乗され、2,142操業日のうち

1,343操業日が観察された。2020年のオブザーバーカバー率は、隻数ベース

で 15.7 %、鈎針数ベースで 10.2 %、漁獲量ベースで 10.0 % となった。2021
年のオブザーバーカバー率は、隻数ベースで 20.7 %、鈎針数ベースで

8.1 %、漁獲量ベースで 8.5 % となった。2021年は COVID-19パンデミック

のためにオブザーバーの配乗が妨げられてしまい、漁船に派遣されるオブ

ザーバー数が大幅に減少することとなった。2021年の漁獲努力量ベース及

び漁獲量ベースのオブザーバーカバー率は 10 % に達しなかったものの、隻

数ベースでのカバー率は要件を満たしている。近年においては、台湾 SBT
漁船は主に IOTC海域で操業しており、SBTを混獲する一部の漁船が

ICCAT 海域で操業している。このため、漁業署は全てのまぐろ類 RFMOの

保存管理措置／決議／勧告を国内漁船に対する規制として担保し、漁船団

に対する義務としているところである。 

25. 台湾の国別報告書に関する質問に対し、同メンバーは以下を述べた。 

• 2020年における台湾の科学オブザーバーカバー率について、統計海区 14
のカバー率はほぼ 10 % に達し、鈎針数ベースで 8.9 %、漁獲量ベースで

9.2 % であった。COVID-19パンデミックの影響により、台湾漁船に対し

て派遣されたオブザーバーカバー率は海区 14だけでなく他の全ての海区

において低下した。台湾は、将来において全海区のカバー率を引き続き改

善していく予定である。 

26. また台湾は、2021年に台湾が提出した台湾 SBT漁獲量及び漁獲努力量デー

タの作成に関して説明した文書 CCSBT-ESC/2208/27を提出した。台湾が

CCSBTに提出した SBT漁業データには、船団別総漁獲量、集計漁獲量及び



 

集計漁獲努力量、サイズ別漁獲量、年齢別漁獲量及び非保持漁獲量が含ま

れる。提出したデータは、許可 SBT漁船から収集した電子ログブック（E
－ログブック）データ及び漁獲証明制度（CDS）データから取りまとめた

もので、VMS データ、オブザーバーデータ及び業者の販売記録とも突合し

た。漁獲量に関するデータセット間の不調和は認められなかった。 

 

4.2. 事務局による漁獲量のレビュー 

27. 本議題項目にかかる議論は、文書通信により ESC会合の開会前に開始され

た。 

28. 事務局文書 CCSBT-ESC/2208/04では、全世界の報告 SBT 漁獲量、漁獲量及

び漁獲努力量の空間的分布、CCSBT メンバーからの輸出量、及び SBT が漁

獲された地点付近の海域における非メンバーによる報告漁獲努力量の分布

に関する最新情報を提供した。2021 暦年の報告総漁獲量は 17,703 トンとな

り、2020 暦年より 1,256 トン（7.6 %）の増加となった。旗国別の全世界報

告漁獲量は別紙 4 のとおりである。また本文書では、漁期別報告漁獲量と

全世界の調整後 TAC との比較を行った結果、2021 年漁期の報告漁獲量は調

整後 TAC よりも 1,065 トン低かったことが示唆された。インドネシアは、

2020年漁期における同メンバーの総漁獲利用可能量を 456.6トン超過し

た。CCSBT 28は、インドネシアが 2022－2026年漁期における同メンバー

の総漁獲利用可能量から毎年 91.8トンを削減することにより当該超過漁獲

分を返済することに合意した。 

 

議題項目 5. 生態学的関連種作業部会からの報告 

29. 本議題項目にかかる議論は、文書通信により ESC会合の開会前に開始され

た。 

30. 第 14回生態学的関連種作業部会（ERSWG）会合は、2022年 3月 21－25日
に開催された。議長は、ERSWG報告書は ESCに対して CCSBT-
ESC/2208/Rep02として提出されており、また事務局文書 CCSBT-
ESC/2208/05において総括されていることを述べた。 

31. ERSWGは、海鳥に関する複数年戦略を策定し、ESCに対し、科学オブザー

バーから得られた情報及び電子モニタリング技術に関する検討結果は海鳥

に関する複数年戦略の重要な部分を形成するものであり、ESCがこれらの

事項について検討することが期待されていることを認識するよう要請して

いる。 

32. 事務局文書では、ERSWGから ECに対する勧告のうち ESCにもいくらかの

関連があるものとして、海鳥類と SBT漁業との間の相互作用が懸念すべき

水準にあること、海鳥混獲緩和措置のベストプラクティス、さめ類混獲に

関しては追加的な混獲緩和措置を要するような特段の懸念はないこと、ERS
の観点からのパフォーマンス・レビュー勧告の検討結果、及び ERSWG会

合のより頻繁な開催（対面による完全な会合は 2年に一度の開催とし、そ



 

の間の年にはバイブリッドによる専門的科学会合を開催）といった事項を

総括した。 

33. ESCは、ECによる検討を求めるような ERSWG 14報告書に関するコメント

はなかったことに留意した。 

 

議題項目 6. 第 12 回オペレーティング・モデル及び管理方式に関する技術

会合（OMMP）からの報告 

34. 第 12回 OMMP技術部会会合は、ホバートの CSIROの施設において、2022
年 6月にハイブリッド会議として開催された。同会合において、CSIROの

作業部会メンバー、日本代表団から一名、ESC議長、独立諮問パネル、

OMMPコンサルタントが対面で参加した。その他のメンバーはビデオ会議

を通じての参加となった。  

35. 同会合の主な目的は、2024‐2026年の TAC に関する助言を行うために必要

な解析（以下を含む）を完了することであった。 

• 2020年に発生し例外的状況を発動するに至った技術的問題を解決するべく

CPUE作業部会が実施した新たな CPUE指数の開発作業に関するレビュー  

• CPUE作業部会が提案した新たな CPUEシリーズを入力データとして使用

した場合のケープタウン方式（CTP）による将来予測のパフォーマンスを

確認するためのオペレーティング・モデル（OM）の再条件付け 

• CTPへの入力データとして使用する CPUE指数の置換えの必要性により発

動されたメタルールプロセスの結果に関する議論 

36. さらに OMMP技術部会は、本会合中に科学調査計画（SRP）のコンポーネ

ントとして評価される調査提案の一つとして提出された OM コードの書換

えの必要性及び想定されるアプローチについて検討した。 

37. OM の再条件付けに関して、技術部会は、異なる入力データについてレビュ

ーするとともにモデルへの当てはまりの評価を行った。結果を予備的に検

証した結果、更新データの当てはまりが良好であること、また新たな一般

化加法モデル（GAM）による CPUEシリーズには一貫性があり、合理的に

当てはまりが良いことが示された。  

38. OMMP会合の結果の詳細は OMMP 12報告書のとおりであり、他の議題項

目において議論される予定である。特に、メタルールプロセスにかかるア

プローチ及び結果については、議題項目 11において詳細に検討される予定

である。 

 

議題項目 7. 科学調査計画及びその他の休会期間中の科学活動の結果のレ

ビュー 

39. 本議題項目にかかる議論は、文書通信により ESC会合の開会前に開始され

た。 



 

7.1. 科学活動の結果 

40. 休会期間中の科学活動については、メンバーが提出した文書に詳述された

とおりである。これらの文書はビデオ会議では発表はされなかったもの

の、本議題項目にかかる議論において、ESCは、2021－22年漁期における

インドネシアでの近縁遺伝子組織サンプル及び耳石の収集が行われなかっ

たことに留意した。この収集活動の中断による影響は、翌年に追加的なサ

ンプリングを行うことで調整することができる。各年にデータが収集され

る成魚コホート横断的な情報に基づき構築されるという本手法の性質か

ら、今回の中断がデータシリーズの中断につながるものではないことが留

意された。若齢魚サンプルは南オーストラリアで収集された。これらのサ

ンプルは半きょうだいペア（HSP）データを提供するもので、コホート横断

的に親魚とのマッチングが行われる。 

41. ESCは、 インドネシアにおけるサンプル収集プログラムの再開については

不確実性があり、メタルールの検討の際にさらに対応する必要があること

に留意した。 

42. ESCは、成熟度研究プロジェクトにおけるメンバー間の強力な協力体制に

留意した。CSIROのジェシカ・ファーレイ博士は、全ての参加者に対する

感謝の意を表した。議長は、優れた協力体制とその結果を称賛した。ESC
は、2023年の ESCの前に成熟曲線を最終化するべくいくらかの作業が行わ

れる予定であることに留意した。 

43. 文書 CCSBT-ESC/2208/09は、SBTの近縁遺伝子組織サンプルのサンプリン

グ、処理及び血縁の確認に関するアップデートを提示した。2022年におい

ては、ポートリンカーン（オーストラリア）のまぐろ加工施設において収

穫された SBTから筋肉組織サンプル（若齢魚、1,600個体）が収集された。

しかしながら、インドネシア国内の組織改編に伴う混乱から、2021／22年
においてはバリ島でインドネシアはえ縄漁業により水揚げされる SBTから

の筋肉組織サンプリングは行われなかった。オーストラリアは、2021／22
年漁期にインドネシアでサンプリングが行われなかったことを補うため、

2022/23年においてインドネシアで追加的に 1,500の筋肉組織サンプルを収

集することを提案した。オーストラリアが収集した 2020年及び 2021年の

両方のサンプル（若齢魚）にかかる筋肉組織のサンプリング、DNA 抽出、

シーケンシング及び血縁の確認は本年に完了した。これらのデータを取り

入れる形で親子ペア（POP）及び半きょうだいペア（HSP）を特定するため

の血縁確認解析がアップデートされ、確認された POP及び HSPは CCSBT
に対して 2022年 4月に提供された。合計で 102組の POP及び 214組の HSP
が高い信頼性をもって特定され、偽陽性率は 0.25であった。オーストラリ

アは、現在は除外されてしまっている HSPの数を低減するべく、来年には

HSPの特定能力を向上させることを目的として現在開発中の新たな SBTゲ

ノムアセンブリを利用する手法を用いることを目指している。 

44. オーストラリア、台湾及び韓国は、成熟曲線を推定するために CCSBTメン

バーが南大洋横断的に収集した SBT卵巣の共同解析の結果を提示した文書

CCSBT-ESC/2208/10を提出した。2010年から 2019年にかけて、一般的に非



 

産卵月とされる 4月から 8月の間に、南緯 30度以南の漁場から合計 861個
の卵巣が収集された。メスのサイズは尾叉長 66 cmから 190 cmであった

が、大部分は尾叉長 110 cmから 160 cmの間であった。成熟メスを非成熟メ

スと区別するため、2名の観察者が合意されている組織学的分類法を用いて

判読した。非成熟メスと再生中のメスは卵巣切片における成熟度マーカー

の有無によって区別した。成熟メスの割合は、ロジスティック回帰を用い

て体長及び年齢の関数としてモデル化した。成熟曲線は精査した四海域横

断的に類似しており、このことは成熟度の地域差は存在しないか、又は地

域差を検知するには現行のデータでは不十分であることを示唆している。

しかしながら、当該データは、観察者間で違いがあるために成熟曲線にも

違いが出ている可能性があることを示唆している。これは、分類法、サン

プルサイズ及び／又は解析された魚のサイズのレンジの違いに起因してい

る可能性がある。全てのサンプルを複数の観察者によって判読し、何らか

の結論を出す前に判読結果にコンセンサスを得るよう勧告する。第一観察

者によるデータ（スライドの 75 %）の成熟曲線への当てはまりにかかる予

備的な結果では、50 % の個体が成熟する体長は尾叉長 145.1 cm（8.1歳）と

予測された。第一観察者は、従来の成熟曲線に加えて、確立されているク

ライテリアに基づき、存在する成熟度マーカーの相対豊度及びサイズによ

る組織切片のスコアリングを行った。成熟度マーカーの数が多い／サイズ

が大きい卵巣は繁殖力が高いと仮定した。この新たな「繁殖力指数」に基

づくと、メスの 50 % が高繁殖力であると予測された体長は尾叉長 158.8 cm
（11.2歳）とはるかに高くなった。定性的ではあるが、繁殖力曲線は成熟

度と年間の卵の生産量を組み合わせたものであることから、従来の成熟曲

線よりも再生産能力にかかるより直接的な尺度となる可能性がある。卵巣

の収集、切片スライドの作成及び 2019年の CCSBT成熟度ワークショップ

への参加といった CCSBTメンバーによる共同作業は大きな成功を収め、

SBTの新たな成熟曲線及び繁殖力曲線の開発という形で結実した。 

45. 文書 CCSBT-ESC/2208/11では、遺伝子標識放流プログラムに関するアップ

デートが提示された。CCSBT遺伝子標識放流プログラムは、CTP及び資源

評価モデルで使用する 2歳魚コホートの絶対的な資源量の推定値を提供す

るものである。2016－2019年の 2歳魚コホートに関する 4つの推定値が利

用可能となっているが、2020年のプログラムにおける作業は、COVID-19
によりフィールドワークを中断せざるを得なかったためにキャンセルとな

った。2021年のフィールドワークは、7,000個体以上の 2歳魚に標識を装着

する形で再開された。2022年における 3歳魚からの組織サンプルの収集作

業は、11,000個体以上の魚からサンプリングを実施して終了した。これら

の 2セットのサンプルから得られた DNA を比較し、2023年初頭には、2021
年における 2歳魚コホートの資源量の推定値が利用可能となる予定であ

る。2022年のフィールドワークについても、5,000個体以上に標識装着する

形で成功裏に終了した。 

46. オーストラリアは、2021年におけるオーストラリアでの SBT耳石収集及び

年齢査定活動に関するアップデートについて報告した文書 CCSBT-
ESC/2208/13を提出した。まき網漁業によりオーストラリア大湾（GAB）で

漁獲された 123個体の SBTから得られた耳石は、CSIROの硬骨部位コレク



 

ションに渡され、保管されている。これらの魚のうち 100個体の年齢が推

定され、年齢データについては 2022年データ交換を通じて CCSBTに提供

された。2022年の CCSBT遺伝子標識放流オペレーションの際に収集された

173個の耳石サンプルから得られた年齢データも合わせて提供された。昨年

は、ゾーンカウント及び耳石の測定値を用いて耳石から 10進法（生物学

的）年齢を推定するための予備的なアルゴリズムを開発した。2021年から

は、年齢データにこのアルゴリズムを適用している。資源評価及び管理に

必要な高品質の推定年齢を生成するためには、年齢データのクオリティコ

ントロールが極めて重要である。メンバーのラボ間で年齢推定のための鱗

紋カウントを推定年齢に変換するアプローチを標準化するため、2014年に

は SBT年齢決定ワークショップが提案された。文書 CCSBT-ESC/1509/15
は、最後の年齢確認に関するワークショップが開催されたのは 2002年であ

ったことから（Anon 2002）、正確性及びバイアスを精査するための会合前

のラボ間での耳石演習の必要性を含め、年齢査定ワークショップの要件が

強調された。 

47. オーストラリアは、空間的シミュレーションを通じた SBTの電子標識放流

設計の評価手法について論じた文書 CCSBT-ESC/2208/14を提出した。従来

型の標識放流及び遺伝子標識放流にかかる研究は統計学的デザインに基づ

く場合が多いのに対し、電子標識放流はアドホック又は予算的な制約を受

ける場合が多い。さらに、電子標識放流のデザインにおいて参考となる詳

細な統計学的アプローチの事例はほとんどない。本文書では、具体的な調

査の目的に対する遺伝子標識放流の配置を定量的に評価する方法、及び移

動パターンの範囲にかかる既知の仮説的変化について検討した。移動にか

かるマルコフモデルを用いて、1998年から 2010年までにおける過去の SBT
アーカイバルタグデータ（N=149）から得られた空間ゾーン間の四半期ごと

の遷移率を推定する。これらの推定値を用いて四つの調査設計シナリオ

（アーカイバルタグを用いる三つのシナリオ、ポップアップ衛生タグを用

いる一つのシナリオ）から得られるデータをシミュレートし、調査デザイ

ンの可能性について説明した。さらに、GAB の各エリア間の遷移率が過去

に観察された水準に対して二倍になった場合のシナリオのデータをシミュ

レートした。これらの予備的な結果は実際の調査設計に向けてさらなる調

査を要するものの、本文書では、移動の変化に関する頑健な洞察を得るた

めの最適な電子標識放流の配置を定量的に評価するための枠組みを概説し

た。 

48. 日本は文書 CCSBT-ESC/2208/19を提出した。本文書では、2022年 2月に実

施した 1歳魚 SBTの加入量指数に関するデータを提供するための曳縄調査

について報告した。COVID-19の世界的流行のため、本調査は調査対象の数

を減らすべく当初予定から大幅な変更を余儀なくされた。しかしながら、

調査期間及び調査海域（エスペランスからブレマー湾まで）については

2020年以前と同様の規模であった。本文書では、調査期間中、合計で 48個
体の SBT（そのうち 94 % が 1歳魚と推定された）が捕獲された。 

49. 日本は、1996年から 2022年までの 20年以上にわたってオーストラリア南

西沿岸で実施されてきた科学的加入量モニタリング調査である曳縄漁獲デ



 

ータで得られた 2つの 1歳魚 SBT加入量指数に関するアップデートを提示

した文書 CCSBT-ESC/2208/20を提出した。本文書では、2022 年調査データ

を追加して計算した結果を、他の加入指標と比較して示した。ピストンラ

イン曳縄指数（TRP）は、既定の調査定線（ピストンライン）上における探

索距離 100km 当たりの漁獲をモデルベースの標準化は行わずに求めるもの

である。グリッドタイプ曳縄指数（TRG）は、より広範な海域のデータを

使用して、デルタログノーマルアプローチを用いた一般化線形モデルによ

り標準化して計算するものである。TRG を他の指数（2022 年 OMMP 会合

でのリファレンスセットによる OM の加入量推定値、日本はえ縄船全船に

よる 4歳魚及び 5歳魚にかかる年齢特異的標準化 CPUE、航空目視調査指

数、及び遺伝子標識放流による資源量推定値）と比較した。2015 年級まで

は類似したトレンドが見られていたものの、2016 年級以降は差が大きくな

り、TRG は他よりも低かった。今後も、最近年の加入状況を科学調査と漁

業から得られる全ての情報を駆使して注意深くモニタリングする必要があ

る。 

50. 韓国は、2021年における韓国の SBT耳石収集活動に関する文書 CCSBT-
ESC/2208/24を提出した。SBTの年齢及び成長度について調査するため、

2021年に 131個の耳石サンプルを収集し、2015年以降のサンプル数は合計

で 1,061個となった。尾叉長と全重量の関係は TW=6.4E-05ⅹFL2.758 
(R2=0.913)であった。体長－年齢データを用いて非線形モデルにより推定し

たフォン・ベルタランフィ成長曲線のパラメータは、L∞=177.3 cm、K = 
0.177/year, t0 = -1.492 yearsとなった。 

51. 台湾は、台湾科学オブザーバー計画により収集された SBTの生殖腺サンプ

ルに関する情報及び解析結果のアップデートに関する文書 CCSBT-
ESC/2208/28を提出した。2010年から 2021年までの 4月から 9月の期間に

おいて、台湾科学オブザーバー計画により合計 950個のみなみまぐろ生殖

腺サンプルが収集された。サンプリングが行われた雌雄の尾叉長のレンジ

は 90 cmから 150 cmの間に集中していた。月次の GSIに関しては、メスの

GSIは 4月から 7月にかけて他の季節よりも高止まりし、7月以降は減少し

ていく傾向を示した。オスの月次 GSIは、3月から 5月にかけて高い数値を

示し、その後徐々に減少した。9月が最小値となった。組織切片を観察した

結果によれば、性成熟段階を判定するために 2010－2020年の期間に収集さ

れた合計 792個の生殖腺サンプルが解析された。これらのサンプルの大部

分は未成熟段階と判定され、約 11.4 % のサンプルは成熟しているものの繁

殖は行っていない状態であると判定された。また、ほとんどの成熟メスは 5
月から 7月にかけて退縮又は再生段階にあり、またほとんどの成熟オスは 6
月から 7月にかけて再生段階にあった。 

52. 台湾は、2018－2020年に台湾はえ縄漁船により漁獲された SBTの直接年齢

査定に関する文書 CCSBT-ESC/2208/30を提出した。本報告では、2018－
2020年に台湾はえ縄漁船により漁獲された SBTの直接年齢査定の結果につ

いて報告した。直接年齢査定向けに収集された個体の大部分は 90－120 cm
の間であり、80 cm未満又は 130 cm以上の個体は非常に少なかった。これ

ら 3年の間に精査された個体の大部分は 2－5歳であり、2018年は 92 %、



 

2019年は 80 %、及び 2020年は 78 % を占めた。2018年に漁獲された SBT
については、その直接年齢査定データ及び尾叉長が、10cm間隔の尾叉長ご

との年齢割合を示す年齢体長相関表の作成に使用された。さらに年齢体長

相関表は、2018年における全ての SBT漁獲物の体長データを年齢組成に変

換するために利用された。2018年に台湾はえ縄漁船により漁獲された SBT
の総漁獲量のうち、大部分（80 % 以上）が 2－5歳で占められており、直接

年齢査定と類似した結果となった。2019年及び 2020年における直接年齢査

定向けのサンプルサイズは信頼性の高い年齢体長相関表を作成するには不

十分であったことから、本文書では 2019年及び 2020年の総漁獲量にかか

る年齢組成は報告しなかった。今後、2019年及び 2020年に漁獲された SBT
の耳石年齢査定を進めていく予定としており、来年に年齢査定データのア

ップデートを行う予定である 

 

7.2. CPUE 解析に関する進捗状況 

53. 韓国は、韓国 SBTはえ縄漁業（1996-2021年）におけるデータ探索及び

CPUE標準化に関する文書 CCSBT-ESC/2208/25を提出した。本研究では、

操業データ（投縄ごとのファインスケールデータ）に対して一般化線形モ

デル（GLM）を用い、韓国まぐろはえ縄漁業（1996 - 2018年）から得られ

SBT CPUEの標準化を行った。GLM に用いたデータは、漁獲量（尾数）、

漁獲努力量（鈎針数）、フロート間の鈎針数（HBF）、操業位置（5度区

画）、及び年別・四半期別・海域別の船舶識別子であった。海域別に CPUE
を調査し、韓国漁船が SBTを漁獲対象としていた二つの異なる海域

（CCSBT統計海区 8及び 9）を特定した。SBTの CPUEについてこれらの

海域ごとに標準化した。CPUE指数に影響を及ぼす可能性がある経時的なタ

ーゲティングの変化に関する懸念に対応するため、データ選択とクラスタ

ー分析という二つの代替的なアプローチを適用した。GLM 分析における説

明変数は、年、月、船舶識別子、操業位置（5度区画）、鈎針数及びターゲ

ティング（HBF及びクラスター）であった。各海域ごとの GLM の結果、ノ

ミナル CPUEに影響を与える最も重要な要因は年、月、位置及びターゲテ

ィングの効果であることが示唆された。両海域の標準化 CPUEはともに

2000年代中頃まで減少していたが、その後は増加傾向を示している。 

54. 台湾は、2002‐2021年に台湾はえ縄漁船により漁獲された SBTに関する

CPUEの標準化解析にかかる文書 CCSBT-ESC/2208/29を提出した。2002年
から 2021年にかけてインド洋の南緯 20度以南で操業した台湾はえ縄船団

の統計情報を用いて CPUE標準化解析を行った。まず、漁業操業のターゲ

ティングを確認するとともに CPUE標準化に向けたデータ選択のためのデ

ータフィルターを作成するべくクラスター分析を行った。漁業操業の様々

なターゲティングを特定するため、投縄別データではなく週別に集計した

データを用いてクラスター分析を行った。次に、CPUEの標準化に当たって

は、相互作用による交絡を避けるため、相互作用を含まないシンプルなデ

ルタ－ログノーマルモデルを採用した。中東部海域（海域 E）及び西部海

域（海域 W）を分けてクラスター分析を行った。両海域（海域 E及び海域



 

W）の CPUEのトレンドパターンは引き続き過去の解析結果と類似してい

たが、2021年の更新データでは両海域においてやや増加した。 

55. 日本は、2021年漁期における日本 SBTはえ縄漁業の操業パターンの変化に

関して当初は CCSBT-OMMP/2206/06として提出された文書 CCSBT-
ESC/2208/BGD01を提出した。日本はえ縄船による SBTの漁獲データは、

CCSBT による SBT資源評価及び MP において最も重要なデータとして使用

される。過去 10 年間と比較し、最近年における操業パターンの変化を検討

した。漁獲量、隻数、操業のあった時空間、海区別割合、体長組成、操業

の集中度を検討した結果、2021年において操業パターンの大きな変化はな

かった。したがって、2021 年の日本はえ縄漁業の CPUE は、従来と同程度

に資源を反映したものと見なすことができる。最近 10 年間の漁獲枠増加

は、CPUE の増加に最も強く影響し、操業時空間の拡大及び操業回数の増加

による影響の程度は小さかった。 

56. 日本は、当初は CCSBT-OMMP/2206/07として提出された文書 CCSBT-
ESC/2208/BGD02を提出した。本文書では、CCSBT の管理方式に用いられ

る SBT資源量指数であるコア船 CPUE について総括した。データの準備、

GLM 並びに 2020 年に検討した GLMM と GAM を用いた CPUE 標準化、海

域による重み付けについて記述した。データは 2021 年にまで更新した。

2021 年の指数は、ベース GLM モデルによる W0.8 及び W0.5 について、こ

の 10 年間の平均と同じ水準であった。 

57. 日本は、当初は CCSBT-OMMP/2206/08として提出された文書 CCSBT-
ESC/2208/BGD03を提出した。2021 年の ESC26 において、OM 及び MP に
含める SBTの新たな CPUE 資源量指数を作成することが決定された。方法

論については CCSBT と契約したコンサルタントによって検討されたが、日

本のはえ縄操業データは日本漁業者の知的財産であることから非公開とさ

れている。このため、実データへの当てはめについては、当該データへの

アクセス権を有する日本の科学者が担うこととなった。本文書では、当該

解析の結果及び様々な頑健性試験を行った結果を示した。新たに GAM の 
2 段階のデルタログノーマル法で CPUEを標準化し、面積重み付けすること

により作成した資源量指数を得た。資源量指数は 2006 年を最低値を示し、 
2019 年までの多くの年において増加した。2020 年及び 2021 年には 2015 - 
2017 年水準に低下した。モデル選択、遡及解析、船の ID、海域範囲の変

更、対象年齢の変更、データ及びモデルの分解能の変更を含む様々な感度

分析に対して資源量指数は頑健であった。最近年のデータが追加されると

過去の相対値が変化することが確認された。 

58. ESCは、CTPで使用されている GLM ベースのコア船 CPUE指数における

2018年の異常に高いデータ点（CCSBT-OMMP/1906/09、図 1）は 2020年に

おいても引き続き例外的状況となっていることを確認し、その原因を特定

するとともに適切な対応策を講じるための CPUE作業部会による作業プロ

グラムを開始した。この調査の結果、漁獲努力量の集中度の高まりによっ

てデータがまばらになり、その結果として GLM を用いた標準化において非

現実的な CPUEが予測されたことが確認された（ERS 25報告書パラグラフ

37）。CPUE作業部会には、漁獲努力量の集中度の高まり及びこれに伴って



 

一部海域のデータがまばらになることによって生じる問題に対してより頑

健な代替的 CPUE 計算手法を特定する任務が与えられた。 

 

  

図 1：CCSBT-OMMP/1906/09より引用。海域で重み付けした GLM ベースの標準化コア

船 CPUE（ベース w0.8及び w0.5）。コア船のノミナル CPUEも合わせて示した。 



 

59. サイモン・ホイル博士は、空間的・時間的スムーザーを用いた一般化加法

モデル（GAM）及びデルタ・ログノーマル手法をベースに新たに開発され

た、SBT資源量に関して重要である CPUE指数を確認するために用いられ

た手法について報告した文書 CCSBT-ESC/2208/BGD05を発表した。タイム

シリーズのマップは、1986年と 2020年の間には漁獲努力量と最高漁獲率の

両方の時間的分布と空間的分布に明らかな変化がある一方で、漁獲努力量

の空間的及び時間的範囲は縮小していることを示している。集計されたデ

ータセットに最もよく当てはまるモデルによりシミュレーションデータを

作成し、このシミュレーションデータを用いてこれらの分布変化に対応す

るための様々なモデルの設定の有効性を確認した。主な GAM モデルはシミ

ュレーションデータによりバイアスのない推定値を生成したが、一般化線

形モデル（GLM）及び柔軟性の低い GAM スムーザーではバイアスがかか

った指数が生成された。魚の分布の大規模かつ急激な変化を生み出すよう

に操作したシミュレーションデータセットでは、ややバイアスのかかった

指数が生成された。また、CPUEが高い海域に漁獲努力量を集中させるよう

に時間の経過とともに漁獲努力量の集中度を高めた場合でも、特に集中度

が最大となるタイムシリーズの最後において推定値にバイアスがかかっ

た。このバイアスは、モデルの失敗というよりもデータセットからの情報

の喪失によるものと考えられ、日本だけでなく他の船団からのデータも含

める形でモデル経由の情報を増加させることが有効と考えられる。一般的

に、GAM モデルは、ヴァリアブル・スクエア手法に相当する GAM
（GAM_VS）又は複合モデル（w0.8）手法のいずれよりもバイアスの少な

い指数を提供した。 

60. CPUE作業部会が実施した作業の結果及び OMMP 12からの勧告に基づき、

ESCは、CCSB-OMMP2206/08で開発された COUE標準化手法及び OMMP 
12報告書別紙 4の仕様書案を採択した。 

61. ESCは以下の点に留意した。 

• 選択された GAM ベースの標準化モデルは、様々な感度試験に対して頑健

であり、従来の GLM ベースのモデルよりも改善されている。 

• また、MPのシミュレーションテストで使用された指数のタイプをより良

く反映している。すなわち、OM によってシミュレートされた CPUE指数

は、実際のベース CPUE指数に発生したような技術的理由による例外的状

況につながるようなデータ特性を欠いていた。 

• 新たな GAM ベースの CPUE標準化手法では、空間－時間的トレンドの相

互作用が包含されており、したがって資源と漁業分布に関する仮説を強調

するためのコンスタント・スクエア及びヴァリアブル・スクエア手法（以

前の w0.5及び w0.8シリーズのベース）を継続する必要性がなくなった。 

• ヴァリアブル・クスエア手法は、シミュレートされたデータでテストを行

った場合にはバイアスがかかることが示唆された。 

• 韓国 CPUE指数は、勧告された日本 CPUE標準化指数と概ね同様のトレン

ドを示した。 



 

• OMMP 12会合は、CPUEのさらなる評価の際に韓国、台湾及びニュージ

ーランドはえ縄漁業データを取り入れることを検討した。本件については

次回 ESC会合でさらに検討される予定である。 

62. ESCは、将来における資源及び／又は漁業の変化の可能性に関する妥当な

シナリオも包含した代替モニタリングシリーズの開発は優先度の高い事項

であり、CPUE作業部会の将来の作業計画に含められる予定であることに留

意した。SRPに関する議題の下で検討するため、本件の継続及び他の任務

に関する提案が提出された。 

 

7.3. UAM 情報のアップデート 

63. ニュージーランドは、2007年から 2020年までにおける CCSBT非協力的非

加盟国による未報告はえ縄漁獲努力量の推定値を提示した文書 CCSBT-
ESC/2208/BGD04を提出した。CCSBTの非メンバーによる未考慮死亡量

（UAM）の水準は、SBTの資源状況の評価における重要なインプットとな

る。しかしながら、CCSBTの非協力的非加盟国（NCNM）による SBT漁獲

量に関して利用可能な信頼性の高い情報はない。他の地域漁業管理機関

（特に IOTC及び WCPFC）に対して報告された漁獲努力量データを解析し

た結果、これらの機関のまぐろ漁業は SBT漁場と相当程度重複しているこ

とが示唆された。しかしながら、びんなが、めばち及びきはだを漁獲対象

とする IOTC、WCPFC及び ICCAT の漁業において、これらの機関の船団が

相当量の SBTを混獲している蓋然性が高いにもかかわらず、これらの機関

に対しては概して SBT漁獲量は報告されていない。一部では漁獲対象とさ

れている可能性もあるが、概して、非メンバーによる SBTの漁獲が専獲な

のか混獲によるものなのかは不明である。 

64. ニュージーランドの文書では、IOTC、WCPFC及び ICCAT から得られた非

メンバーによる漁獲努力量のタイムシリーズを 2020年までのデータを含め

る形でアップデートするために行われた作業について記述した。CCSBTの
非協力的非加盟国から WCPFC、IOTC及び ICCAT に対して報告されたはえ

縄漁獲努力量が報告された。非メンバーによる漁獲努力量の変化は、未考

慮 SBT漁獲量の度合いの変化を示唆しているものと考えられる。これらの

データは、現行の管理方式における例外的状況のレビューにおける必須事

項となっている。全体として、非メンバーによる総漁獲努力量は、2007年
の 1年あたり約 2千 6百万鈎針から 2017年の 1年あたり約 6千 5百万鈎針

に増加した。この漁獲努力量の大部分は WCPFCに報告されているもので、

ニュージーランド北方沖の統計海区 12に集中している。WCPFCに報告さ

れている漁獲努力量の漸増と合わせて、2017年には南アフリカ東方沖の統

計海区 14において IOTCに報告されている非メンバー漁獲努力量が増加し

た。2017年以降の総漁獲努力量はほぼ一定であった。 

65. 議長は本議題項目に関する検討を求めた。ニュージーランドは、文書

CCSBT-ESC/2208/BGD04において唯一注目すべき点は、タイムシリーズの

最後（2020年）に向けて漁獲努力量が増加していること、すなわち漁獲量

の増加が示唆されていることであり、この点は 2023年の資源評価に影響す



 

る可能性があると述べた。オーストラリアは、EUが現在又は将来的な

CCSBTへの報告書の提出を拒否していることを踏まえ、EUによる報告に

かかる問題、及び UAM の推定に対する潜在的な影響にかかる問題について

提起した。EU船団の操業海域と SBT分布域とが重複している可能性を踏ま

え、EUに対してオブザーバーカバー率に関するいくつかの要望がされてい

たが、これまで何らの回答も得られていない。オーストラリアは、2023年
の UAM 計算にこれらの問題をどのように取り込むのかについて質問した。

ニュージーランドは、これらの問題について、SRPの議題において今後数

年で必要とされている新たな作業の文脈で対応されることとなると述べ

た。 

 

議題項目 8. オペレーティング・モデル及び管理方式の開発 

8.1. OMMP コードのメンテナンス及び開発 

66. ESC 26は、現在及び将来の資源評価及び MP試験の必要性に対する持続可

能性を改善するためには、様々な改善の中でも特にセル内に不確実性を取

入れるよう促進するべく、OM コードの一部のレビュー、近代化及び書換え

を行う必要があることに留意した。OMMP 12において、代替的なコーディ

ングのプラットフォーム、モデル自体の方式、また OMMP及び ESC横断的

により多くの者が関与及び学習できるような開発プロセスを検討する必要

性等に関する詳細な議論が行われた（OMMP 12報告書パラグラフ 56－
71）。OMMP 12の閉会後、2026年に予定されている資源評価での使用に間

に合うように運用プラットフォームを完成させるべく、小グループが新た

な OMMPコードの構築に関する複数年計画（別紙 5、提案#1）を策定する

ための共同作業を行った。本提案は議題項目 12（SRP）において検討され

る予定である。 

 

議題項目 9. 漁業指標の評価  

67. ESCは文書 CCSBT-ESC/2208/15 及び CCSBT-ESC/2208/21について検討し、

SBT資源の全指標における直近のトレンドの総括表を更新した（別紙 6）。

結果の総括は以下のとおりである。   

• 各指標は前年と比較して様々な結果を示した（一部は増加、一部は減少、

またその他は変化なし）。しかしながら、懸念の理由となるような異常な

シグナルや示唆はなかった。総じて、指標の長期的なトレンドは、今後も

資源の増加が見込まれることを示唆した直近の資源評価結果と一致してい

る。  

• 曳縄調査から 1歳魚資源量に関する二つの指標が得られた。TRG加入量指

数は 2016年から 2021年コホートについて低水準を示し、TRP加入量指数

は 2018年と 2019年にゼロ値を記録した。これらのことから近年の加入量

が低かった可能性について若干懸念されたが、2022年の TRP指数は上昇

した。  



 

• 親子ペアの検出率は、計算が行われた最新年（2018年）では減少してお

り、個体群サイズの増加と整合している。  

• 遺伝子標識放流による 2019年の 2歳魚推定資源量は、2017年及び 2018年
に比べて増加した。なお、COVID-19の影響により、本年は 2020年の推定

値が利用可能とならなかった。  

• 4歳+ の魚に関する日本のはえ縄ノミナル CPUEは 2021年に増加し、10年
平均を上回った。対照的に、4歳+ の魚に関する日本の新たな標準化

CPUEシリーズ（GAM ベース）はやや減少した。いずれのデータシリー

ズも、2007年以降は CPUEが増加していることを示唆している。 

• ニュージーランドの国内はえ縄漁業の標準化 CPUEは全年齢において増加

した。  

• 韓国の海区 8及び 9における標準化 CPUEは、2000年代半ば以降、増加傾

向を示している。  

• 台湾の標準化 CPUEのトレンドは全年齢とも過去同様であったが、2021年
の更新データを加えたところ、中東部及び西部の両海区において増加し

た。 

68. オーストラリアは文書 CCSBT-ESC/2208/15を総括した。2021‐2022年の

SBT資源に関する漁業指標のアップデートでは、指標を（1）2006年の日本

市場レビュー及びオーストラリア蓄養レビュー により特定された未報告漁

獲量の影響を受けない指標、及び（2）未報告漁獲量の影響を受ける可能性

がある指標の二つのグループに分けて取りまとめている。2006年のレビュ

ーから相当の時間が経過していることを踏まえれば、これらの指標の一部

における直近のトレンドが未報告漁獲量の影響を受けている可能性は低

い。若齢魚（1‐4歳）SBT資源量に関する二つの指標が更新された。ピス

トンライン曳縄調査の指数は前回（2020年）から減少した一方、グリッド

タイプ曳縄指数は 2021年から増加している。遺伝子標識放流による資源量

推定値は 2021年は更新されなかった。4歳+ の SBT資源量指標は様々なト

レンドを示した。近縁遺伝子における親子ペアの検出率は、計算が行われ

た最新年（2018年）では減少しており、個体群サイズの増加と整合してい

る。インドネシア産卵場の漁獲物の年齢及びサイズデータは、本年は更新

されなかった。2021年において、ニュージーランド国内はえ縄漁業の標準

化 CPUEは増加し、日本はえ縄ノミナル CPUEも増加した。対照的に、日

本の新たな標準化 CPUEシリーズ（新 GAM シリーズ）はやや減少した。 

69. 日本は文書 CCSBT-ESC/2208/21を総括した。現在の SBT資源状況を概説す

る情報を提供するため、各種の漁業指標を、漁業とは独立した指数と併せ

て精査した。日本のはえ縄 CPUEは、4歳、5歳、6‐7歳、8‐11歳の年齢

級群について、1980年代後半及び 2000年代半ばに観測された過去最低水準

を大きく上回っていることを示唆した。これらの年齢級群の CPUE指数は

非周期的な形で大なり小なり変動してきたが、過去 10年間については増加

傾向が示された。2011年から観測されていた 12歳+ の緩やかな減少は近年

止まったようである。オペレーティング・モデル及び／又は管理方式で使

用されてきた他の集計年齢（4歳+）の CPUE指数は、過去 10年間において

増加傾向を示している。これらの指数の現行水準は、2000年半ばに観測さ



 

れた過去最低水準を大きく上回っている。検証された様々な加入量指数か

ら、近年の加入量水準は年ごとに変動してはいるものの、1990年代（1999
年から 2002年コホートの著しく低い加入量以前）と同水準又はそれ以上で

あることが示唆された。曳縄調査から得られた 1歳魚にかかる二つの指数

のうち、TRG加入量指数は 2016年から 2021年コホートについて低水準を

示し、TRP加入量指数は 2018年と 2019年にゼロ値を記録しており、近年

の加入量が低い可能性が懸念されていることに留意すべきである。2020年
の資源評価において推定された 2013年及び 2014年コホートの高い加入量

水準（2016年の航空目視調査指数の最高値に直接関連している）は、2017
年から 2021年のはえ縄 CPUE指数（4歳から 8歳魚）、及び 2014年の TRG
指数では支持されていない。 

70. 本議題項目に基づく検討には漁業とは独立した調査プロジェクトの結果も

含まれることを明確にするため、議題項目の名称を「資源状況に関する漁

業指標及び科学的指標」と変更することが提案された。 

 

議題項目 10.   SBT の資源状況  

71. SBT資源に関する直近の全面的な資源評価は 2020年に行われ、その結果は

ESC 25報告書（パラグラフ 105‐109、158‐159）に記載されている。現在

の資源状況に関する主な結果は表 1のとおりである。当該表には、CCSBT-
ESC/2108/04から抜粋した漁獲量に関する情報、及び採択された管理方式

（CTP）に基づく漁獲量の管理措置（CCSBT 27報告書パラグラフ 70、73）
も含まれている。 

72. 2020年の資源評価の結果を踏まえ、ESC 25は以下の点に留意した。 

• 相対的な総生産量出力（TRO）として推定された資源量は 20 %（16‐
24 %、確率区間 80%）であった。 

• 資源は依然として最大持続生産量（MSY）を生産する水準を下回ってい

る。 

• 資源状況は、相対 TROが TRO0の 13 %（11‐17 %、確率区間 80 %）と推

定された 2017年の前回資源評価以降、改善が見られている。 

• 漁獲死亡量は MSY を与える水準を下回っている。 

• 資源は 2009年の低水準以来、毎年約 5％ずつ再建している（図 2）。 

73. また、2020年の資源評価では、TRO0の 10 % という低水準にあった 2009年
から資源が増加していることも示唆された。 

 



 

表 1：2020 年の資源評価の結果と現在の漁獲量及び管理措置 

みなみまぐろ資源状況に関する 2020 年評価の概要

1 

2020年報告漁獲量  16,441 トン 
現在（2020年）の総再生産出力（TRO）* 
現在（2020年）の資源量（B10+） 

1,546,180 (1,397,040‐1,759,312) 
204,596 t (184,272‐231,681) 

初期 TROに対する現況  

TRO 0.20 (0.16‐0.24) 
B10+ 0.17 (0.14‐0.21) 

TROMSYに対する TRO （2020） 0.69 (0.49‐1.03) 

最大持続生産量 33,207 (31,471‐34,564) トン 
現在の管理措置 メンバー及び CNM の実効漁獲制限： 

2018‐2020年及び 2021‐2023年の各年

において 17,647トン 

*TROとは、再生産に対する各年級群の相対的な貢献度で重み付けした全年級群の相対

再生産出力の総和である。 

 

 
 

 

図 2： 相対 TROの近年及び将来予測トレンド（中央値及び 5‐95パーセンタイル）。1
は初期水準（TRO0）を意味する。赤の横線は TRO0 30%の再建目標、縦線は CTP
のチューニング年（2035年）を示す。 

 

74. 次回の全面的な資源評価は 2023 年に予定されている。2020 年の OMMP 12

で実施された OM の再条件付け及び CTP による将来予測の結果は、全面的

な資源評価ほど包括的ではないが、より最近の資源状況を推論する上で示

唆に富むものである。再条件付けにおいては、以下に関する新情報が取り

入れられた。 

• 漁獲量 

• 体長／年齢組成 

• 遺伝子標識放流調査の結果 



 

• 近縁遺伝子標識再捕調査の結果 

• 2020年に使用されたバリアブル・スクエア及びコンスタント・スクエアを

組み合わせた初期バージョンの GAM ベース CPUE指数に替わるものとし

て、単一の GAM 指数を使用した日本はえ縄 CPUE 

75. 2020年には、上記の入力データの更新に加え、2019年に CTPを初めて採択

及びチューニングした際にリファレンスセットとして使用したモデルのグ

リッドを変更した（OMMP 12報告書、表 3参照）。表 2（OMMP 12報告書

の表 4）に、各ベース OM の将来予測から得られた資源状況及び資源再建に

関する統計情報の概要は表 2（OMMP 12報告書の表 4から引用）のとおり

である。 

 
表 2.  2019年（TRO@2019）及び最終年（TRO@final year）の資源状況推定値の比較、 

2035年における TRO枯渇の将来予測、2035年に CCSBT暫定再建目標

（Pr[TRO/TRO0>0.2]>0.70）を達成する確率。相対 TRO推定値は全て中央値。

Base2021には新しい GAM CPUE シリーズを使用。これに対し、Base2018 と 
Base2019では、Base18の標準 GLM アプローチ及び Base2019の初期 GAM モデ

ルに基づくコンスタントスクエア及びバリアブルスクエアの組み合わせを使用。 

ベース OM TRO/TRO0 

@ 2019 
TRO/TRO0 

final year 
TRO/TRO0 

@ 2035 
Pr(TRO>0.2TRO0) 

@ 2035 
CTPのチュー

ニングに使用 
（base2018） 

0.17 
(0.15-0.21) 

0.17 
(0.15-0.21) 

0.30 0.90 

2020年資源評

価に使用 
（base2019） 

0.17 
(0.14-0.20) 

0.20 
(0.16-0.24) 

0.28 0.86 

現在 
（base2021） 

0.18 
(0.15-0.20) 

0.22 
(0.19-0.26) 

0.28 0.87 

 

76. 上表では、最近において資源は TRO0 20 % の中央値水準に達した又は超え

たこと、資源の再建が続いていることが示唆されている。 

77. OMMP 12は、将来予測の違いは主に更新されたデータ及び新 CPUEシリー

ズへの変更によるものであることに留意した。さらに、2035年までに初期

TRO0の 30 % に到達する確率は、更新 CPUEシリーズを使用した場合には

39 % であることを確認した。ここで得られた結果は、更新データを使用し

た場合の base2019 及び base2021の両方のリファレンスグリッドとも一致し

ている。  

78. 2020年の全面的な資源評価（base2019グリッド）で推定された資源状況は

0.20 （0.16‐0.24）であったのに対し、2022年（base2021グリッド）は 0.22
（0.19‐0.26）となった。 

ESCは、FAO及びその他のまぐろ類 RFMOに提供するために作成する SBT
の生物学、資源状況及び管理に関する年次報告を更新した。更新された報

告書は別紙 7 のとおりである。 



 

議題項目 11. 管理方式の運用及び SBT の管理に関する助言  

79. ESC 議長は、CTP の運用及び管理助言に関する検討事項としては以下があ

ることを述べた。 

• 以前採択された CTPにおける GLM CPUEシリーズに関して 2020年に特定

された例外的状況を踏まえた、CTPで使用される新たな GAM CPUEシリ

ーズを採択することに関する OMMP 12からの勧告。 

• 現行（2023年）の TAC 及び新たな GAM CPUEシリーズを用いて 2024－
2026年に関して勧告される新たな TAC について、CTPのメタルールプロ

セスに基づき、例外的状況に関する定期的な年次レビューを実施するこ

と。 

• 2024－2026年の TAC を勧告するための CTPの適用。 

 

11.1. メタルール及び例外的状況の評価 

新 CPUE シリーズの開発及び CTP のパフォーマンスへの影響 

80. OMMP 議長は、CTP で使用する新 CPUE シリーズの開発、及び新 CPUE シ

リーズを取り入れた後の CTP のパフォーマンスに関して OMMP が行った例

外的状況の評価結果に関する OMMP 及び CPUE 作業部会からの助言につい

て発表した。CTP への入力データの一つとして利用される GLM CPUE 指数

が直面した技術的な問題、及びこれに替わるものとしてより頑健な指数を

開発する必要性が例外的状況を発動するトリガーとなった。CPUE 作業部会

からの勧告に従って GAM をベースとする新たな標準化手法が開発され、新

たな GAM CPUE のタイムシリーズは CTP 採択時に 2019 年 OM を用いて実

施された CPUE 予測の範囲内によく収まっていることが確認された（図

3）。 

 
 
図 3：OMMP12報告書図 4。新 GAM CPUEシリーズと、CTP採択時の（base2018を用い

た）2019年の CPUE予測値における 95 % 確率区間との比較。 



 

 

81. メタルールプロセスの適用においても、CPUE シリーズの置き換えが CTP

パフォーマンスに及ぼす影響の評価が必要とされた。このプロセスへの情

報提供を目的として、OMMP 12 は、新 CPUE シリーズ並びに更新された入

力データ（漁獲量、体長／年齢組成、遺伝子標識放流データ及び CKMR デ

ータ）を用いて再条件付けされた OM により実施された予測の結果の評価

を行った。OM グリッドは 2020 年資源評価の際に用いたものと同様で、

2019 年における候補管理方式の試験の際に用いたオリジナルグリッドを改

良したものである。予測された TRO の 80 % の不確実性エンベロープは、

CTP が採択された 2019 年に得られた結果と概ね重複した（図 4）。さら

に、2011 年に合意された暫定再建目標（2035 年までに TRO0の 0.20）の達

成確率は 0.87 となり、CCSBT が設定した最低再建確率 0.70 を上回った。 

 

図 4：OMMP 12報告書図 3。2019年に開発された CTP及び OM（base2018）及び新

CPUEシリーズに関して再条件付けされた更新 OM（base2021）を用いて計算された相対

TRO予測値（中央値及び 80 % 確率区間）。上図：OM が網羅する全期間；下図：最近

の期間。小三角はデータの終了年かつ予測の開始年を示す。 
 



 

82. ESCは、新 GAM CPUEシリーズの開発及び CTPのパフォーマンスに対す

る影響の包括的レビューを行った CPUE WG及び OMMP技術部会に感謝し

た。 

83. ESCは、以下に要約した OMMP技術会合によるレビューの結果に合意し

た。 

• 予測 TROの 80 % 不確実性エンベロープは、CTP採択時の 2019年に得ら

れた結果と概ね重複した。 

• 暫定再建目標（2035年までに 0.20 TRO0）の達成確率は 0.87となってお

り、2011年に CCSBTが設定した最低再建確率 0.70を上回っている。 

• 2035年の予測相対 TROの中央値は 0.28となっており、2035年までに 0.30 
TRO0（チューニング目標）を達成する確率は 0.39である。 

• この値は 2019年の予測値よりは低いものの、データ及び OM のアップデ

ートの結果として TRO中央値がチューニング目標を達成する推定確率が

変わるのは想定されていたことである。また事実として、既に採択されて

いる 2021－2023年の TAC は、予測における将来的な TAC のレンジを限

定している。 

84. ESCは以下に合意した。 

• 入力データのアップデート及び OM グリッドの修正と合わせた CPUEシリ

ーズの変更による影響は軽微であった。 

• 以前に CPUEシリーズに関して特定された問題によって発動された例外的

状況は、2019年に開始された行動のプロセスを通じて解決された。 

• この理解に基づき、ESCは、2024－2026年の勧告 TAC を計算するにあた

り、CTPそのものを修正することなく、新 GAM CPUEを入力データとし

て CTPを適用することを勧告する。 

例外的状況に関する年次レビュー 

85. オーストラリアは文書 CCSBT-ESC/2208/16を発表した。CCSBT管理方式

（MP）とともに採択されたメタルールは、例外的状況が存在するかどうか

を判断するプロセス、及び例外的状況が特定された場合に問題に対処する

ための行動のガイドラインを定めたものである。本文書の目的は、資源又

は漁業指標、MP入力データ、個体群動態、漁業又は漁業操業が MP試験実

施時の条件と大幅に異なっているか、又は漁獲量が勧告 TAC を上回ってい

るような例外的状況を特定することである。例外的状況を示す証拠がある

場合には、そうした状況の潜在的な重大性を判断するプロセスに進み、行

動のガイドラインに従うこととされている。2018年の日本はえ縄 CPUEが
非常に高かったことに関する例外的状況が 2019年に特定され、MPにおけ

るこれらのデータの使用の問題は新 CPUEシリーズの開発を通じて解決さ

れた。MPの運用に対する新シリーズの影響は OMMPによって評価され、

その結果が 2022年 ESCに提示され、これが例外的状況を発動することはな

かった。2020年の遺伝子標識放流プロジェクトが不漁及び COVID-19に伴

うロジ上の問題によりキャンセルされてしまったため、2020年の 2歳魚コ

ホート資源量の推定値は欠落することとなった。2021年の ESCは、現行



 

MPは使用される遺伝子標識放流データのタイムシリーズに欠落があっても

有効に運用されるように設計されていることに留意した。その他の MP入

力データや資源指標及び漁業指標のレビューでは何ら異常は特定されてお

らず、また漁業操業の大きな変化も指摘されなかった。インドネシアのサ

イズ別漁獲データには不確実性があり、またデータソース間に齟齬がある

が、これらのデータは OM 及び近縁遺伝子標識再捕プログラムで使用され

ることから、さらなる調査及び解決が必要である。潜在的な非メンバー漁

獲努力量の推定では 2020年における非メンバー漁獲努力量の増加が確認さ

れたが、非メンバーによる未考慮漁獲量にかかる新たな推定値はなく、ま

た MPが頑健であると考えられる水準を超えて非メンバーによる漁獲が行

われていることを示す直接的な証拠はなかった。このように、例外的状況

に関する証拠をレビューした結果、勧告 TAC を変更する必要性は何ら確認

されなかった。 

86. 日本は、CTPの入力指数／データ（コア船はえ縄 CPUE、近縁遺伝子標識再

捕データ）の観測値を 2019年の OM 予測値と対比させて精査した文書

CCSBT-ESC/2208/22を発表した。精査の結果、全ての観測値が 2019 年の 
OM の予測範囲と矛盾しないことが示された。したがって、CTPの入力指

数／データに関しては、例外的状況の宣言を支持する証拠はなかった。遺

伝子標識放流による 2022年の推定値は欠損することから、加入状況に関し

ては 1歳魚の曳縄指数を確認した。例外的状況を宣言するような重大な現

在の加入の減少はなかった。これらに基づき、2023 年漁期に対して勧告さ

れた TAC（2021-2023 年漁期に適用するため 2020 年に CTP によって算定さ

れた 17,647 トン）の実施の決定に関して、この TAC 値の変更は必要ないと

の判断に至った。その理由は、1）OM 予測の確認ならびにその他の可能性

のある要因（全世界の総報告漁獲量が TAC を超過する程度、未考慮死亡及

び 2020 年に実施された資源評価並びに 2022 年に実施された OM 再条件付

けの結果、インドネシアはえ縄船団の操業パターン変化の可能性）の観点

から例外的状況の宣言を支持する決定的な証拠がないこと、2）精査した漁

業指標に予期せぬ変化はなかったことである。これに加えて、2024 - 2026 
年漁期の TAC 勧告に関して、一般化加法モデルに基づく新たな CPUE シリ

ーズ（「新 GAM」）を用いた CTP の計算の妥当性を検討するために 2022 
年 6 月の OMMP 12 会合で行われたメタルールプロセスについてもレビュー

した。本文書でも、他の現在入手可能な情報とともに新 GAM シリーズを入

力データとして 2024 - 2026 年漁期の TAC 勧告を提供するに当たっては、

2019 年に採択された設定のまま CTP を適用することができるとした

OMMP12 の結論を踏襲した。 

87. 例外的状況の発生に関する試験の結果について議論する一方で、会合は、

CPUEに関して実施された試験は遺伝子標識放流及び CKMR の情報と比較

してその性質が異なっていることに留意した。CPUEでは、新データは MP
の採択時に定められた予測値の確率エンベロープと比較された。これに対

し、他の二種類のモニタリングデータでは、この比較が行われたのは直近

年のみ、かつ過去の全データを含むが直近年のデータは含まずに条件付け

された最新の OM フィットにより決定された予測値（及び CI）に対しての

比較であった。したがって、こちらの比較では MPの採択後に利用可能に



 

なったデータのみが考慮されている。後者のプロセスでは、MP採択後の新

しいデータを最新データとの比較に用いるモデルの条件付けに組み込むこ

とで、MP採択時の想定とは異なる資源の挙動を示すことを緩和できるた

め、例外的状況の発生がないという基準を満たすことが容易になる可能性

がある。会合は、この点が注目すべき懸念であるのかどうか、またそうで

あるならば将来的にどのように改善するのかという両面について、休会期

間中にさらに検討していくことは有益と考えられることに合意した。本件

については OMMP 13においてさらに検討される可能性がある。 

88. ESCは、インドネシアのベノアにおける漁獲物モニタリングプログラムの

実施に関して、及び同プログラムから生成されたデータシリーズに多くの

問題点があったことに留意し、以下のような問題が将来的に例外的状況を

構成する可能性があることを確認した。 

• 漁獲物モニタリングプログラムでサンプリングされた漁獲物の漁獲位置に

関して過去に確認された不確実性（すなわち海区 1か海区 2か、CCSBT-
ESC/2208/Info01）。SBTを漁獲対象とする漁業及びインドネシア漁船の冷

凍能力の発展に伴う漁獲物及び漁獲努力分布の海区 2への大幅なシフトに

ついてさらなる検討を要することが留意された。 

• ESC及び CCSBT-ESC/2108/07が指摘した、CDSと漁獲物サンプリングプ

ログラムとの間の体長頻度分布の違い、及び資源評価で使用される体長年

齢組成への影響 

• インドネシアにおける漁業科学及びモニタリング能力関連機関の再編の結

果として生じた漁獲物モニタリング計画に直接関連する耳石及び組織サン

プリングの中断、及び資源評価及び CTPの両方で使用される近縁遺伝子

データへの影響 

89. ESCは、資源評価及び TAC 勧告のための CTPの運用におけるインドネシア

によるこれらのモニタリングデータの重要性に鑑み、現行の不確実性を解

決するとともに、将来も漁獲モニタリング及び生物学的サンプリングプロ

グラムの実施を確保するよう引き続き努力することを強く奨励した。 

90. 資源又は漁業指標、MP入力データ、個体群動態、漁業又は漁業操業、及び

CTPのパフォーマンスに対する新 CPUEシリーズの取込みにかかる OMMP
の助言に関するレビューの結果を踏まえ、ESCは以下に合意した。 

• 2023年の TAC を修正する必要はない。 

• CTPは、2024－2026年の TAC 勧告のために使用することができる。 

• インドネシアの漁獲物と生物学的モニタリングプログラムの今後の運用を

統合し、CDSと漁獲物モニタリングプログラムの間の体長頻度分布に関す

る現行の不確実性の解決し、また近年における統計海区 1と海区 2との間

の船団の操業のシフトとそのことが資源評価に及ぼす潜在的影響にかかる

より詳細な評価に取り組む必要がある。 

 

 

 



 

11.2.  2024‐2026 年に関して管理方式が勧告する TAC  

91. 文書 CCSBT-ESC/2208/17 は、CTPへの主な入力データ（遺伝子標識放流、

日本のはえ縄 CPUE、CKMR POP及び HSPデータ）、合意されたデータに

基づく 2024‐2026年の TAC 計算、及び TAC の計算結果に対する CTPの各

構成要素の相対的な影響の内訳を詳述した。CTPの仕様書、入力データ、

CTPの実施に伴うメタルールについては ESC 25報告書別紙 2のとおりであ

る。 

92. CTPに対する主な入力データは、日本のはえ縄 CPUE指数、CKMR データ

（POP及び HSP）、遺伝子標識放流による推定値の三種類である。 

93. TAC を計算するために使用された数式は ESC 25報告書別紙 8のとおりであ

る

1
。次のクオータ期間向けの勧告 TAC の計算に使用した数式を単純かつ大

まかに示した場合、以下のとおりとなる。 

TAC(next) = TAC(current) * (1 + CPUE impact + CKMR impact) * GT impact 

ただし、現行 TACは 17,647トン、日本のはえ縄 CPUE指数（4年平均）

の影響度は 0.2、 CKMRトレンドの影響度は 0.01、遺伝子標識放流指数

（4年平均）の影響度は 1 （変化なし）とおく。 

94. これらを併せると、計算式に基づく次のクオータ期間の TAC は、現行 TAC
の 1.21倍となり得る。これは TAC の最大上昇幅である 3,000トンを上回

る。このため、2024‐2026年にかかる勧告 TAC は 20,647 トン（17,647 + 
3,000 トン）である。 

 

11.3. SBT の管理に関する助言の概要     

95. 現行の TAC 及び 2024‐2026年にかかる TAC 勧告に関する助言を行うため

に必要な解析を完了させるため、2022年 6月に OMMP会合（OMMP 12）
が開催された。同会合では、2020年に発生した技術的な問題を解決するべ

く CPUE作業部会が実施した新たな CPUE指数の開発作業に関するレビュ

ー、新 CPUE指数を用いて CTPのパフォーマンスを確認するための OM の

アップデート、CTPへの入力データである CPUE指数を置き換える必要性

から発動されたメタルールプロセスの結果が検討された。 

96. OMMP 12では、アップデートされた OM を用いて新たな CPUEを組み入れ

た CTPのパフォーマンス試験が行われ、次のクオータ期間の TAC の決定に

適切に利用できることものと判断された。OMMP 12が実施したメタルール

の評価では、CTPへの新 CPUEシリーズの組入れに伴う例外的状況は何ら

確認されなかった。 

97. 次の全面的な資源評価は 2023年まで実施されない予定であるが、OMMP 12
において実施された新データ及び新 CPUE指数による OM アップデートの

結果から現在の資源状況を推定することができる。この結果によれば、SBT

 
1 CCSBT管理方式の仕様書の第三部「MPで使用される個体群動態モデル及びハーベスト・コントロール・

ルール（HCR）の仕様」。 



 

資源は引き続き再建が続いていること、及び資源水準（中央値）は TRO0の

20 ％ 程度又はそれ以上である可能性が高いことを示唆した。 

98. ESCがその後に実施した解析（更新された指標の解析（議題項目 9）及び例

外的状況の可能性を特定するためのメタルールの定期レビュー（議題項目

11等）においても、CTPの運用及び 2023年 TAC に関する助言（2020年に

CTPにより計算された 2021‐2023年の TAC）のいずれにも例外的状況は確

認されなかった。 

99. ESCは、2023年における全世界の TAC を 17,647 トンに維持することを勧告

する。 

100. CTPを運用した結果、2024‐2026年の各年における全世界の TAC は 20,647
トンと勧告された。 

101. ESCは、2024‐2026年にかかる TAC 勧告に加えて、その次の TAC ブロッ

ク（2027‐2029年）についてあり得る TAC に関するに関しても大枠の指標

を提示した。 

102. 新 CPUEシリーズを組み入れた CTPのパフォーマンスを評価するために

OMMP 12が行った将来予測には 2027‐2029年の期間も含まれており、そ

の結果の概要は以下のとおりである。 

• TAC が 20,647トンを下回る確率は非常に低く、この水準で維持される、

又は 100‐399トンの増加となる確率は約 40 %である。 

• TAC が 400‐2,999トンの増加となる確率は約 40 %で、この範囲内での各

100トン単位の増加確率はほぼ同じである。 

• TAC の増加が最大の増加幅である 3,000トンとなる確率は約 20 % であ

る。 

103. これらの結果については、以下の二つの重要な理由から慎重に検討する必

要がある。 

i. 2023年に実施予定の次の全面的資源評価では、これらの確率がある程度変

化する。上記の将来予測の結果は、全面的な資源評価の際に行われるよう

な、再条件付けされた OM セットの全面的な評価に基づくものではない。  

ii.  遠い将来にかかる将来予測は、実際のデータではなく、ほぼ完全にモデル

による仮定に基づくものである。今後 3年間で利用可能となる新たな CTP
入力データ（CPUE、近縁遺伝子、遺伝子標識放流）が、2027‐2029年に

かかる TAC の計算結果を大きく左右することとなる。 

104. ESCは、全面的な資源評価の一環として、2023年に OM の全面的な再条件

付けを行う予定であることに留意した。これには、グリッドのレビュー、

現在含まれていない 2年分の CKMR データの追加、さらに CTPの将来予測

の入力データとしての新 CPUEデータ及び遺伝子標識放流データの使用が

含まれる。ESCは、全面的な再条件付けを施した OM 及び新たな入力デー

タを用いた CTPによる将来予測は、2027‐2029年ブロックにかかる TAC 勧

告についてより頑健な助言のベースを提供するものと思料した。 

 



 

議題項目 12. 科学調査計画（SRP）のアップデート 

12.1. 2023‐2027 年の科学調査計画（SRP） 

105. ESCは、SRP作業部会が休会期間中に策定した 2023‐2027年の科学調査計

画（SRP、別紙 8）を採択した。新たな計画は、以前の SRPの下での作業及

び成果に立脚したものである。2023‐2027年の SRPでは、5つの優先調査

カテゴリの下での調査課題を改訂した。これらの 5分野における調査をさ

らに進めることにより、主な不確実性の低減を通じて資源評価及び管理に

関する助言を改善するともに、可能な場合には、SBTの生物学的な理解を

深めるための基礎研究についても追求することとしている。5つの SRP調
査カテゴリは以下のとおりである。 

1. 漁獲の特徴 
2. 資源量指数 
3. 生物学的パラメータ 
4. MPの実施 
5. 資源評価（OM の開発） 

106. 5つの主要カテゴリごとに特定された優先調査課題は将来的な調査に関する

ものであり、資源評価及び CTPに使用されるデータを提供するために現在

採択されている「継続的な」調査プロジェクト（すなわち遺伝子標識放流

プログラム、CPUE解析、近縁遺伝子プログラム、耳石・組織サンプル及び

サイズデータの収集、及び曳縄調査）は含まれていない。ESCは、SRP調
査プロジェクトにかかる資金はこれまでと同様にメンバー及び ECから拠出

され得ることに留意した。 

 

12.2. SRP 調査提案 

107. ESCは、SRPの課題に対応する調査プロジェクト提案について提出及びラ

ンク付けを行うための新たなプロセスを採択した。SRP作業部会は、提案

の詳細を概説するテンプレート（別紙 9）及び提案をランク付けするための

クライテリアを策定した。クライテリアは以下のとおりである。  

• 関連性：資源評価、オペレーティング・モデル及び／又は管理方式の改善

の観点から、調査の必要性及び緊急性を明確に特定しているか。 

• 影響の度合い：実際又は潜在的な影響の度合い、及び／又は現行 5年間の

SRP期間に当該調査を実施しなかった場合のリスクについて、現実的に記

述しているか。 

• 実現可能性：5か年の SRP期間中に、CCSBTから提供される資金及び既

存又は他のリソースを合わせて、調査をどのように完遂するのかについて

明確に記述しているか。 

• 費用：プロジェクト費用について正確な見積り及びその根拠を提示してい

るか。 

108. ESCは、新たなテンプレートを用いた 10件の調査提案を受領した。全ての

プロジェクトが CCSBTによる資金拠出を求めているわけではないものの、



 

ESCが当該提案の関連性及び影響の度合いを承認することにより、代替的

なソースから資金を確保することに資する可能性がある。ESCメンバー

は、各調査の優先順位（高、中、低）に関するそれぞれの見解を提出し、

これを平均する形でプロジェクトの相対的なランク付けを行った。ランク

付けの段階では、一部のプロジェクトについては費用に関する情報が利用

可能となっていなかった。プロジェクト提案は別紙 5 のとおりである。ESC
は全てのプロジェクトを支持したものの、一部のプロジェクトについては

さらなる明確化が求められた（下記参照）。 

109. ESCは、現在提出されている調査提案の優先順位について、以下のとおり

勧告した（1＝最上位。一部、優先順位が同等である場合がある）。 

優先順位 提案プロジェクト名 
1 オペレーティング・モデルのコードの書換え及び改

善 
1 非協力非加盟国（NCNM）による未考慮死亡量

（UAM）の推定値の単純更新 
2 漁船団の空間的・時間的集中度の変化に対する SBT 

CPUE指数の頑健性の向上 
3 曳縄調査 
3 曳縄調査の高度化 
4 オーストラリア大湾におけるサテライト式ポップア

ップ標識放流 
5 未考慮死亡量（UAM）の推定手法の開発 
5 SBTの耳石年齢査定に関する第 2回ワークショップ 
6 0歳魚の分布調査 

 

110. ESCは、本プロセスを検討する中で、提案用テンプレートは有用であるも

のの限定的な情報しか提示できないこと、またより詳細なレビュー、検討

及び評価の基礎となるような詳細な背景情報を提供するための文書を ESC
に提出すべきであることを指摘した。SRP調査提案の議論は、科学調査の

優先順位や提案について徹底的に議論し、また休憩時間等を利用してプロ

ジェクトの設計、目的、成果物について非公式な質疑を行う時間及び機会

が得られやすい対面による ESC会合を通じて改善されるものと期待されて

いる。ESCは、バーチャル会合において詳細かつ包括的な議論を行うのは

非常に困難であることを指摘した。  

111. ESCは、毎年の ESCにおいて、調査活動にかかるより徹底した年次レビュ

ーと合わせて、新たな SRP提案を議論及び評価すべきであることに留意し

た。2023年の資源評価（及び将来的な MPレビュー）において、将来的な

調査提案の中で対応されるべき新たな調査課題として SRPに含まれるよう

な不確実性が新たに特定される可能性がある。 

112. UAM 関連作業の将来的な方向性が議論された。ESCは、2023年の資源評価

に向けて UAM 漁獲の推定値を単純な更新する必要があることに合意した。

潜在的な UAM 漁獲量の推定手法の改善と、そうした潜在漁獲量が実際に漁



 

獲されているかどうかを判断するためのオプションを検討することにかか

る相対的な優先度については、今次会合で結論に至ることはできなかっ

た。ESCは、本件の優先度についてさらに詳細な検討を重ねることは有益

と考えられることに留意し、来年の検討に向けてこれらの代替案に関する

文書を ESCに提出するよう奨励した。2024年にこの作業を開始することと

した調査提案は、現行 SRPに取り入れられた。 

 

議題項目 13. CCSBT パフォーマンス・レビュー勧告の検討 

113. ESCは、パフォーマンス・レビュー報告書のレビューを行った。また ESC
は、ERSWGが勧告のランク付けを行うために用いたアプローチ（ERSWG 
14 報告書）、及びこの手法により ERSWGにとって最も重要と考えられる

7つの勧告が特定及びハイライトされたことに留意した。  

114. メンバーからは、ESCに対してパフォーマンス・レビュー勧告に関する文

書は提出されなかった。しかしながら、事務局は、ESCに関係する可能性

のあるパフォーマンス・レビュー勧告を特定した文書を 7月中旬に回章し

た。同文書には ERSWGが使用したものと同じ表が含まれ、メンバーに対

しては、割り振るべき優先度、必要な行動のレベル、ESCが主導すべきか

どうかについてコメントするよう要請された。またメンバーは、各勧告に

ついてもコメントするよう求められた。 

115. 事務局は、ERSWGと同様のランク付けの基準を使いて勧告に順位付けを行

い、関連性及び優先度が最も高いと考えられる勧告をハイライトした。ESC
は、勧告の概要及び予備的なランク付け作業を行った事務局に感謝した。 

116. ESCは、本アプローチが有益であったと評価した一方で、個々の勧告に対

するメンバーの反応については、それらが ESCの権限に含まれる事項であ

るか、ESCにとってどの程度の優先度があるか、またどの新しい行動を優

先するかなどの点について大きな差があったことを指摘した。また、メン

バーは個々の勧告を数値的にランク付けすることについては総じて積極的

であったが、ランク付けの根拠を説明した文書を提出したメンバーは限定

的であった。 

117. さらなる議論の後、ESC会合前にメンバーが提示した意見を基に、個々の

勧告の優先度をランク付けする代替的な方式が合意され、事務局は相対的

な優先度を更新した表を作成した（別紙 10）。 

118. ESCは、優先順位付けのアプローチを改訂したことにより、最上位にラン

ク付けされた勧告の中にもいくらかの自然な優先順位があることが確認さ

れた一方で、メンバー間で程度の差はあったものの、メンバーとしてはよ

り高い優先度が与えられるべきと思料したその他の勧告もあったことに留

意した。重要なのは、考え得る活動／行動に関する会合前のメンバーから

のコメント提出が比較的低調であったことを踏まえれば、全会一致で優先

度が高いとされた勧告であっても、多数にわたる勧告リストに十分に対応

するにあたって今回用いられたプロセスが適切であったのかどうかが不安

視された点である。また、パフォーマンス・レビュー勧告は全て価値があ



 

るものであり、優先順位付けのための方式を用いたことが、ランク付けで

最下位になった勧告は無価値であったり全面的に対応する必要がないこと

を意味するものと解釈すべきでないことが指摘された。 

119. このような難しさがあったものの、メンバーにより優先度が高いと評価さ

れた勧告には以下のようないくつかの共通項が見られた。 

• 現在進行中の活動（例えば遺伝子標識放流、CKMR、耳石年齢査定）は、

パフォーマンス・レビュー勧告と同様に優先度が高いものとされた。 

• キャパシティ・ビルディングは優先度が高いものの、実際の行動を起こす

責任は一義的に EC及び各メンバーにあるものと認識された。キャパシテ

ィ・ビルディングを確保する責任は EC及びメンバーにあるが、ESCには

支援及び助言を行う態勢が整っている。 

• SBT漁業及びその他の漁業や ERSに対する気候変動の影響予測は優先度

が高いとされたが、ESC又はメンバーが共同プログラムにどのように関与

するかについては議論されなかった。 

120. ESCは、少なくとも当初のステップとして今回は ERSWGのアプローチに

従い、上位 6‐10件の勧告を ECに対して勧告するオプションを検討した。

しかしながら、上述の理由により、この方式では下位にランク付けされた

重要な勧告（例えば電子モニタリングの開発やまぐろ類 RFMO横断的な調

整）が将来の行動の検討対象から外されてしまうリスクがあると考えられ

ることに合意した。  

121. ESCは、優先分野と関連する行動を併せた総合的なランキングを作成する

ことは有益であると思料した。しかしながら、ESCに関係するものとされ

た勧告が多数にわたること、また ESCにおける相対的な優先度や関連性に

かかるメンバーの見解が多様であったことから、ESC 27会合において勧告

を個別に検討するのは現実的でないとされた。  

122. ESCは、ECから戦略・漁業管理作業部会（SFMWG）に対し、EC 30まで

にパフォーマンス・レビュー勧告に対応するための実施計画をとりまとめ

るよう要請していることに留意した。また、SFMWG会合が 2023年の EC 
30 以前に予定されており、その際に優先度の高い勧告及び行動のリストを

作成する機会があることにも留意した。ESCは、メンバーに対し、優先課

題及び行動の両方に関する包括的な見解を SFMWGに提出するよう奨励し

た。ESCでは、2023年の作業計画及び予算に関するさらなる活動は予定し

ていない。 

 

議題項目 14. SBT の食害 

123. 2021年の CC会合は、ESCに対し、はえ縄漁業における SBTの食害は資源

評価及び MPの観点から問題となるのかどうか、もし問題となるならばこ

れをどのように考慮すべきかについての助言を求めた（CC 16報告書パラグ

ラフ 74）。メンバーに対しては、食害を受けた SBTの推定尾数を自主的に

提供するよう要請された。使用可能なデータソースが限定的であったた



 

め、利用可能な情報から実際に推定値を提出したのはニュージーランド及

びオーストラリアのみであった。 

124. 利用可能な推定値から示唆された死亡量は比較的低水準であり、資源評価

又は MPに問題を引き起こす可能性は低いことが留意された。経時的に死

亡量の水準に変化があった場合にはその点を考慮する必要が生じる可能性

はあるものの、全体的な食害量の水準がその他の要因と比較して小さいの

であれば本件が問題となる可能性は低い。食害量の推定に関しては、実際

の死亡数よりも経時的なトレンドを確認することがより重要であることが

留意された。 

125. 食害量を推定するためには、各船団の操業活動を代表するのに十分な水準

のオブザーバーカバー率が必要である。ERSWGが提供できる可能性がある

捕食生物と SBTの生息域の重複度合に関する情報が、このような推定に資

する可能性があることが指摘された。 

126. ESCは、利用可能な情報に基づき、食害は優先度の高い課題ではないとの

結論に至った。資源評価の感度及び／又は MPによる TAC 助言は頑健性試

験を通じて評価することができ、利用可能な推定値から示唆された大凡の

規模を踏まえれば、今回のケースについても、MP試験及び直近の資源評価

で使用された現行の UAM シナリオにより既に網羅されていると考えられる

ことが留意された。 

 

議題項目 15. ESC と拡大委員会との間のコミュニケーションの改善 

127. 2021年において、ESCは、ESCと ECとの間のコミュニケーションを改善

するための広範な行動及び作成可能な素材について検討した（ESC 26報告

書パラグラフ 158）。2021年の ECは、2022年の ESC会合による検討に向

けて、メンバーがこれらの提案に対するフィードバックを事務局に提出す

ることに合意した。事務局は、この議題項目の下での検討に向けたメンバ

ーからのフィードバックを何ら受領していないことを述べた。 

128. ESCは、2021年に提案された事項のうち以下が実施されていることに留意

した。 

• CCSBTウェブサイトは、MPに関する専門的でない用語によるサマリーへ

のリンクを含める形でアップデート済である。 

• ESC議長は、2021年 ESC会合の結果について、専門的でない用語による

報告書を作成した。 

• 次の TAC 期間（2024－2026年）より以降の将来について考え得る TAC
（2027－2029年）が照合された。 

129. ESCは、様々な場面において、コミッショナーにさらなる文書を提供する

よりも対面で対話を行う方がより効果的である場合が多く、さらにこれに

伴う費用も小さくなることに合意した。ESCは、次回の会合において、EC
又はメンバーから寄せられたあらゆるフィードバックについて検討する予

定である。 



 

 

議題項目 16. 2023 年におけるデータ交換要件 

130. 本議題項目にかかる議論は、文書通信により ESCの開会前に開始された。 

131. 事務局は、2023年のデータ交換要件について提案した文書 CCSBT-
ESC/2208/08 (Rev.1) を提出した。これらの要件は 2022 年のデータ交換要件

をベースとしており、全項目を引き継いだ上で提出期限を更新している。

オペレーティング・モデル及び管理方式で使用される CPUEシリーズに関

して合意された変更に基づき、CPUEシリーズデータに関する要件について

いくつかの変更が行われた。 

132. ESCは、これまでオーストラリアから提供されていた GAM CPUEシリーズ

は今後は不要であることに合意した。 

133. ESCは、別紙 11 に示したデータ交換要件案を承認した。 

 

議題項目 17. 調査死亡枠 

134. 本議題項目にかかる議論は、文書通信により ESC会合の開会前に開始され

た。 

135. CSIROは、文書 CCSBT-ESC/2208/11のうち、2021－2022年の調査死亡枠

（RMA）の使用状況に関する報告及び 2023年に向けた RMA の要望に関す

る部分を総括した。26個体の SBTの死亡があった。2023年のフィールド調

査に向けて要望した RMA は 1.5トンであった（同文書で記載された 2トン

よりも削減して要望された）。これは通常とは異なる不測の事態に備えた

数量であり、枠としては過剰な数量となることが想定されている。 

136. オーストラリアは文書 CCSBT-ESC/2208/18を提出した。オーストラリア

は、オーストラリアみなみまぐろ漁業のうちまぐろ蓄養セクターにおいて

漁獲された重量を判断するためのステレオビデオ技術の使用試験に関する

プロジェクト向けとして、2023年における 3トンの調査死亡枠を要望し

た。同試験は、2023年 1月に開始される見込みである。COVID-19パンデミ

ックに関連する予期せぬ継続的なロジ上の問題のため、CCSBT 28において

合意された 3トンの調査死亡枠は利用されなかった。 

137. またオーストラリアは、夏季における GAB 内の局所的な回遊及び行動につ

いて精査するために 2022－23年にかけて少数のポップアップ衛星タグによ

る標識放流を実施した場合に備え、0.5トンの RMA を要望した。 

138. 日本は文書 CCSBT-ESC/2208/23を提出した。日本は、2021／2022年に関し

て承認された 0.5トンの RMA のうち 0.0453トンを使用したことを報告し

た。日本は、西オーストラリアにおける 0歳魚分布調査及び 1歳魚曳縄調

査を含む 2022／2023年の調査向けに 1.0トンの RMA を要望した。 



 

139. ESCは、上記のプロジェクトに関して要望された 6トンの RMA を支持し、

この数量は ECが RMA 向けに TAC から留保している全量であることに留意

した。 

 

議題項目 18. 2023 年及びそれ以降の作業計画、スケジュール及び研究予算 

18.1. 2023 年の調査活動案の概要、スケジュール及び見込まれる予算と、作

業計画及び予算に対する科学調査計画の影響 

140. 2023年から 2025年までの 3年間にかかる ESCの作業計画及び必要となる

リソースは別紙 12 のとおりである。この作業計画には、CCSBTによる資金

を必要とするプロジェクトのみを記載しており、通常の科学会合、継続的

かつ必要不可欠な SRPプロジェクト、及び今次会合において検討された新

たな SRPプロジェクトが含まれる。 

 

18.2. 次回会合の開催時期、期間及び構成 

141. ECは、CCSBT における 2023 年の主要会合の暫定的な日程に合意してい

る。次の ESC 会合について暫定的に合意されている日程では、2023 年 8月 
28 日から 9 月 23 日にかけて、済州島（韓国）で開催予定となっている。 

142. 作業計画に記載されたとおり、来年に実施する全面的な資源評価に向け

て、休会期間中における 5日間の OMMP会合を 2023年 6／7月にシアトル

（米国）で開催することが予定されている。同会合の具体的な開催日時に

ついては、通常どおり、2022年 10月の委員会年次会合の後に、事務局長が

メンバーの科学者及びパネルと相談しつつ調整する予定である。 

143. ESCは、オンラインによる ESC会合のために策定された事前協議プロセス

は非常に有益であったことに留意した。将来の対面会合においても、特に

国別報告書やこれに関する質疑応答については事前協議プロセスを継続す

べきことが合意された。また、対面式の科学会合においては会議時間中の

科学的文書のプレゼンテーションを再開することが合意された。 

 

議題項目 19. その他の事項 

144. ニュージーランドは、電子モニタリングを含める形で科学オブザーバー計

画規範（SOPS）をアップデートすることを提案した文書 CCSBT-
ESC/2208/26を提出した。ニュージーランドは、SBT漁業におけるモニタリ

ング要件を履行するための電子モニタリングシステム（EMS）の利用に関

して、本提案を起草した。本提案を起草するにあたり、ニュージーランド

は、漁業のモニタリングに EMSがもたらす価値について、要すれば 100 % 
まで漁獲の映像をレビューできる可能性と合わせて指摘した。EMSは、生

態学的関連種の混獲や混獲緩和装置の使用状況のモニタリングに相当の価

値を付加するものである。また EMSは、小型漁船や COMVID-19パンデミ

ックの状況下といった、以前にはモニタリングが難しかった状況をもカバ



 

ーすることができる。本提案は、EMSの利用を容認する暫定的な措置と解

するべきであるが、ニュージーランドは、将来的には CCSBT漁業における

EMSの利用に関してより調整された詳細な基準を策定するための追加的な

作業が必要になるであろうことを十分に見据えているとした。 

145. ニュージーランドは、改定 CCSBT科学オブザーバー計画規範案の別添 1第

6セクションに記載された、メンバーはオブザーバーを派遣する又はレビュ

ーを行う ESMによる画像記録を選択する際に情報が代表性を有するように

サンプリングするよう確保する責任を有しているという事実への注意を喚

起した。ニュージーランドは、EM では生物学的サンプリングは実施できな

いものの、漁業に由来する体長及び重量データを提供する CDSによって当

該要件はある程度カバーされるものと考えると述べた。さらにニュージー

ランドは、EMSによる漁業活動のモニタリングはオブザーバーが現実的に

提供し得る情報量をはるかに凌駕しており、科学オブザーバーによるサン

プリングにかかる潜在的なコストを上回る利益が得られるものと考えると

した。 

146. EMSを SOPSに取り入れるのであれば、メンバーは（1）人によるオブザー

バーのみを使用すること、（2）EMSのみを使用すること、又は（3）人に

よるオブザーバーと EMSを組み合わせて使用することが許可されるべきで

あるとする全体的な合意があった。 

147. ESCは、EMSで得られたデータを人によるオブザーバーから得られたデー

タと比較して使用することに関する問題点について検討した。EMSを利用

することの利点として、メンバーは以下を指摘した。 

• EMSを用いて漁業者から報告される漁獲及び混獲データの品質は、大

幅に改善される。 

• EMSは、モニタリングのカバー率を柔軟に運用することで船団の

100 ％ をカバーすることができ、また遡及的にモニタリングすること

ができる。 

• 一部のメンバーは人によるオブザーバーを船団に配乗することに苦労

したのに対し、EMSのカバー率は COVID-19パンデミックに左右され

なかった。 

EMSデータに関する懸念点として、メンバーは以下を指摘した。 

• 生物学的サンプルといった特定の情報は、特に遠洋漁業船団にとって

はデータ取得がさらに困難になる。 

• 一部のメンバーは、EMSに関する経験又は知見に乏しい。 

• EMSデータの種類及び品質は、人によるオブザーバーデータとどの程

度比較可能であるのかに関する報告が行われていない。 

148. さらに、会合は以下に留意した。 

• EMSを利用しているメンバーは、EMSデータを 10 % のオブザーバー

カバー率目標に計上するため、人によるオブザーバーデータの代替物

として EMSデータを使用することを承認する必要があった。 



 

• EMSの利用に関する適合した詳細な措置を策定するためにはさらなる

作業が必要とされた。 

• EMSデータのカバー率の計算方法については明確化されていない。 

149. ESCは、ニュージーランドが提出した SOPS改正案にいくつかの微修正を

施した上で、ECに対し、別紙 13 の SOPS改正案を採択するよう勧告した。 

150. メンバーは、ESCに対し、ESC年次報告書テンプレートの第 7セクション

及び別添 1の関連部分において、メンバーの EMSに関連する活動を報告す

べきことに合意した。報告されるべき情報には以下が含まれる。 

• 特に CCSBT科学オブザーバー計画規範の文脈において、どのように

EMSが導入されているのか。 

• オブザーバーカバー率はどのように計算されているのか。 

• 以前は人によるオブザーバーによって収集されてきた情報のうち、収

集されなくなった情報はどれか。 

• EMSでは収集することができない情報は何か。 
 

151. さらにメンバーは、報告すべき技術的課題があった場合には ESCに対して

追加的な文書を提出できることに合意した。 

152. 会合は、EMSに関する新情報及び利用されているプロトコルについて検討

するため、将来の ESC会合において EMSに特化した議題を追加するよう勧

告した。 

 

議題項目 20. 会合報告書の採択 

153. 報告書が採択された。 

 

議題項目 21. 閉会 

154. ESCは、CCSBT事務局の事務局長としての職務を通じて長年にわたり ESC
に多大なる貢献を行ったロバート・ケネディ氏に対する深甚なる感謝を表

明した。 

155. 会合は、2022年 9月 5日午後 12時 22分（ニュージーランド時間）に閉会

した。 
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議題 
第 27回科学委員会に付属する拡大科学委員会 

2022年 8月 29日－9月 6日 
オンライン 

 

1. 開会  

1.1. 参加者の紹介  

1.2. 会議運営上の説明  
 
2. ラポルツアーの任命  
 
3. 議題及び文書リストの採択 
 
4. SBT漁業のレビュー  

4.1. 国別報告書の発表  

4.2. 事務局による漁獲量のレビュー  
 
5. 生態学的関連種作業部会からの報告 
 
6. 第 12回オペレーティング・モデル及び管理方式に関する技術会合からの
報告 

 
7. 科学調査計画及びその他休会期間中の科学活動の結果のレビュー 

7.1. 科学活動の結果   

7.2. CPUE解析に関する進捗状況 

7.3. UAM情報のアップデート 
 
8. オペレーティング・モデル及び管理方式の開発 

8.1. OMMPコードのメンテナンス及び開発  
 
9. 漁業指標の評価  
 
10. SBTの資源状況  
 
11. 管理方式の運用及び SBTの管理に関する助言 

11.1. メタルール及び例外的状況の評価  

11.2. 2024－2026年に関して管理方式が勧告する TAC 

11.3. SBTの管理に関する助言の概要  
 
12. 科学調査計画（SRP）のアップデート 
 



13. CCSBTパフォーマンス・レビュー勧告の検討 
 
14. SBTの食害 
 
15.  ESCと拡大委員会との間のコミュニケーションの改善 
 
16. 2023年におけるデータ交換要件  
 
17. 調査死亡枠  
 
18. 2023年（及びそれ以降）の作業計画、スケジュール及び研究予算 

18.1. 2023年の調査活動案の概要、スケジュール及び見込まれる予算と、
作業計画及び予算に対する科学調査計画の影響 

18.2. 次回会合の開催時期、期間及び構成 
 
19. その他の事項  
 
20. 会合報告書の採択  
 
21. 閉会 
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文書リスト 

第 27回科学委員会会合に付属する拡大科学委員会 
 

(CCSBT-ESC/2208/) 

1. Provisional Agenda  

2. List of Participants 

3. List of Documents 

4. (Secretariat) Secretariat review of catches (ESC agenda item 4.2) 

5. (Secretariat) Report from the Fourteenth Meeting of the Ecologically Related 

Species Working Group (ESC agenda item 5) 

6. (Secretariat) ESC Recommendations from the Performance Review of the 

CCSBT (ESC agenda item 13) 

7. (CCSBT) 2021 CCSBT Performance Review (ESC agenda item 13) 

8. (Secretariat) Data Exchange (Rev.1) (ESC agenda item 16) 

9. (CCSBT) Update on the SBT close-kin tissue sampling, processing and kin-

finding 2022 (ESC Agenda item 7.1)  

10. (Australia, Taiwan and Korea) New maturity ogive estimates for southern bluefin 

tuna (ESC Agenda item 7.1) 

11. (CCSBT) Report of the SBT gene tagging program 2022 (ESC Agenda item 7.1, 

17) 

12. (Australia) Preparation of Australia’s southern bluefin tuna catch and effort data 

submission for 2021 (ESC Agenda item 4.1) 

13. (Australia) An update on Australian otolith collection activities and direct ageing 

activities for the Australian surface fishery 2022 (ESC Agenda item 7.1) 

14. (Australia) Methods for evaluating electronic tagging designs for southern bluefin 

tuna through spatial simulation (ESC Agenda item 7.1) 

15. (Australia) Fisheries indicators for the southern bluefin tuna stock 2021–22 (ESC 

Agenda item 9) 

16. (Australia) Consideration of exceptional circumstances - SBT 2022 (ESC Agenda 

item 11.1) 

17. (Australia) Running the Cape Town Procedure for 2022 (ESC Agenda item 11.2) 

18. (Australia) Research mortality allowance: Proposed allowance for 2022 and 2023 

and 2021 usage report (ESC Agenda item 17) 

19. (Japan) Report of the piston-line trolling monitoring survey for the age-1 southern 

bluefin tuna recruitment index in 2022 (ESC Agenda item 7.1) 

20. (Japan) Trolling indices for age-1 southern bluefin tuna: update of the grid type 

trolling index in 2022 (ESC Agenda item 7.1) 



 

21. (Japan) Summary of fisheries indicators of southern bluefin tuna stock in 2022 

(ESC Agenda item 9) 

22. (Japan) A check of operating model predictions from the viewpoint of 

implementation of the management procedure in 2022 (ESC Agenda item 11.1) 

23. (Japan) Report of the 2021/2022 RMA utilization and application for the 

2022/2023 RMA (ESC Agenda item 17) 

24. (Korea) Korean SBT otolith collection activities in 2021 (ESC Agenda item 7.1) 

25. (Korea) Data exploration and CPUE standardization for the Korean southern 

bluefin tuna longline fishery (1996-2021) (ESC Agenda item 7.2) 

26. (New Zealand) Proposal to update CCSBT Scientific Observer Program 

Standards to incorporate electronic monitoring (ESC Agenda item 19) 

27. (Taiwan) Preparation of Taiwan’s Southern bluefin tuna catch and effort data 

submission for 2021 (ESC Agenda item 4.1) 

28. (Taiwan) Updated gonadal characters information and analysis of southern 

bluefin tuna collected by Taiwanese scientific observer program (ESC Agenda 

item 7.1) 

29. (Taiwan) CPUE standardization analysis for southern bluefin tuna caught by 

Taiwanese longline fishery from 2002 to 2021 (ESC Agenda item 7.2) 

30. (Taiwan) Direct ageing of the SBT caught by Taiwanese longliners in 2018-2020 

(ESC Agenda item 7.1) 

 

(CCSBT- ESC/2208/BGD) 

1. (Japan) Change in operation pattern of Japanese southern bluefin tuna longliners 

in the 2021 fishing season (Previously CCSBT-OMMP/2206/06) (ESC Agenda 

item 7.2) 

2. (Japan) Update work of the core vessel data and CPUE for southern bluefin tuna 

in 2022 (Previously CCSBT-OMMP/2206/06) (ESC Agenda item 7.2) 

3. (Japan) Development of the new CPUE abundance index using GAM for 

southern bluefin tuna in CCSBT (Previously CCSBT-OMMP/2206/08) (ESC 

Agenda item 7.2) 

4. (New Zealand and CCSBT) Estimates of unreported longline effort by CCSBT 

non-cooperating non-member states between 2007 and 2020 (Previously CCSBT-

OMMP/2206/10) (ESC Agenda item 7.3) 

5. (CCSBT) Validating CPUE model improvements for the primary index of 

Southern Bluefin Tuna abundance (Previously CCSBT-OMMP/2206/04) (ESC 

Agenda item 7.2) 



 

(CCSBT-ESC/2208/SBT Fisheries -) 

Australia Australia’s 2020–21 southern bluefin tuna fishing season (Rev.1) 

Indonesia Indonesia Southern Bluefin Tuna Fisheries: A National Report Year 

2021 

Japan Review of Japanese Southern Bluefin Tuna Fisheries in 2021 

Korea  2022 Annual National Report of Korean SBT Fishery 

New Zealand New Zealand Annual Report to the Extended Scientific Committee 

Taiwan Review of Taiwan SBT Fishery of 2020/2021(Rev.1) 

 

(CCSBT-ESC/2208/Info) 

1. (Indonesia) Preliminary Analysis on Catch of Southern Bluefin Tuna (Thunnus 

maccoyyi) by Fishing Area from Indonesian Tuna Longline Fleet (ESC Agenda 

item 4.1) 

 

(CCSBT-ESC/2208/Rep) 

1. Report of the Twelfth Operating Model and Management Procedure Technical 

Meeting (June 2022) 

2. Report of the Fourteenth Meeting of the Ecologically Related Species Working 

Group (March 2022) 

3. Report of the Twenty Eighth Annual Meeting of the Commission (October 2021) 

4. Report of the Sixteenth Meeting of the Compliance Committee (October 2021) 

5. Report of the Twenty Sixth Meeting of the Scientific Committee (August 2021) 

6. Report of the Twenty Seventh Annual Meeting of the Commission (October 

2020) 

7. Report of the Twenty Fifth Meeting of the Scientific Committee (August - 

September 2020) 

8. Report of the Eleventh Operating Model and Management Procedure Technical 

Meeting (June 2020) 

9. Report of the Twenty Sixth Annual Meeting of the Commission (October 2019) 

10. Report of the Twenty Fourth Meeting of the Scientific Committee (September 

2019) 

11. Report of the Tenth Operating Model and Management Procedure Technical 

Meeting (June 2019) 



Attachment 4

暦年 商
業

遊
漁

商
業

遊
漁

1952 264              565           0          0           0              0       0             0        0         0           
1953 509              3,890       0          0           0              0       0             0        0         0           
1954 424              2,447       0          0           0              0       0             0        0         0           
1955 322              1,964       0          0           0              0       0             0        0         0           
1956 964              9,603       0          0           0              0       0             0        0         0           
1957 1,264           22,908     0          0           0              0       0             0        0         0           
1958 2,322           12,462     0          0           0              0       0             0        0         0           
1959 2,486           61,892     0          0           0              0       0             0        0         0           
1960 3,545           75,826     0          0           0              0       0             0        0         0           
1961 3,678           77,927     0          0           0              0       0             145    0         0           
1962 4,636           40,397     0          0           0              0       0             724    0         0           
1963 6,199           59,724     0          0           0              0       0             398    0         0           
1964 6,832           42,838     0          0           0              0       0             197    0         0           
1965 6,876           40,689     0          0           0              0       0             2        0         0           
1966 8,008           39,644     0          0           0              0       0             4        0         0           
1967 6,357           59,281     0          0           0              0       0             5        0         0           
1968 8,737           49,657     0          0           0              0       0             0        0         0           
1969 8,679           49,769     0          0           80            0       0             0        0         0           
1970 7,097           40,929     0          0           130          0       0             0        0         0           
1971 6,969           38,149     0          0           30            0       0             0        0         0           
1972 12,397         39,458     0          0           70            0       0             0        0         0           
1973 9,890           31,225     0          0           90            0       0             0        0         0           
1974 12,672         34,005     0          0           100          0       0             0        0         0           
1975 8,833           24,134     0          0           15            0       0             0        0         0           
1976 8,383           34,099     0          0           15            0       12           0        0         0           
1977 12,569         29,600     0          0           5              0       4             0        0         0           
1978 12,190         23,632     0          0           80            0       6             0        0         0           
1979 10,783         27,828     0          0           53            0       5             0        0         4           
1980 11,195         33,653     130      0           64            0       5             0        0         7           
1981 16,843         27,981     173      0           92            0       1             0        0         14         
1982 21,501         20,789     305      0           182          0       2             0        0         9           
1983 17,695         24,881     132      0           161          0       5             0        0         7           
1984 13,411         23,328     93        0           244          0       11           0        0         3           
1985 12,589         20,396     94        0           241          0       3             0        0         2           
1986 12,531         15,182     82        0           514          0       7             0        0         3           
1987 10,821         13,964     59        0           710          0       14           0        0         7           
1988 10,591         11,422     94        0           856          0       180         0        0         2           
1989 6,118           9,222       437      0           1,395      0       568         0        0         103       
1990 4,586           7,056       529      0           1,177      0       517         0        0         4           
1991 4,489           6,477       164      246       1,460      0       759         0        0         97         
1992 5,248           6,121       279      41         1,222      0       1,232     0        0         73         
1993 5,373           6,318       217      92         958          0       1,370     0        0         15         
1994 4,700           6,063       277      137       1,020      0       904         0        0         54         
1995 4,508           5,867       436      365       1,431      0       829         0        0         201       296    
1996 5,128           6,392       139      1,320    1,467      0       1,614     0        0         295       290    
1997 5,316           5,588       334      1,424    872          0       2,210     0        0         333       
1998 4,897           7,500       337      1,796    1,446      5       1,324     1        0         471       
1999 5,552           7,554       461      1,462    1,513      80    2,504     1        0         403       
2000 5,257           6,000       380      1,135    1,448      17    1,203     4        0         31         
2001 4,853           6,674       358      845       1,580      43    1,632     1        0         41         4        
2002 4,711           6,192       450      746       1,137      82    1,701     18      0         203       17      
2003 5,827           5,770       390      254       1,128      68    565         15      3         40         17      
2004 5,062           5,846       393      131       1,298      80    633         19      23       2           17      
2005 5,244           7,855       264      38         941          53    1,726     29      0         0           5        

そ
の
他
の
国

調
査
及
び
そ
の
他

空欄は漁獲量が未知であることを指す（多くはゼロであることが想定される）。

全世界旗別報告漁獲量

オーストラリア

日
本

ニュージーランド

韓
国

漁
業
主
体
台
湾

フ
ィ
リ
ピ
ン

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

南
ア
フ
リ
カ

欧
州
連
合

2006年の委員会特別会合に提出されたみなみまぐろのデータのレビューでは、過去10年から20年にわたって漁獲量が相当程度過少に報
告されてきた可能性があることが示唆された。ここで提示されているデータには、かかる未報告漁獲量に関する推定値は含まれていな

い。

影付きの数字は予備的な数字又は最終化されていない数字のいずれかであり、変更される可能性がある。



暦年 商
業

遊
漁

商
業

遊
漁

そ
の
他
の
国

調
査
及
び
そ
の
他

オーストラリア

日
本

ニュージーランド

韓
国

漁
業
主
体
台
湾

フ
ィ
リ
ピ
ン

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

南
ア
フ
リ
カ

欧
州
連
合

2006 5,635           4,207       238      150       846          50    598         15      3         0           5        
2007 4,813           2,840       379      4 521       841          46    1,077     58      18       0           3        
2008 5,033           2,952       319      0 1,134    913          45    926         44      14       4           10      
2009 5,108           2,659       419      0 1,117    921          47    641         40      2         0           0        
2010 4,200           2,223       501      0 867       1,208      43    636         54      11       0           0        
2011 4,200           2,518       547      0 705       533          45    842         64      3         0           1        
2012 4,503           2,528       776      0 922       494          46    910         110    4         0           0        
2013 4,902           2,694       756      1 918       1,004      46    1,383     67      0         0           0        
2014 4,559           3,371       826      0 1,044    944          45    1,063     56      0         0           1        
2015 5,824           4,745       922      1 1,051    1,162      0       593         63      0         0           0        
2016 5,962           4,721       951      1 1,121    1,023      0       601         64      0         0           2        
2017 5,221           4,567       913      21 1,080    1,171      0       835         136    0         0           2        
2018 6,401           5,945       1,008   12 1,268    1,218      0       1,087     207    0         0           2        
2019 6,185           270 5,851       959      2 1,238    1,229      0       1,206     160    0         0           0        
2020 4,757           270 5,929       853      50 1,231    1,116      0       1,298     162    0         0           0        
2021 5,459           270 6,452       788      57 1,241    1,274      0       1,123     160    0         0           0        

調査及びその他：CCSBTの調査及び1995/96年における投棄といったその他の原因によるSBTの死亡量。

欧州連合：2006年以降の推定値はCCSBTに対するEUの年次報告書に基づくもの。それ以前の漁獲量はスペイン及びIOTCから報告され
たもの。

その他の国：2003年以前は日本の輸入統計（JIS）に基づくもの。2004年以降は、より信頼性の高いJISの数値及びCCSBTのTISがこのカ
テゴリの旗国からの利用可能な情報とともに利用されている。



 

別紙 5 

2023－2027年 CCSBT科学調査計画に対する提案 

 

Proposal #1. オペレーティング・モデルの再コーディング及び改善 

A (開始年): 2023 

B (期間): 3 years 

C (一般的カテゴリ): OM 

D (サブカテゴリ): Asses 

E (プロジェクト名): オペレーティング・モデルの仕様及びソフトウェア
のアップグレード 

F (課題): 現行のオペレーティング・モデル（OM）の仕様、コード及びソ
フトウェアは、(i) SBTモデルの基礎となる個体群動態と統計的仮定の連
絡、(ii) OMグリッド内の不確実性への対処、及び (iii) 資源評価及び将来
的な MP仮説における代替仮説の修正及び導入に関する困難性を呈してい
る。 

G (目的): (1) OMコードとマッチするように OM文書を更新及び修正する
こと、(2) Stan又は Template Model Builder（TMB）のいずれかを用いて新
たな OM実装版を開発すること、(3) 推定効率を改善するとともに、将来
的に必要に応じて複雑性や機能を追加／削除する柔軟性を確保するために

OMMP作業部会が決定する OMへのコード修正を行うこと、及び (4) 新た
な実装モデルから得られた推定値と現行の ADMB バージョンによる推定
値との比較による検証テストを完了すること。 

H (根拠): 近代的なソフトウェアにアップグレードすることにより、SBT
オペレーティング・モデル及び資源評価モデルの柔軟性、有用性及び全て

の CCSBTの参加者よる理解を改善する。モデル構造及び統計的手順の改
善により、過去・現在及び未来の SBT資源状況、これに伴う不確実性、
及び MPのパフォーマンスにかかるより良い表現及び理解につながる可能
性がある。 

I (影響の度合い): High 

J (影響が及ぶ時期): Med 

K (優先度): ESC会合において決定 

L (ランク付け): ESC会合において決定 

** (資金源): CCSBT 

 

 

 



 

予算: 

リソース    

2023 2024 2025    

25d Consultant 20d Consultant 20d Consultant    

2d MP Coordinator 2d MP Coordinator 2d MP 
Coordinator 

   

- 1d extra at ESC meeting 
(VEH, Cat, 3P, 1C, 1Ch, 
Sec) 

- 
   

1d extra at Seattle OMMP 
meeting 
(Cat, 3P, 1C, 1Ch) 

- -    

 
 

3d dedicated inf. OMMP 
meeting 
(Tokyo: FreeV, Cat, 3P,1C, 
1Ch) 

5d dedicated OMMP 
meeting 
(Seattle: FreeV, Cat, 3P, 
1C, 1Ch) 

-   

 

 

2*2hr online meetings 
(3P,1C, 1Ch, Sec) 

2*2hr online meetings 
(3P,1C, 1Ch, Sec) 

2*2hr online 
meetings 
(3P,1C, 1Ch, Sec) 

  

 
 

   
  

$130,000 $155,000 $30,000   

  

略号:Sec＝事務局スタッフ、Ch＝独立 ESC議長、P＝独立諮問パネル、C
＝コンサルタント、Cat＝ケータリングのみ、VEH＝会場及び会議機器借
料等、FreeV＝無料の会場及び一部の会議機器 

 

作業計画: 

2023年 

• 旧コード及び文書のクリーニング 

• ウェバー博士による新コードと旧コードをマッチングさせる作業 

• 1－2回の短時間（1－2時間）の非公式オンライン会合 

• 開催予定の対面式 OMMP会合に会議日を 1日追加し、進捗状況を検
討 

• 新コードへの移行に関する 3日間の対面会合を 11月に開催し、以下
を実施 

(i) 旧コード及び新コードを用いて得られた条件付けの結果の比較 

(ii) 構造の提示及びフィードバックの受領 



 

(iii) 予測コードに関する検討（中間的なステップとして、新コード
で得られた出力を用いて旧予測コードを走らせることも考えら

れる） 

(iv) 2024年に向けた作業（コードの修正）の優先順位付け 

(v) トレーニング及びチュートリアルの提供 

 

2024年 

• OMへの変更（条件付け及び予測）を検討・実施・評価するとともに
トレーニング・チュートリアルを提供するための 5日間の対面式
OMMP会合を 6月に開催 

• 進捗状況について検討するため、ESC会合の会議日を 1日追加 

 

Proposal #2. NCNMの UAM推定値の単純更新 

A (開始年): 2022-23 

B (期間): 毎年とすることも考えられるが、MP又は資源評価（特に後者）
の際に更新することが最重要 

C (一般的カテゴリ): Both 

D (サブカテゴリ): Catch (unreported catch) 

E (プロジェクト名): NCNMの UAM推定値の更新 

F (課題): UAM推定値の更新は、2023年に実施予定の資源評価において必
要である。 

G (目的): 更新された UAM 推定値を提供する 

H (根拠): UAM推定値は、MP及び資源評価の両方において必要不可欠で
ある。 

I (影響の度合い): High 

J (影響が及ぶ時期): Short 

K (優先度): High 

L (ランク付け): ESC会合に置いて決定 

** (資金源): CCSBT Secretariat 

 

予算: 

2023 オプション 1 2023 オプション 2  

20 d Consultant 25-30 d Consultant  

2019年 GLM解析の単純更新
（作業時点での改善を含む）。

ただし、ランダムフォレスト解

析は除く。 

新たな CPUEに沿った GAM解析
に加えて、継続性の観点から

GLM推定値を単純更新（ただし
微調整が必要）。また、ターゲッ

ト CPUEの定義を改善するため、

 



 

種組成に関する集計漁獲データの

クラスター化する探索的解析を実

施。時間が許せば、その他の細か

な改良を検討 
追加的な会議時間は不要 暫定的な結果について検討するた

め、半日のバーチャル会合を要す

る可能性 

 
 
 

 

 

Proposal #3. 漁船団の空間的・時間的集中度の変化に対する SBT CPUE指数
の頑健性の改善 

A (開始年): 2022 

B (期間):  One  

C (一般的カテゴリ): both the operating model (OM and stock assessment), and 
the Cape Town Procedure (CTP) 

D (サブカテゴリ): Indices and Assess  

E (プロジェクト名): 漁船団の空間的・時間的集中度の変化に対する SBT 
CPUE指数の頑健性の改善 

F (課題): 直近の CPUEに関する調査では、SBT指数に関連する船団の空間
的・時間的集中度の増加が示唆されている。したがって、CPUE標準化モ
デルにおける実際と仮定上の空間的・時間的カバー範囲の間の違いは、将

来において CPUE指数の頑健性及び信頼性に影響を及ぼす可能性がある。 

G (目的):  指数の標準化手法について、現在利用な手法を改善（又は少な
くとも現状を維持）するとともに、現在利用可能なものと同様の空間的範

囲において利用可能なデータ及び資源の動向に関する情報の一貫性を確保

する。 

a. 複数の船団からのデータを含む GAM ベースの指数に基づき、当初
は集計データ、その後は操業データを用いて、漁獲努力量の集中度

の増加による効果を緩和する方法を開発する。 

b. シミュレーションにより、漁獲努力量の集中度の増加がどのように
GAMベース指数に影響する可能性があるのかに関する理解を改善
する。 

c. 韓国、台湾及びニュージーランドはえ縄 CPUEデータの取込みにつ
いて評価する。 

H (根拠): 頑健な CPUEは OM、資源評価及び CTPにおいて必要不可欠で
あり、例外的状況の発動の回避にも資するものである。しかしながら、

SBTの CPUE指数に寄与する漁船団の実際上及び仮定上の空間的・時間的
範囲の違いが認識されたのは最近のことであり、その影響については理解

が進んでいない。 



 

I (影響の度合い): High 

J (影響が及ぶ時期): Short (within 1 year) extending to 2-4 years depending 

 

予算:  

リソース    

2023 2024 2025    

20d Consultant 10-30d Consultant 20d Consultant    

2d CPUE Coordinator 2d CPUE Coordinator 2d MP 
Coordinator 

   

- In-country and/or online 
meetings to develop 5 
national operational 
datasets 

- 

   

 
 

-    

 
 

  -   

 
 

1*2hr online meetings 
(3P,1C, 1Ch, Sec) 

2*2hr online meetings 
(3P,1C, 1Ch, Sec) 

2*2hr online 
meetings 
(3P,1C, 1Ch, Sec) 

  

 
 

   
  

$30,000 $20,000-$40,000 $30,000   

  

略号:Sec＝事務局スタッフ、Ch＝独立 ESC議長、P＝独立諮問パネル、C
＝コンサルタント、Cat＝ケータリングのみ、VEH＝会場及び会議機器借
料等、FreeV＝無料の会場及び一部の会議機器 

 

作業計画: 

2023年 

コンサルタントが漁獲努力量の集中度の潜在的効果及び複数の船団から得

られたデータを統合することのメリットについてついて評価する。 

o 各船団（オーストラリア、日本、韓国、ニュージーランド及び台
湾船団を含む）ごとに経時的なカバー率及び漁獲率のマップを作

成し、日本のカバー率と統合データセットとを比較する。 

o セレクティビティが漁獲努力量を統合できる程度に同様であるの
かどうかを判断するため、関連するサイズデータをレビューす

る。 



 

o 複数船団から得られた集計データを用いて CPUEの GAMモデル
に当てはめ、得られたトレンドを日本のデータのみを使用した場

合の指数のトレンドと比較する。 

o DHARMa及び mgcVizモデル診断をレビューする。  

o 漁獲努力量について現行レベル及びより高いレベルを代表するシ
ナリオの下に、統合データセットのメリットを探究するため、当

てはめたモデルによるシミュレーションを行う。 

o 得られた結果を CPUE作業部会に提示する。CPUE作業部会は、
操業データを用いた合同解析を進めるかどうかについて決定す

る。 

o CPUE作業部会及び ESCに対する報告書を作成する。 

• 短時間（1－2時間）の非公式オンライン会合を 1回又は 2回開催す
る。 

• 予定されている対面式 OMMP会合において、本件の進捗について検
討するための時間を追加する可能性がある。 

 

2024年 

コンサルタントは以下を行う。 

• 操業はえ縄データシミュレーターを開発し、漁獲努力量の集中シナリ
オ及び指数に対するこれらの効果を探究するためにこれを使用する

（20日）。時間が許せばその他の問題（例えばターゲティング）もカ
バーする可能性がある。 

• 合同解析に向けたデータを作成するため、オーストラリア、日本、韓
国、ニュージーランド及び台湾の科学者とリモートで作業を行う。 

 

2025年 

その後のステップに関する決定によっては、以下を行う。 

o 合同解析用のデータを作成するための共同対面会合  

o 最初の合同解析を実施するとともに、コードの使用に関するメン
バーへのトレーニングを実施する。 

(20 日間) 

また、OM及び MPにおける CPUE指数の変更に様々なステップが伴うこ
とから、2023年の作業においてこのプロセスが有益であると示されたかど
うかを検討する必要がある。 

 

 

 

 



 

Proposal #4. 曳縄調査 

A (開始年): 加入量モニタリングとして 1989年より継続。現行の調査設計
による調査は 2006年から開始。 

B (Duration): 5 years (every year) 

C (一般的カテゴリ): Both 

D (サブカテゴリ): Indices 

E (プロジェクト名): 曳縄調査 

F (課題): 加入量のレベルは予測不可能かつ大幅に変動する可能性があり、
資源評価に対して大きな影響を及ぼす可能性がある。加入量のレベルにつ

いては可能な限り速やかに把握することが望ましい。 

G (目的): 1歳魚の加入量指数を直ちに提供する。 

H (根拠): 加入量指数は資源評価において重要である。本調査から得られ
た加入量指数は、MP開発の際の頑健性試験でも使用された。また本指数
は、資源評価及び MPのメタルール・プロセスでも使用されてきたもので
ある。 

I (影響の度合い): High. 

J (影響が及ぶ時期): Short (ongoing) 

K (優先度): ESC会合において決定 

L (ランク付け): ESC会合において決定 

** (資金源): 日本政府が資金を拠出する。 

 

Proposal #5. 曳縄調査の改善 

A (開始年): Ongoing. 

B (期間): 5 years 

C (一般的カテゴリ): Both 

D (サブカテゴリ): Indices 

E (プロジェクト名): 曳縄調査指数の改善 

F (課題): 曳縄指数の標準化は十分に実施されていない。 

G (目的): より正確かつ頑健な 1歳魚加入量指数を提供するため、引縄指数
の標準化手法を改善する。 

H (根拠): 加入量指数は資源評価において重要である。本調査から得られ
た加入量指数は、MP開発の際の頑健性試験でも使用された。また本指数
は、資源評価及び MPのメタルール・プロセスでも使用されてきたもので
ある。 



 

I (影響の度合い): High. 

J (影響が及ぶ時期): Short (ongoing) 

K (優先度): ESC会合において決定 

L (ランク付け): ESC会合において決定 

** (資金源): 日本政府が資金を拠出する。 

 

Proposal #6. オーストラリア大湾におけるポップアップ式衛星タグ標識放流 

A (開始年): 2022 

B (期間): 2 years 

C (一般的カテゴリ): OM 

D (サブカテゴリ): Biology 

E (プロジェクト名): オーストラリア大湾におけるポップアップ式衛星タグ
標識放流  

F (課題):オーストラリア表層漁業に操業海域における SBTの生息域及び移
動に関するデータは 20年前のものである。この間、表層漁業はその操業
海域を移すことを迫られてきており、また特に GABで遭遇する SBTのサ
イズ組成に変化が見られる。さらに、GAB及び南東海域では海況に変化
が見られている。 

G (目的): タグは、水深／水温の嗜好及び短期的（最大 2年）な移動に関す
る情報を提供し、直近の移動パターンに関する洞察や 1990年代から 2000
年代後半に得られた過去のアーカイバルタグデータとの比較を可能とする

ものである。 

H (根拠): 本プロジェクトは、生息域に関する理解、及び場合によっては
オーストラリア漁業向けの漁場予測を改善するものであり、また SBT若
齢魚の移動パターンにおける可塑性の理解に寄与するものである。このた

め、オーストラリア東南海域において SBT若齢魚（2－4歳）に対する 20
－50個（資金次第）のポップアップ式衛星タグの装着を促進するため、
0.5トンの調査死亡枠（RMA）を要望する。 

I (影響の度合い): High 

J (影響の及ぶ時期): Med 

K (優先度):  ESC会合において決定 

L (ランク付け): ESC会合において決定 

** (資金源): 本調査に対する CCSBTからの資金の拠出は要望しない。 

 

 



 

Proposal #7. UAMの推定手法の開発 

A (開始年): 2023 

B (期間): Two years 

C (一般的カテゴリ): Both 

D (サブカテゴリ): Catch (unreported catch) 

E (プロジェクト名): UAMの推定手法の開発  

F (課題): 現行の UAM 推定値は間接的なものであり、推定手法による影響
を受けやすいものである。入力データ及び仮定の複雑性のため、これらの

手法の改善を実現できるかどうかは不確実である（例えば ESC 25報告書
パラグラフ 179、181、182）。 

G (目的): 非協力的非加盟国による未考慮（漁獲）死亡量（UAM）を推定
するための手法の調査及びさらなる開発を行うため、知見を有するメンバ

ー国の専門家及び請負業者による支援を受けた休会期間中の作業部会を招

集する。 

H (根拠): UAMの推定値には不確実性があるものの、MPと資源評価の両
方において必要不可欠である。 

I (影響の度合い): High 

J (影響が及ぶ時期): Short 

K (優先度): High 

L (ランク付け): ESC会合において決定 

** (資金源): CCSBT Secretariat 

 

予算: 
2023-24   

30 – 40 d Consultant(s)   

UAM のアップデートは実施するのではなく、適度な規模の専門家グ
ループ（遵守の専門家、データの専門家、SBT漁業の専門家等）か
らのインプットを得て、データ及びデータソースについて徹底的な

調査を実施する。 

  

2 – 3 workshops need over a 2 year period; 1 or 2 could be virtual but at 
least one in-person meeting is desirable. 
2年間で 2－3回のワークショップが必要。1回又は 2回はバーチャル
会合として開催し得るが、少なくとも 1回は対面会合とすることが
望ましい。 

  

 

 

 

 



 

Proposal #8. みなみまぐろの耳石ベースの年齢査定に関する第二回ワークシ
ョップ 

A (開始年): 2023 

B (期間): 1 year 

C (一般的カテゴリ): Operating model 

D (サブカテゴリ): Biology 

E (プロジェクト名): みなみまぐろの耳石ベースの年齢査定に関する第二回
ワークショップ 

F (課題): 年齢データの品質管理は、資源評価及び資源管理において必要と
される品質の高い年齢推定値を生成するよう確保する上で極めて重要であ

る。メンバーのラボ間で、輪紋カウント数を推定年齢に変換するための手

法を標準化することが重要である。最後の年齢確認ワークショップが開催

されたのは 2002である。 

G (目的): 年齢推定プロトコル及び品質管理手続き（精度及びドリフトの
確認）を改善する。小数の年齢推定方法を改善する。耳石の間隔の判読法

を含む年齢決定マニュアルを改訂する。SBT年齢査定にこれまで関与した
ことのないメンバーの担当者に対するキャパシティ・ビルディングのため

のトレーニングを提供する。 

H (根拠): 本プロジェクトは、SBTの資源評価及び管理助言における年齢
ベースのパラメータを改善するものである。 

I (影響の度合い): High 

J (影響のタイミング): Medium 

K (優先度): ESC会合において決定 

L (ランク付け): ESC会合において決定 

** (資金源): CCSBT Secretariat AU$37,000.  

• 専門家の招待にかかる費用: 例えば Kyne Krusic-Golub (Fish Ageing 
Services Pty Ltd, Australia) 

• Farleyら（2021年、CCSBT-ESC/2108/11）に基づく小数年齢推定に
資するよう、日齢査定済の 100個の耳石を用意 

• 通訳 

• メンバーはそれぞれの旅費を負担する。 

 

 

 

 

 



 

Proposal #9. 0歳魚分布調査 

A (開始年): 継続。最初の調査は 2019年に実施 

B (期間): 5年間（毎年） 

C (一般的カテゴリ): Both 

D (サブカテゴリ): Biology 

E (プロジェクト名): 0歳魚分布調査 

F (課題): 産卵場で孵化した魚が、0歳魚（三ヶ月）の段階で、いつ、どこ
で、どのようにオーストラリア北西沿岸に移動するのかは解明されていな

い。 

G (目的): 0歳魚 SBTの分布に関する情報を得る。 

H (根拠): 0歳魚の分布に関する理解に基づき、0歳魚加入量指数を開発し
得る。このことは、資源評価及び管理に影響を及ぼす SBTの生態学的な
問題（例えば回遊ルートはオーストラリア南西沖で東と西に分岐するとい

う仮説）の精査に資するものである。 

I (影響の度合い): Med 

J (影響が及ぶ時期): Med 

K (優先度): ESC会合において決定 

L (ランク付け): ESC会合において決定 

** (資金源): 日本政府が予算に寄与する。 

 

 

 

 

 



別紙 6 

SBT 資源に関する全指標の直近のトレンドの概要 
 

指標 期間 最小 最大 2018 2019 2020 2021 2022 12ヶ
月トレ

ンド 

主年齢 注記 

曳縄指数（ピストンライン） 

 

1996–2003 
2005–06 
2006–14 

2016–22 

0.00 (2018, 
2019) 

5.09 (2011) 0.00 0.00 1.72 – 0.887 – 1 

 

曳縄指数（グリッドタイプ） 1996–2003 
2005–14 
2016–22 

0.26 
(2002) 

1.77 
(2008, 2011) 

0.655 0.375 0.779 0.416 0.551 ↑ 1 
 

遺伝子標識放流 2016–19 1.14 (2018) 2.27 (2016) 1.14 1.52 – –  – 2  

NZ 国内船ノミナル CPUE 2003–2021 0.355 (2006) 2.99 (2016) 2.25 1.21 1.94 2.45  ↑ All  

NZ 国内船年齢/体長組成 1980–2021 0.001 (1985) 0.48 (2017) 0.33 0.27 0.24 0.25  ↑ 2-5 周辺海域 

(0-5歳の SBTの比率) * 1993–19 156 (2016) 188 (1994) 161.9 161.1 – –  – 産卵親魚  

インドネシアの平均体長級群** 
1994–19 

11.8 
(2016) 

21.2 (1995) 13.4 13.2 – –  – 
産卵親魚  

インドネシアの年齢組成：** 
1994–19 

21.3 
(2016) 

25.3 (2004) 23.1 22.4 – –  – 
高齢産卵親

魚 
 

産卵場の平均年齢、SBT全体 

1994–19 11.5 (2017) 

21.5 (1994–
95; 
1996–97; 
1998–99) 

12.5 12.5 – –  -- 

産卵親魚  

 

 

 



指標 期間 最小 最大 2018 2019 2020 2021 12ヶ月ト

レンド 
主年齢 注記 

日本のノミナル CPUE、 4歳+ 1969–2021 0.34 (2006) 2.73 (1969) 1.24 1.21 1.13 1.17 ↑ 4+  

日本の標準化 CPUE 

(OM/MP向け新 GAM シリーズ) 
1969–2021 

0.38  
(2006)  

2.43  
(1969)  

1.82 2.11 1.52 1.49 ↓ 4+ 
 

韓国のノミナル CPUE 1991–2020 1.312 (2004) 21.523 (1991) 7.406 8.702 7.487 7.879 ↑ 4+  混獲効果に依存 

韓国の標準化 CPUE         海区 8 
（選択データ）             海区 9 

1996-2020 
1996-2020 

0.36 (2002) 
0.17 (2005) 

3.20 (2016) 
2.56 (2019) 

– 
2.04 

– 
2.46 

2.24 
1.80 

2.51 
1.82 

↑ 
↑ 

4+ 
 

韓国の標準化 CPUE         海区 8 
（クラスター化）            海区 9 

1996-2020 
1996-2020 

0.42 (2002) 
0.18 (2005) 

3.63 (2020) 
2.63 (2020) 

– 
2.03 

– 
2.46 

2.64 
1.82 

2.85 
1.85 

↑ 
↑ 

4+ 
 

台湾のノミナル CPUE、海区 8+9 1981–2020 <0.001 (1985) 0.956 (1995) 0.217 0.204 0.283 0.388 ↑ 2+ 混獲効果に依存 

台湾のノミナル CPUE、海区 2+14+15 1981–2020 <0.001 (1985) 3.672 (2007) 1.686 1.638 1.324 2.325 ↑ 2+ 混獲効果に依存 

台湾の標準化 CPUE       （東部海域） 

               （西部海域） 
2002-2021 
2002-2021 

0.089(2004) 
0.185(2016) 

0.947 (2021) 
1.303 (2002) 

0.830 
0.221 

0.750 
0.192 

0.843 
0.369 

0.947 
0.673 

↑ 
↑ 

2+ 
開発中 

混獲効果に依存 

日本の年齢組成、0–2歳* 1969–2021 0.004 (1966) 0.192 (1998) 0.006 0.009 0.004 0.007 ↑  2 放流/投棄が影響 

日本の年齢組成、3歳* 1969–2021 0.011 (2015) 0.228 (2007) 0.047 0.082 0.080 0.111 ↑ 3 放流/投棄が影響 

日本の年齢組成、4歳* 1969–2021 0.091 (1967) 0.300 (2010) 0.145 0.160 0.087 0.149 ↑ 4  

日本の年齢組成、5歳* 1969–2021 0.072 (1986) 0.300 (2010) 0.123 0.196 0.089 0.092 ↑ 5  

台湾の年齢/体長組成、0–2歳* 1981–2021 <0.001 (1982) 0.251 (2001) 0.009 0.015 0.002 0.004 ↑ ほぼ 2  

台湾の年齢/体長組成、3歳* 1981–2021 0.024 (1996) 0.349 (2001) 0.063 0.108 0.059 0.101 ↑ 3  

台湾の年齢/体長組成、4歳* 1981–2021 0.027 (1996) 0.502 (1999) 0.234 0.168 0.169 0.317 ↑ 4  

台湾の年齢/体長組成、5歳* 1981–2021 0.075 (1997) 
0.428 (2018, 
2021) 

0.428 0.338 0.325 0.428 ↑ 
5  

豪州表層漁業 年齢組成の中央値 1964–2021 
age 1  
(1979–80) 

age 3  

(複数年) 
age 3 age 2 age 2 age 2 

 
– 
 

1-4 
 

 

 



指標 期間 最小 最大 2018 2019 2020 2021 12ヶ月ト

レンド 
主年齢 注記 

標準化 Jpn LL CPUE (3歳)^           w0.5 

                                                                   w0.8 
1969–2021 

0.23 (2003) 
0.26 (2003) 

3.32 (1972) 
3.04 (1972) 

0.56  
0.75 

0.71  
0.88 

1.16  
1.52 

1.38  
1.77 

↑ 3 
放流/投棄が

影響 

標準化 Jpn LL CPUE (4歳)^           w0.5 

                                                                   w0.8 
1969–2021 

0.27 (2006) 
0.29 (2006) 

2.95 (1974) 
2.59 (1974) 

1.13  
1.52 

1.06  
1.30 

0.85  
1.06 

1.29  
1.61 

↑ 4 
 

標準化 Jpn LL CPUE (5歳)^           w0.5 

                                                                    w0.8 
1969–2021 

0.23 (2006) 
0.25 (2006) 

2.71 (1972) 
2.42 (1972) 

0.89  
1.17 

1.31  
1.63 

0.86  
1.06 

0.88  
1.08 

↑ 5 
 

標準化 Jpn LL CPUE (6&7歳)^      w0.5 

                                                                    w0.8 
1969–2021 

0.18 (2007) 
0.20 (2007) 

2.47 (1976) 
2.18 (1976) 

1.04  
1.32 

0.97  
1.21 

1.35  
1.72 

1.13  
1.42 

↓ 6-7 
 

標準化 Jpn LL CPUE (8－11歳)^   w0.5 

                                                                    w0.8 
1969–2021 

0.27 (2007) 
0.29 (1992) 

3.81 (1969) 
3.31 (1969) 

0.87  
1.13 

0.83  
1.07 

1.41  
1.82 

1.13  
1.47 

↓ 8-11 
 

標準化 Jpn LL CPUE (12歳+)^    w0.5 

                                                                    w0.8 
1969–2021 

0.45 (2017) 
0.59 (1997) 

3.44 (1970) 
2.92 (1970) 

0.56  
0.75 

0.47  
0.61 

1.02  
1.29 

0.87  
1.13 

↓ 12+ 
 

           

* サイズ組成から生成したデータ；** 2012-13年以降のインドネシアの漁獲物は産卵場由来のものとは限らない；na = 利用不可 

^ 標準化 Jpn LL CPUE指標は、いずれも全漁船データを用いた西田及び辻による標準化モデル (CCSBT/SC/9807/13) に基づくものである。w0.5及び w0.8は

指標の計算式における重み付けを指し、w*VS + (1-w)*CS (VS及び CSは、それぞれヴァリアブル・スクエア仮説及びコンスタント・スクエア仮説を示す)で

ある。 

近縁遺伝子標識再捕指数は、利用可能となっている指数の対応年が本表で網羅した年とマッチしないため、表中には提示されていないことに注意。同指標

に関する情報については議題項目 8の記載を参照。 

 



別紙 7 

 

みなみまぐろの生物学、資源状況、管理に関する報告書：2022年 

 

CCSBT 拡大科学委員会（ESC）は、資源状況に関する最新情報を提供するた

め、2020年に資源評価のアップデートを行うとともに漁業指標のレビューを

行った。次回の資源評価は 2023年に実施予定である。この報告書では、2022

年の ESCによる直近の情報に基づく助言を踏まえ、漁業に関する説明及び資

源状況に関する最新情報を提示する。 

 

1. 生物学 

みなみまぐろ（Thunnus maccoyii）は南半球の主として南緯 30°から南緯

50°の海域に分布するが、東太平洋での出現は稀である。知られている唯一

の産卵場はインド洋のインドネシア・ジャワ島南東水域である。ジャワ島南

方沖の暖水域で 9月から翌年 4月にかけて産卵が行われ、若齢 SBTはさらに

南方のオーストラリア西岸沖に回遊する。これらの若齢魚は、夏期 （12月か

ら翌年 4月まで）にはオーストラリア南部沿岸域の表層近くに群れを形成す

るが、冬期は温帯域の深場で過ごす傾向がある。再捕された通常標識及び記

録型標識の結果から、若い SBTはオーストラリア南部からインド洋中央付近

の間を季節的に回遊していることが示唆されている。5歳以上の SBTが沿岸

表層域に出現することは稀で、その分布域は太平洋、インド洋及び大西洋の

南極周海域へと拡大する。 

SBTは、体長 2 m以上、体重 200 kg以上に達する。耳石による直接年齢査定

の結果から、体長 160 cm以上の個体の多くは 25歳以上であることが示唆さ

れており、耳石から得られている最高年齢は 42歳である。回収された標識及

び耳石の解析結果から、資源量が減少していた期間にあたる 1980年代以降の

SBTの成長率は、1960年代の成長率よりも増加していたことが示唆されてい

る。SBTの成熟年齢及びサイズについては一部不確実な部分もあるが、入手

可能なデータによれば SBTは 8歳（尾叉長 155 cm）まで成熟せず、成熟年齢

が 15歳である可能性も示されている。SBTは年齢ごとに特異的な自然死亡率

を呈し、Mは若齢魚で高く、高齢になると低下するが、老齢に近づくにつれ

て再び上昇する。 

SBTは、知られている産卵場が一つのみであること、及び異なる海域の個体

間で形態学上の差異がないことから、資源管理上は単一系群を構成している

ものと解されている。 

 

2. 漁業の説明 

2021年末までに報告された SBT漁獲量は図 1～3のとおりである。2006年の

SBTデータレビューでは、過去 10～20年において大幅な SBT漁獲量の過小

報告及び表層漁業のバイアスがあった可能性が示唆されており、現時点にお



 

いてもこの期間における実際の SBT総漁獲量のレベルに大きな不確実性が存

在していることに留意されたい。SBT資源は 50年以上にわたって利用されて

おり、漁獲量のピークは 1961年の 81,750トンであった（図 1～3）。1952年

～2021年の期間において、報告漁獲量の 77 % がはえ縄、23 % が表層漁業

（主にまき網及び竿釣り）で漁獲された（図 1）。表層漁業による報告漁獲

量は、1982年にピークを迎えて 50 % に達したが、1992年及び 1993年には

11-12 % に減少し、1996年以降は再び増加して平均で 34 % となっている 

（図 1）。日本のはえ縄漁業 （広範な年齢の魚を漁獲対象とする）の漁獲量

は 1961年に 77,927トンを記録してピークに達し、オーストラリアの表層漁

業による若齢魚の漁獲量は 1982年がピークで 21,501トンであった（図 3）。

ニュージーランド、漁業主体台湾、インドネシアもまた、1970年代ないし

1980年代からみなみまぐろを利用してきており、韓国も 1991年から漁獲を

開始した。 

SBTは、平均すると 78.3 % がインド洋、16.8 % が太平洋、4.9 % が大西洋で

漁獲されている（図 2）。大西洋における報告漁獲量は、1968年以来 18トン

から 8,200トンまでと幅が大きく（図 2）、平均すると過去 20年間で年間

1,348トンになる。このような漁獲量の変動は、はえ縄の漁獲努力量が大西洋

とインド洋の間でシフトしていることを反映している。大西洋での操業は主

に南アフリカの南端沖で行われる（図 4）。1968年以降報告されているイン

ド洋の漁獲量は、45,000トンから 10,000トン未満に減少しており平均すると

17,985トンになるが、同期間に報告されている太平洋の漁獲量は 800トンか

ら 19,000トンで、平均で 4,980トンとなる1。 

 

3. 資源状況の概要 

CCSBTでは、2017年以降、資源の再生産力を SSBではなく総再生産出力

（TRO）として評価している。2020年の資源評価では、SBTの TROが初期

資源量の 20 % という水準にあり、最大持続生産量を維持できる水準を下回っ

ていることが示された。また、2020年の資源評価では、2009年には初期

TROの 10 % という低水準にあった資源が増加してきていることが示され

た。 

次回の資源評価は 2023年に実施予定である。しかしながら、2022年におい

ては、オペレーティング・モデルの再条件付及び採択されている管理方式を

用いた将来予測を通して、資源状況に関する追加的な示唆が得られた。これ

は全面的な資源評価ではないが、最新のデータ及び直近の漁獲量を考慮した

資源状況の暫定的な更新情報を得るのに有益である。暫定的な資源量の推定

値は 2020年資源評価で得られた推定値と一貫しており、このことは、SBT資

源は引き続き再建が進んでいること、及び 2021年の SBTの TROは初期資源

量の 22 % であり最大持続生産量を実現する水準を依然として下回っているこ

とを示唆している。 

2022年の漁業指標のレビューの結果は、全体的に 2020年のレビューからほ

 
1 注：2006 年の SBT データレビューは、過去 10 年から 20 年にかけて漁獲量が大幅に過小報

告されてきた可能性を示した。 



 

とんど変化がなかった。1歳魚加入量は近年いくらか減少した可能性がある

が、依然として過去の加入量水準の平均は上回っていることが示唆された。

年齢ベースのはえ縄 CPUEの推定値では、多くの船団横断的に一貫したポジ

ティブなトレンドが見られる。直近の近縁遺伝子標識再捕データから得られ

た親子ペアの検出率は、親魚資源量の増加トレンドと一貫している。 

 

4. 現在の管理措置 

総漁獲可能量（TAC） 

みなみまぐろ資源の管理にかかる第一義的な保存措置は総漁獲可能量

（TAC）である。 

2011年の第 18回年次会合において、CCSBTは、SBTの全世界 TACの設定の

指針として管理方式（MP ）を使用することにより、暫定的な資源の再建目

標である初期産卵親魚資源量の 20 % に相当する SBTの産卵親魚資源量の達

成を確保していくことに合意した。CCSBTは、2020年までの TACを同MP

の結果に基づいて設定してきた。2019年の第 26回委員会年次会合におい

て、CCSBTは、2035年までに 50 % の確率で資源を初期 TROの 30 % 水準ま

で再建するようチューニングされた新たな MPに合意した。2020年には、

ESCは新たなMPに基づく 2021－2023年の TAC勧告に関する助言を行っ

た。CCSBTは、ESCによる助言に基づき、2021－2023年の TACを設定し

た。 

2011年に最初のMPを採択した際、CCSBTは、産卵親魚資源の短期的な再建

確率を高め、かつ産業界がより安定的な TACを得る（すなわち、将来におけ

る TAC減少の確率を下げる）ための予防的措置を講じる必要性を強調した。

採択されたMPの下では、TACは 3年に一度設定された。2014年の TACは

12,449トン、2015－2017年の TACは 14,647トンであり、2018－2020年の

TACは各年 17,647トンであった。2020年の ESCは、2019年に採択された新

たなMPに基づき、2021－2023年の TACを 17,647トンのまま変更しないこ

とを勧告した。 

2016年から 2021年までにおける CCSBTのメンバー及び協力的非加盟国への

国別配分量の概要は以下のとおりである。さらに、メンバーにはある程度の

柔軟性が与えられており、クオータ年の間で未漁獲分の限定的な繰越しが可

能となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

現在のメンバーの国別配分量（トン） 

    2016-2017 2018-2020 2021－2022 

  日本 4,737 6,1171 6,197.43 

  オーストラリア 5,665 6,165 6,238.43 

  大韓民国 1,140 1,240.5 1,256.8    

  漁業主体台湾 1,140 1,240.5 1,256.8 

  ニュージーランド 1,000 1,088 1,102.5 

  インドネシア 750 1,0231    1,122.83    

 欧州連合 10 11 11   

 南アフリカ 150 4502 455.33 

 

現在の協力的非加盟国の国別配分量（トン） 

  2016-20174 2018-2022 

フィリピン 45 0 

 

監視、管理及び取締り 

CCSBTは、CCSBTの戦略計画をサポートするとともに、CCSBT、メンバー

及び協力的非加盟国の遵守状況を向上させ、将来的に CCSBTの保存管理措置

の完全実施を達成していくための枠組みを提供する遵守計画を採択してい

る。また、遵守計画は、優先順位の高い遵守リスクに対応するための 3年間

の行動計画を含んでいる。行動計画は毎年レビューされ、確認又はアップデ

ートが行われる。このため、行動計画は、継続的に重点項目が変更されてい

く「生きた」文書となっている。 

また CCSBTは、以下の 3つの遵守政策ガイドラインを採択している。 

● CCSBTの義務を遂行するための最低履行要件 

● 是正措置政策 

● MCS情報の収集及び共有 

 
2
 これらの数量には、2018年から 2020年までのクオータブロックにおいて日本からインドネシアに対し

て自主的に移譲された 21 トン、及び日本から南アフリカに対して自主的に移譲された 27 トンが反映さ

れている。 
3
 これらの数量には、(1) 2021 年から 2023 年までのクオータブロックにおいて日本からインドネシアに

対して自主的に移譲された 21トン、及び日本から南アフリカに対して自主的に移譲された 27トン、(2) 

2021 年から 2023 年までのクオータブロックにおいてオーストラリアからインドネシアに対して自主的

に移譲された 7トン、及び (3) 2021年におけるインドネシアへの一時的な特別枠 80トンが反映されてい

る。 
4
 2017年 10月に資格停止となった。 



 

さらに CCSBTは、メンバーが負っている CCSBTの義務に対してその管理シ

ステムがどの程度うまく機能しているかにかかるメンバー自身による確認に

資するとともに、改善が必要な分野に関する勧告を提示するための独立レビ

ューを提供する品質保証レビュー（QAR）プログラムを導入している。QAR

は以下を意図したものである。 

● レビューを受けたメンバーが、同国のモニタリング及び報告システム

にかかる完全性及び頑健性に関する信頼を高めることを通じてメリッ

トを得ること 

● 個々のメンバーの履行報告の品質について、全メンバー間での信頼を

醸成すること 

● 責任ある地域漁業管理機関としての CCSBTの信頼性及び国際的な名声

をさらに立証すること 

CCSBTによって設立されている各 MCS措置は以下のとおりである。 

 

漁獲証明制度 

CCSBT漁獲証明制度（CDS）は、2010年 1月 1日から施行され、2000年 6月

1日から運用されていた統計証明書計画（貿易情報スキーム）に代わるもの

となった。この CDSでは、漁獲から国内又は輸出市場での最初の販売時点ま

での合法的な SBT製品の流通の追跡及び確認を規定している。CDSの一環と

して、SBTの全ての転載、国産品の水揚げ、輸入及び輸出・再輸出には適切

な CCSBT CDSの文書が添付されなければならず、それらの文書は漁獲モニ

タリング様式及び場合によっては再輸出/国産品水揚げ後の輸出様式が含まれ

る。同様に、SBTの蓄養場への移送又は蓄養場間の移送については、蓄養活

け込み様式又は蓄養移送様式のどちらかを適宜作成することになる。さら

に、転載、国産品としての水揚げ、輸出、輸入又は再輸出される丸の状態の

SBTには固有の番号が与えられた標識を装着しなければならず、また、全て

の SBTの標識番号は（その他の詳細とともに）漁獲標識様式に記録される。

電子データベースの作成、分析、不調和の確認、調整及び報告のため、発行

及び受領した全ての文書の写しが四半期ごとに CCSBT事務局に提出される。 

 

SBT転載のモニタリング 

CCSBT転載モニタリング計画は 2009年 4月 1日に発効した。2015年 1月 1

日からは、港内転載のモニタリングに関する要件を含める形に改正された。 

冷凍能力を有するまぐろはえ縄漁船（以下「LSTLV」という）からの洋上転

載に対しては、特に、LSTLVから洋上で SBTの転載物を受けとる運搬船がそ

のための許可を得ていること、転載中は運搬船に CCSBTオブザーバーが乗船

することを義務付けている。CCSBTの転載計画は、同様の措置の重複を避け

るため、ICCAT及び IOTCとの調和及び協力の下に実施されている。SBTを

受けとることが許可された転載船に ICCAT又は IOTCのオブザーバーが乗船

している場合、CCSBTの規範に合致していることを条件として、これらの転



 

載オブザーバーは CCSBTオブザーバーと見なされる。 

港内転載は、指定された外国の港において許可運搬船（コンテナ船は除く）

によって実施されなければならず、特に、寄港国の当局への事前通知、旗国

への通知、及び CCSBT転載申告書を寄港国、旗国及び CCSBT事務局に対し

て送付することが義務付けられている。 

 

寄港国措置 

CCSBTは、2015年 10月に、港内検査の最低基準を定めた CCSBT制度に関

する決議を採択した。同決議は 2017年 1月 1日に発効した。このスキームは

運搬船（コンテナ船は除く）を含む外国漁船に対して適用されるものであ

る。このスキームの下、外国漁船に対して自国の港への入港を許可すること

を希望するメンバーは、特に以下を行わなければならない。 

● 通知を受領するための連絡先の指定 

● 外国漁船が入港を要請することができる港の指定 

● 全ての指定港において検査を実施するための十分な能力の確保 

● 陸揚げないし転載のために自国の港を使用しようとしている外国漁船

に対し、遅くとも 72時間前までに定められた最低限の情報を事前通報

するよう求めること 

● 毎年、指定港において外国漁船によって実施される陸揚げのうち、少

なくとも 5 % について検査を実施すること 

 

許可船舶及び許可蓄養場記録 

CCSBTは以下の記録を設立している。 

● 許可 SBT船舶 

● 許可 SBT運搬船 

● 許可 SBT蓄養場 

CCSBTのメンバー及び協力的非加盟国は、これらの記録に掲載されていない

漁船、畜養場、又は運搬船によって漁獲又は転載された SBTの水揚げ又は貿

易などを認めないこととされている。 

 

SBTに関する違法、無報告、無規制漁業活動への関与が推測される船舶のリ

スト 

CCSBTは、みなみまぐろに関する違法、無報告、無規制漁業活動への関与が

推測される船舶のリストの設立に関する決議を採択している。 

毎年の年次会合において、CCSBTは、条約及び実施中の CCSBT措置の有効

性を減殺するような SBTに関する漁業活動に関与した船舶を特定することと

されている。 



 

船舶管理システム 

CCSBTの船舶管理システム（VMS）は、2008年 10月 17日の第 15回委員会

年次会合の直後に発効した。CCSBTのメンバー及び協力的非加盟国は、SBT

を漁獲する船舶に、SBT漁業が行われるそれぞれの条約水域に応じて IOTC、

WCPFC、CCAMLR又は ICCATの VMSの要件に適合する、衛星にリンクし

た VMSを採用及び導入しなければならない。これらの水域外で操業する場合

には、IOTCの VMSの要件に従わなければならない。 

 

5. 科学的助言 

 

ESCは、2019年に採択され 2020年に実行された新たな MPに基づき、また

2020年、2021年及び 2022年の ESC会合における例外的状況のレビュー結果

から、2021－2023年の TACを変更する必要はないことを勧告した。ESC

は、2021－2023年の各年の TACを 17,647トンとすることを勧告した。 

2022年の ESC会合において、ESCは 2023－2026年の期間の勧告 TACを計算

するため、採択されている MPを運用した。勧告 TACは 20,647トンであり、

採択されているMPの下に許容される最大幅である 3,000トンの増加となる。 

 

6. 生物学的状況及びトレンド 

2020年の資源評価では、SBTの TROは初期水準の 20 % となっており、引き

続き管理目標の水準及び最大持続生産量を維持できる水準を下回っているこ

とが示された。しかしながら、2020年の資源評価で推定されたとおり、2009

年における初期 TROの 10 % という低水準以降は増加傾向となっている。 

次回の資源評価は 2023年に実施予定である。2022年に利用可能となった暫

定的な資源状況の更新情報では、資源は引き続き緩やかな増加傾向にあり、

2021年における SBTの TROは初期水準の 22 % であることが示唆されてい

る。以下に示したサマリーは前回の全面的資源評価に依拠したものであり、

2023年に実施する全面的資源評価の後に更新されることに留意されたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

利用率:  中程度 (FMSY を下回る) 

利用状況: 過剰利用 

豊度水準: 低水準 

 

2020年 ESCによるみなみまぐろ資源の概要 

（全世界の資源) 

最大維持生産量       33,207トン (31,471-34,564トン) 

報告漁獲量 (2020)    16,441トン 

現在（2020年）の資源量（B10+）   204,596t (184,272-231,681) 

初期 TROに対する現況  

TRO      0.20 (0.16 – 0.24) 

B10+      0.17 (0.14 – 0.21) 

TROmsyに対する TRO(2020)        0.69 (0.49 – 1.03) 

Fmsyに対する漁獲死亡率(2019)            0.52 (0.37 – 0.73) 

現在の管理措置 メンバー及び CNMの有効漁獲

上限は、2021-2023年の各年あた

り 17,647トン 

  

 



  
図 1: 1952年から 2021年までの漁具別みなみまぐろ報告漁獲量。 

注：2006 年の SBT蓄養及び市場データのレビューから、過去 10年から 20年の漁獲量が大幅に

過小報告であった可能性が示唆された。 

 

 

 

 

 
図 2: 1952年から 2021年までの海洋別みなみまぐろ報告漁獲量。 

注：2006年の SBT蓄養及び市場データのレビューから、過去 10年から 20年の漁獲量が大幅に

過小報告であった可能性が示唆された。 
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図 3: 1952年から 2021年までの旗国別みなみまぐろ報告漁獲量。 

注：2006年の SBT蓄養及び市場データのレビューから、過去 10年から 20年の漁獲量が大幅に

過小報告であった可能性が示唆された。 
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CCSBTメンバー及び協力的非加盟国による平均年間報告みなみまぐろ漁獲量（トン）の

地理的分布。1971－1980年、1981－1990年、1991－2000年、2001－2010年、2011－2020年及

び2021年のそれぞれの期間ごとに5度区画で表示した。星印は産卵場における大きな漁獲があ

った区画を示す。年間の平均漁獲量が0.25トン未満であった区画は除外されている。注：こ

の図は過去の漁獲量の不調和の影響を受けている可能性がある。

2011-2020

2021



 

 
図 5：1952年から 2019年までの「Fmsy (2-15 歳魚）に対する漁獲死亡」対「TROmsy

に対す る総再生産出力（TRO）」の中央値の経時的軌線。漁獲死亡率は、資源量で

重み付けをした 数値、相対的漁獲物組成、及び各年における平均 SBT重量に基づく

ものである。縦線及び横線 は、 オペレーティング・モデルのグリットから得られた

25から 75パーセンタイルを示す。 

 

 

 

 



 

別紙 8 
 

CCSBT科学調査計画（2023－2027年） 
 

本文書は、2023年から 2027年までの期間における CCSBT科学調査計画を総
括するものである。 

 

CCSBT科学調査計画の歴史的背景 

CCSBT科学調査計画（SRP）は、みなみまぐろ（SBT）資源の評価及び漁業
管理に関して優先順位の高い科学的モニタリング及び調査要件に対応するこ

とを目的として、2000年に初めて策定された（CCSBT（2000年））。メンバ
ーの科学者との協議の下に SRPを設計するため、委員会により外部の科学諮
問パネルが任命された。SRPの設計に当たっては、資源評価におけるインプ
ット、基本的な漁業データ（例えばサイズ及び年齢分布）、生態学的パラメ

ータ（例えば自然死亡率、成熟年齢、成長率等）、及び絶対的及び／又は相

対的な資源量の尺度（例えば CPUE、漁業とは独立した調査、標識装着実
験）を改善する可能性に重点が置かれた（CCSBT（2000年））。 

最初の SRPは、CCSBTが直接的にイニシアティブを取ることにより短期間で
資源評価上の不確実性を低減し得る分野として以下 4つの調査分野を特定し
た。 

1. 漁獲の特徴  

2. CPUEの解釈及び解析 

3. 科学オブザーバー計画の策定 

4. SBT標識放流計画の策定 

SRPは、5年間を対象として関連する調査の優先順位を達成するために特定
された戦術的及び戦略的な調査活動を組み合わせて構成されている。2007年
の ESC 12によるレビュー（Anon（2007年）、Daviesら（2007年）、伊藤ら
（2007年））を受けて、2008－2013年の SRPでは、オペレーティング・モデ
ルの再開発（科学航空目視調査の取入れ、後にバリ方式として結実した候補

管理方式の設計及び試験を含む）に重点を移すこととなった（Anon（2011
年）、Hillaryら（2016年））。 

2014－2018年 SRPの構成及び優先順位は、ESC 17（Anon（2012年）、別紙 
8, Daviesら（2012年））、CCSBT戦略計画（CCSBT（2011年））及び第一
次 CCSBT独立パフォーマンス・レビュー（Garcia及 Koehler（2014年）
（Anon（2013年）、別紙 12）の一部として時間をかけて策定された。ESC
が採用した新たな構成では、資源評価及びMPに関連する継続的なモニタリ
ング及び作業計画と、SRPによって定義される研究活動とが明確に区別され
た。 

ESC 25での 2014－2018年 SRPにかかる最初のレビュー（Anon（2021年）、
パラグラフ 170-194; Davies及び Preece（2021年）、表 1）では、以下の分野

 



 

の進捗において SRPがどのように核心的な役割を果たしてきたかが指摘され
た。 

1. 漁獲の特徴：拡大委員会による帰属漁獲量の定義に基づく総漁獲量の大部
分を包含したこと、被メンバーによる UAMを推定するための手法を開発
したこと、及びオペレーティング・モデル（OM）の条件付けに UAMを
取り入れたことはいずれも、資源評価のパフォーマンス及び管理助言を向

上させている。 

2. 資源量指数：加入量モニタリングのための科学航空目視調査に替わる遺伝
子標識放流プログラムの開発及び実施、産卵親魚 SBTを直接的にモニタ
リングする近縁遺伝子標識再捕法（CKMR）のアップデート、及び代替的
CPUEシリーズへの関心の高まりは、SBT資源量及び資源評価の推定値に
かかる不確実性を全体的に低減している。 

3. 生物学的パラメータ：秋／冬季の摂餌海域で得られる成熟サイズ及び成熟
年齢にかかる漁業から独立した推定値は、標準化された組織学的な再生産

段階の決定法と合わせて、SBTの重要な生物学的形質に関する不確実性を
低減させた。 

4. MPの実施：候補管理方式に遺伝子標識放流及び CKMRを取り入れるた
めに開発された手法及びケープタウン方式の開発、試験及び選択は、将来

における SBTの資源量及び漁獲量に関する不確実性を低減するものであ
る。 

5. 資源評価（OMの開発）：条件付け及び資源予測に新たな CKMR及び遺
伝子標識放流データを取り入れるための OMの仕様及びコードの改定。特
に新 CKMRデータは、SBT年齢級 10歳＋（M10）の自然死亡量の推定値
を改善した。 

 

2023－2027年 SRPにおける戦略的な調査の優先順位 

上記 5つの SRP調査の優先順位は、重要な不確実性の低減により資源評価及
び管理助言を改善すること、並びに可能であれば SBTの生物学に関する我々
の理解の改善を追求することを目的とするものである。直近の ESC並びに
2022年の SRP作業部会における議論に基づき、上記 5つの主要カテゴリのそ
れぞれにおいて優先順位の高い調査トピックを表 1に示した。 

 

表 1. 5つの SRP分野で整理した調査の優先順位。優先順位は、概ね重要度の
ランク順に整理されている。 

1. 漁獲の特徴 

• UAMの要因を定量化する。特に、将来の資源評価及びMPに関する例
外的状況の定期的評価に含める非メンバーUAMの間接的推定値の妥当
性を判断するための手法を開発する。  

• インドネシアの漁獲物にかかる体長及び年齢組成及び資源評価の際の
統計海区への割当に関する不確実性を低減する。 



 

• 総死亡量の推定に関して、漁業者による投棄の影響度及びその結果に
関する現行の不確実性に対処する。 

• 年齢データの代替的／補完的ソースとして、SBTのエピジェネティッ
ク年齢査定のための組織サンプリングの（OMシミュレーションにお
ける）潜在的な価値及び実施可能性についてレビューする。 

2. 資源量指数 

• OMの条件付け及びMPの例外的状況における資源及び漁業分布に関
する代替的仮説を反映するための CPUEシリーズを開発する。 

• 他の船団から得られたはえ縄データを取り入れた CPUEモニタリング
シリーズを探究し、可能であればこれを改善する。 

• 代替的な加入量指数（例えばピストンライン調査、台湾 CPUE）の開
発を継続する。 

3. 生物学的パラメータ 

• 成熟サイズ／年齢にかかるバイアスのない推定（例えば組織学、生殖
腺サンプル）を完了する。ESC 18の合意に基づく年齢査定レビューワ
ークショップを完了する。（優先度：高） 

• 追加的な生物学的サンプル（例えば DNAにより性別及び年齢を決定す
るための組織サンプル）を収集するための手続きを運用するためのオ

ブザーバープロトコル及び基準をレビューする。 

• 大型 SBTの実際の再生産能力を高めることにつながるプロセス（例え
ばセレクティビティ、回遊行動、産卵のスキップ、シーズン中の産卵

頻度）を調査する。体長別再生産出力の差は、産卵親魚資源量にかか

る CKMR（パラメータ�）の推定値に関連する。 

• SBT資源にかかる生物学的プロセスの空間的・時間的変化、パラメー
タ及び動態（以下を含む）を調査する。 

o 資源再建中の期間における成長率及び年齢別体長のバリエーシ
ョン 

o オーストラリア大湾（GAB）における 2－3歳魚の回遊のタイミ
ング及び割合、及び加入量モニタリングへの影響（すなわち遺

伝子標識放流） 

o 資源量指数としての CPUEの解釈に関連する環境条件及び漁獲
努力量分布の変化に対応した、現在及び過去のレンジ横断的な

資源の空間的・時間的分布に関する短期的・中期的な変化。 

o 資源再建に伴う資源分布の中長期的な変化、及びある海域にお
いて優占する生活史段階（例えば南東オーストラリアにおける

若齢魚）が変化する程度。 

4. MPの実施 

• CTPのパフォーマンス・レビューに向けたクライテリア及びスケジュ
ールの策定 

5. 資源評価及び OMの開発 



 

• 2026年までの適用を目指して、新たな SBTの資源評価及び OMのプラ
ットフォームを開発する。（優先度：高） 

• サイズ分布の当てはめから推定年齢頻度分布への移行を可能とするた
めの直接年齢査定の必要性について判断する。 

• SRP標識データを資源評価及び OMに取り入れる方法を探究するた
め、並びに SBT資源及び漁業に対する気候変動の潜在的影響を調査す
るための空間明示的シミュレーションモデルを開発する。 
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CCSBT科学調査計画に対する提案の提出及び優先順位付けに関する 
テンプレート 

CCSBT SRP提案を提出するための統一的なフォーマットは、提案の評価プロ
セスの合理化に資するものと考えられる。本文書では、調査提案を容易に整

理、検索、評価及び優先順位付けができるような情報に富んだサマリーを提

供するために用いるテンプレート案を提示する。 
 
 
テンプレートの記入事項の説明 

A. 開始年 － プロジェクトが開始され資金が必要となることが想定される
年。継続的なプロジェクトについては、「2022年」といった数字の代わりに
「Ongoing」（継続）を使用すること。 

B. 期間 － SRPの期間に限定したプロジェクトの年数 

C. 一般的カテゴリ － 現時点では、オペレーティングモデル（OM）、ケープ
タウン方式（CTP）、又は Both（両方） 

D. サブカテゴリ － 概ね 2014－2018年 SRPにおけるオリジナルのカテゴリ：
Catch、Indices、Biology、Assess、Review 

E. プロジェクト名 － プロジェクトの簡潔かつ情報に富んだタイトル 

F. 課題 － 対処される具体的な課題にかかる簡潔な説明 

G. 目的 － プロジェクトの目的にかかる簡潔なリスト。リストには、主な調
査目的、並びにこの目的に基づく結果がどのように一般的カテゴリに取入れ

られる／実施されるのか（例えば、その結果がどのように OM又は CTP又は
両方に取り込まれるのか）を含めること。 

H. 根拠 － プロジェクトの重要性及び影響に基づく、当該プロジェクトを正
当化するための簡潔な説明 

I. 影響の度合い － 一般的カテゴリに対する影響度として High（高）、Med
（中）、Low（低） 

J. 影響が及ぶ時期 － 上記の影響が発揮されることが想定されるタイムフレー
ム。ラベルとしては Short 1（1年以内）、Med2-4（2－4年）、及び Long6+
（6年以上） 

K. 優先度 － ESC会合で判断 

L. ランク付け － ESC会合で判断 



M. 予算 － 対面会合の開催、パネル及び議長の参加、通訳、会場にかかる費
用について事務局から助言を得るとともに、既存の会合に日程を追加するも

のであるのかどうかを明確にすること。 

N. CCSBTによる資金拠出の必要性の有無－CCSBTによる資金拠出を要する
かどうかについて記載すること。 
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[1]

[2] [3] [4] [5]

Yes: 6 High: 5 No action: 1 ESC: 2.5

No: 0 Medium: 0 Continue: 4 ERSWG: 0

Low: 1 New action: 1 CC: 1.5

N/A: 0 N/A: 0 EC: 2

SFMWG: 0

N/A: 0

Yes: 6 High: 5 No action: 0 ESC: 4.5 (AU) This is the role of ESC.

No: 0 Medium: 0 Continue: 6 ERSWG: 0 (ID) Retain current practice.

Low: 1 New action: 0 CC: 0.5

N/A: 0 N/A: 0 EC: 1

SFMWG: 0

N/A: 0

Yes: 6 High: 3 No action: 0 ESC: 3.5 (AU) Is not clear if the recommendation is to the Commission, or to Members, or both.

No: 0 Medium: 3 Continue: 3 ERSWG: 0

Low: 0 New action: 3 CC: 1

N/A: 0 N/A: 0 EC: 1.5 (JP) If requested by developing Members.

SFMWG: 0 (NZ) ESC can advise on where improvements are necessary.

N/A: 0

Yes: 6 High: 3 No action: 0 ESC: 6 (AU) Key data requirement for ESC.

No: 0 Medium: 3 Continue: 6 ERSWG: 0

Low: 0 New action: 0 CC: 0

N/A: 0 N/A: 0 EC: 0

SFMWG: 0

N/A: 0

Yes: 6 High: 4 No action: 0 ESC: 5.33 (AU) Is this the SRP?

No: 0 Medium: 1 Continue: 6 ERSWG: 0 (ID) Retain current practice.

Low: 1 New action: 0 CC: 0

N/A: 0 N/A: 0 EC: 0.33

SFMWG: 0.33

N/A: 0

優先度に関するESCメンバーの見解に基づき並べ替えた2021年CCSBTパフォーマンス・レビュー勧告

Which CCSBT body is 
recommended to take the 

lead for implementing 
the recommendation?
(e.g., ERSWG, ESC, 

CC or EC)

Pertinent comments relating to the recommendation

(AU) Reducing uncertainty in member catches and other sources of UAM is a high priority for the 
ESC. Continued compliance is a high priority, particularly with regard to evidence for scale of NM-
UAM. We can’t see any particular role for ESC in the recommendation except perhaps in 
reminding members of advantages of the management procedure and the potential risk to the stock 
in not following MP advice.
(ID) New Action Required, i.e if CCSBT has not confidence on the estimation of SBT from Non 
members. Need a dedicated activity to estimate the catches from non member. (need to recheck 
wether this activity been established and need to continue).
(NZ) Overall accountability must lie with Commission for this issue.

(ID) Expand training on Data Collection, CPUE analysis, growth, aging, genetic and stock 
assessment.

(ID) Re-inform past activities of spatial studies for SBT and  explore possible new activities for this 
in the future.

16

PR2021-23
Prioritise the establishment and ongoing review 
of long-term strategic planning in the ESC.

15

PR2021-16
Continue to study spatial aspects of the SBT 
stock structure and movements, and the fleets 
that exploit SBT.

Recommendat
ion 
No.

PR2021-26
Continue monitoring to ensure the effectiveness 
of the rebuilding strategy for SBT.

These columns are only completed when a Member answered “Yes” in column (1)

Priority 
Score

PR2021-01

Members continue to support the MP, by 
remaining within their allocation limits, and 
eliminating areas of uncertainty such as Non-
Member catches that could undermine its 
performance.

16

Recommendation Priority of the 
recommendation from 

your perspective 
(e.g. low, medium, 

high)

The level of action 
required for the 
recommendation 

(e.g. no action required, 
continue current level of 
activity, or new action 

required)

PR2021-08
Conduct capacity building programs to improve 
data collection and reporting, in particular in 
developing countries.

15

Whether you consider this 
to be an appropriate 

recommendation for the 
ESC to consider (i.e. 

within the ESC’s scope); 
(Yes/No)

15

Scores in columns "[1]" to "[4]" are the number of Members that responded to a question with the stated answer.

The "Priority score" is calculated by the following rules applied to column "[2]": 
(1) Allocate 3 points for each "High" Priority, 2 points for "Medium", and 1 point for "Low" or N/A (if a Member answered "No" for question 1, it is treated as N/A).
(2) Multiply the number of Members to corresponding points above (1), then sum these up as "Priority score". The highest is 18, and the lowest score is 6.

The table below shows Performance Review recommendations ordered by Priority score.  
Within the same score, recommendations are ordered based on the recommendation number (e.g. PR2021-01).



[1]

[2] [3] [4] [5]

Which CCSBT body is 
recommended to take the 

lead for implementing 
the recommendation?
(e.g., ERSWG, ESC, 

CC or EC)

Pertinent comments relating to the recommendation

Recommendat
ion 
No.

These columns are only completed when a Member answered “Yes” in column (1)

Priority 
Score

Recommendation Priority of the 
recommendation from 

your perspective 
(e.g. low, medium, 

high)

The level of action 
required for the 
recommendation 

(e.g. no action required, 
continue current level of 
activity, or new action 

required)

Whether you consider this 
to be an appropriate 

recommendation for the 
ESC to consider (i.e. 

within the ESC’s scope); 
(Yes/No)

Yes: 6 High: 4 No action: 0 ESC: 6 (AU) It is important to continually monitor innovative methods in stock assessment.

No: 0 Medium: 0 Continue: 5 ERSWG: 0

Low: 2 New action: 1 CC: 0

N/A: 0 N/A: 0 EC: 0 (NZ) Dependent on available funding.

SFMWG: 0

N/A: 0

Yes: 6 High: 2 No action: 0 ESC: 3.5 [Half of ERSWG-attended Members considered the ESC should take a lead]

No: 0 Medium: 4 Continue: 4 ERSWG: 0

Low: 0 New action: 2 CC: 0.5

N/A: 0 N/A: 0 EC: 2

SFMWG: 0

N/A: 0

Yes: 5 High: 2 No action: 1 ESC: 2

No: 1 Medium: 2 Continue: 0 ERSWG: 0

Low: 1 New action: 3 CC: 2

N/A: 0 N/A: 1 EC: 0

SFMWG: 0

N/A: 1

Yes: 6 High: 2 No action: 0 ESC: 5

No: 0 Medium: 2 Continue: 6 ERSWG: 0

Low: 2 New action: 0 CC: 0

N/A: 0 N/A: 0 EC: 1

SFMWG: 0

N/A: 0

Yes: 5 High: 2 No action: 0 ESC: 1

No: 0 Medium: 1 Continue: 5 ERSWG: 0

Unclear: 1 Low: 2 New action: 0 CC: 2

N/A: 1 N/A: 1 EC: 1

SFMWG: 0

N/A: 1

Secretariat: 1

Yes: 6 High: 1 No action: 1 ESC: 4.5

No: 0 Medium: 3 Continue: 0 ERSWG: 1.5

Low: 2 New action: 5 CC: 0

N/A: 0 N/A: 0 EC: 0

SFMWG: 0

N/A: 0

Yes: 4 High: 2 No action: 0 ESC: 1

No: 2 Medium: 1 Continue: 3 ERSWG: 0

Low: 1 New action: 1 CC: 3

N/A: 0 N/A: 0 EC: 0

SFMWG: 0

N/A: 0

(AU) Maybe ESC. Similar to the tRFMO bycatch WG, and the Kobe process. Perhaps also a role 
for FAO. Broader than CCSBT, but perhaps ESC could lead. We note also possible links to this 
activity and activity likely under the eventual BBNJ Treaty.
(ID) Need additional budget and resources (are there implication to increase share budget among 
members). While acknowledging that climate change is important aspect to consider for SBT 
management, the ID expertise in this area is limited.
(NZ) A distinction should be made between the responsibilities of the ESC and ERSWG on this 
recommendation.

(AU) Noting this should allow for and encourage EM as an alternative or supplement to human 
observers.
(ID) Through capacity building on scientific observer program, Training On EM, communicating to 
Tuna Industry.
(NZ) This is the responsibility of individual Members – potential for a role in the CC if Members 
are not meeting agreed standards.

(ID) The continuation of SBT sampling through sampling activity in Benoa port. Need to develop 
Material Transfer Agreement and clear process.

(AU) Yes, subject to resourcing and relating to ESC. Probably a wider Commission discussion is 
needed.
(ID) Evaluate past capacity building work plan (WP) – need recheck and carry over the outstanding 
WP.
(NZ) A distinction should be made between the responsibilities of the ESC, CC, and EC for this 
recommendation.

(AU) Noting Australia has already reported on congruence and compatibility research outcomes. 
Cross RFMO consistency an important issue.
(ID) Need trial for EM for ID LL and capacity building for EM analysis.
(NZ) AU and NZ can build on the analyses they have previously undertaken, while the ESC can 
conduct additional analysis.

PR2021-22
Formulate and implement a capacity-building 
work plan to improve data collection, scientific 
analysis, and compliance-related activities.

14

PR2021-17

11

PR2021-15

Continue to contribute to efforts by tuna 
RFMOs to develop management strategy 
evaluation and implementation capacity 
through the Joint Technical Working Group on 
MSE, and other avenues.

(ID) Capacity building for MSE, through training and Scientific management dialogue.

PR2021-12
Continue to develop and embed innovative 
methods such as gene tagging and close-kin 
mark-recapture to improve scientific processes.

PR2021-10
Conduct analysis on the use of electronic 
monitoring to supplement human observer 
coverage in SBT fisheries.

12

Address inconsistencies across Members in 
terms of quality and completeness of data 
reporting.

12

PR2021-09
Increase efforts to improve observer coverage, 
in accordance with the standard agreed by the 
CCSBT.

11

PR2021-06

Consider the feasibility of a collaborative 
programme (between RFMOs and institutions 
with competency in biodiversity conservation) 
to forecast the likely impacts of climate change 
on tuna ecosystems, SBT, ERS, and their 
productivity, distribution, and resilience.

12

14



[1]

[2] [3] [4] [5]

Which CCSBT body is 
recommended to take the 

lead for implementing 
the recommendation?
(e.g., ERSWG, ESC, 

CC or EC)

Pertinent comments relating to the recommendation

Recommendat
ion 
No.

These columns are only completed when a Member answered “Yes” in column (1)

Priority 
Score

Recommendation Priority of the 
recommendation from 

your perspective 
(e.g. low, medium, 

high)

The level of action 
required for the 
recommendation 

(e.g. no action required, 
continue current level of 
activity, or new action 

required)

Whether you consider this 
to be an appropriate 

recommendation for the 
ESC to consider (i.e. 

within the ESC’s scope); 
(Yes/No)

Yes: 5 High: 1 No action: 0 ESC: 3

No: 1 Medium: 3 Continue: 3 ERSWG: 0

Low: 1 New action: 2 CC: 0

N/A: 0 N/A: 0 EC: 1

SFMWG: 0

N/A: 0

Secretariat: 1

Yes: 3 High: 2 No action: 0 ESC: 1

No: 3 Medium: 1 Continue: 1 ERSWG: 0

Low: 0 New action: 2 CC: 0 (ID) Need feedback from past effort by CCSBT to engage non members cooperate to CCSBT.

N/A: 0 N/A: 0 EC: 2

SFMWG: 0

N/A: 0

Yes: 5.5 High: 2 No action: 0 ESC: 2.33

No: 0.5 Medium: 1 Continue: 3 ERSWG: 1.33

Low: 3 New action: 2 CC: 1.33

N/A: 0 N/A: 1 EC: 0

SFMWG: 0

N/A: 1

All: 2

Yes: 6 High: 1 No action: 0 ESC: 6 (AU) Encourage the use of non-technical summaries.

No: 0 Medium: 3 Continue: 2.5 ERSWG: 0

Low: 2 New action: 3.5 CC: 0

N/A: 0 N/A: 0 EC: 0

SFMWG: 0

N/A: 0

Yes: 6 High: 1 No action: 0 ESC: 3 (AU) This is similar to PR2021-14.

No: 0 Medium: 2 Continue: 1 ERSWG: 1

Low: 2 New action: 4 CC: 0

N/A: 0 N/A: 1 EC: 1

Discuss: 1 SFMWG: 0

N/A: 1

Yes: 4 High: 2 No action: 0 ESC: 1 (AU) The recommendation needs to be more specific.

No: 2 Medium: 0 Continue: 3 ERSWG: 0

Low: 1 New action: 0 CC: 2

N/A: 1 N/A: 1 EC: 0 (ID) Retain current practice.

SFMWG: 0

N/A: 1

Yes: 5 High: 1 No action: 1 ESC: 4.5 (AU) But an initial scientific case would be needed justifying why this is necessary.

No: 1 Medium: 2 Continue: 2 ERSWG: 0

Low: 2 New action: 2 CC: 0

N/A: 0 N/A: 0 EC: 0.5

SFMWG: 0

N/A: 0

(AU) Resumption of face to face ESC and OMMP Technical meetings is the highest priority in this 
regard as this allows for more active engagement and in the margins discussions and capacity 
building. Hybrid and virtual meetings are leading to less active participation. which could be 
complimented/extended with other meetings focussed specifically around capacity building. See 
ESC advice to EC
(NZ) This is the responsibility of individual Members – potential for a role in the CC if Members 
are not meeting agreed standards.

PR2021-21

Explore mechanisms for an increase in active 
participation of Members in the ESC process in 
developing advice to the EC, such as hosting 
hybrid meetings.

11

PR2021-18
Develop research capacity in Member 
countries, in particular developing States.

PR2021-54 Review the reporting templates periodically.

PR2021-33
Encourage Non-Members with a history of 
fishing for SBT to cooperate with the CCSBT.

(ID) Non-technical reader may need not to detail info rather a “short summary” of ESC outcome.

PR2021-24
CCSBT should continue to implement CMMs 
based on ESC and ERSWG advice for both 
target and non-target stocks.

10

(NZ) It is not the responsibility of ESC to implement CMMs, only to develop the management 
advice.

(JP) SBT adult stock has increasing under current management by MP. Rather than any measures to 
area closure, improve of data collection is more important.

(AU) Unsure if there remain any non-members with SBT catch history that have not already 
interacted with the Commission in some way or other.

PR2021-29

Due to the central importance of spawning and 
recruitment for stock rebuilding, additional 
efforts should be made to develop, in 
Indonesian waters, spatio-temporal restrictions, 
equitable and compatible with the rest of the 
management strategy.

10

(ID) When Necessary (every 3 years?)

11

(ID) Attachment Program (scientists of DS is attached with the related work of SBT by developed 
member state).

PR2021-55
ESC to improve accessibility of reports to non-
technical readers.

10

11

11



[1]

[2] [3] [4] [5]

Which CCSBT body is 
recommended to take the 

lead for implementing 
the recommendation?
(e.g., ERSWG, ESC, 

CC or EC)

Pertinent comments relating to the recommendation

Recommendat
ion 
No.

These columns are only completed when a Member answered “Yes” in column (1)

Priority 
Score

Recommendation Priority of the 
recommendation from 

your perspective 
(e.g. low, medium, 

high)

The level of action 
required for the 
recommendation 

(e.g. no action required, 
continue current level of 
activity, or new action 

required)

Whether you consider this 
to be an appropriate 

recommendation for the 
ESC to consider (i.e. 

within the ESC’s scope); 
(Yes/No)

Yes: 3 High: 1 No action: 0 ESC: 0.5 (AU) Recommendation unclear to provide advice.

No: 2 Medium: 2 Continue: 3 ERSWG: 0

Unclear: 1 Low: 0 New action: 0 CC: 1

N/A: 1 N/A: 1 EC: 1.5

SFMWG: 0

N/A: 1

Yes: 5 High: 1 No action: 0 ESC: 0.33 (AU) We think this already occurs to an extent.

No: 1 Medium: 2 Continue: 3 ERSWG: 1.33 (ID) To many meetings? Often multiple with other Online meeting.

Low: 2 New action: 2 CC: 0.33 (NZ) Include engagement with non-members whose vessels may catch SBT.

N/A: 0 N/A: 0 EC: 1

SFMWG: 0

N/A: 1

ALL: 1

Yes: 4 High: 1 No action: 0 ESC: 2

No: 2 Medium: 2 Continue: 2 ERSWG: 0

Low: 1 New action: 2 CC: 0

N/A: 0 N/A: 0 EC: 1

SFMWG: 0

N/A: 0

All: 1

Yes: 5 High: 1 No action: 1 ESC: 4

No: 1 Medium: 2 Continue: 2 ERSWG: 0

Low: 2 New action: 2 CC: 0
N/A: 0 N/A: 0 EC: 1

SFMWG: 0

N/A: 0

Yes: 3 High: 1 No action: 0 ESC: 1

No: 3 Medium: 1 Continue: 2 ERSWG: 0

Low: 1 New action: 1 CC: 0

N/A: 0 N/A: 0 EC: 2

SFMWG: 0

N/A: 0

Yes: 3 High: 1 No action: 0 ESC: 1

No: 3 Medium: 1 Continue: 1 ERSWG: 1

Low: 1 New action: 2 CC: 0

N/A: 0 N/A: 0 EC: 0

SFMWG: 0

N/A: 0

All: 1

Yes: 4 High: 1 No action: 0 ESC: 2.5

No: 2 Medium: 1 Continue: 3 ERSWG: 1.5

Low: 2 New action: 1 CC: 0

N/A: 0 N/A: 0 EC: 0

SFMWG: 0

N/A: 0

PR2021-67
Develop a targeted program of assistance to 
developing Members.

(AU) EC more broadly. Support, noting these positions are filled on a merit basis currently.

(AU) We are not aware of current area-based risks to spawning and recruitment areas, or the need 
for spatial closures. We note also link to this activity and activity likely under the eventual BBNJ 
Treaty.
(ID) May go to complex discussion on compensation for tuna fishers operated in the spawning 
ground. Historically this area has been as fishing ground for ID fishers prior 1970.
(JP) SBT adult stock has increasing under current management by MP. Rather than any measures to 
area closure, improve of data collection is more important.

(AU) Not sure what data this recommendation refers to. But support greater transparency, if 
needed. EC makes decisions on data confidentiality and would be best placed to consider this.
(ID) Need clear justification on the level of transparency for public. Is this will go to a full access 
on data attributed to member.
(NZ) This is the responsibility of the EC/Secretariat.

(AU) Recommendation a little unclear. CCSBT commissions lots of SBT research, but ERS is 
studied more widely. If the recommendation is that the CCSBT fund more ERS work, we would 
support that, if necessary and specific, and not available elsewhere. Effort should be based on 
priority, but we would welcome additional focus on ERS issues (noting recent agreement for 
additional ERSWG activity).
(ID) Suggest not go to similar effort for non-target species by CCSBT, since it is already covered 
by other RFMO.
(NZ) Most ERS research is funded by individual Members, a discussion of allocating more funding 
to ERS research could be beneficial.

PR2021-64

Members look for additional opportunities to 
engage with one another outside of the 
traditional meeting dates of the CCSBT to 
ensure that the limited time available at CCSBT 
meetings is maximized.

10

10

(NZ) A distinction should be made between the roles of the Secretariat and the ESC specifically.

PR2021-44
Continue to formalize and strengthen the 
information sharing with other RFMO 
secretariats and alternative information sources.

10

PR2021-13
Achieve a better balance between the scientific 
efforts dedicated to SBT and ERS.

9

PR2021-11
Establish mechanisms to improve consistency 
and avoid ambiguity in national reports.

(AU) Annual CCSBT body meetings provide a regular mechanism to review report templates.

9

PR2021-07
Improve transparency by providing and making 
public, historical data and information that are 
not currently accessible in the public domain.

9

PR2021-02
Explore the need for additional measures (such 
as protected areas and area closures) to support 
spawning and recruitment.

9



[1]

[2] [3] [4] [5]

Which CCSBT body is 
recommended to take the 

lead for implementing 
the recommendation?
(e.g., ERSWG, ESC, 

CC or EC)

Pertinent comments relating to the recommendation

Recommendat
ion 
No.

These columns are only completed when a Member answered “Yes” in column (1)

Priority 
Score

Recommendation Priority of the 
recommendation from 

your perspective 
(e.g. low, medium, 

high)

The level of action 
required for the 
recommendation 

(e.g. no action required, 
continue current level of 
activity, or new action 

required)

Whether you consider this 
to be an appropriate 

recommendation for the 
ESC to consider (i.e. 

within the ESC’s scope); 
(Yes/No)

Yes: 4 High: 1 No action: 0 ESC: 3 [Half of ERSWG-attended Members considered the ESC should take a lead]

No: 2 Medium: 1 Continue: 2 ERSWG: 0
(AU) ESC, if necessary. Members skill-based recruitment should be a matter for them, but 
individual ESC members could perhaps support if requested.

Low: 1 New action: 1 CC: 0
(ID) Skills required are for expertise in CPUE analysis , growth, aging, population genetic and 
stock assessment.

N/A: 0 N/A: 1 EC: 0 (NZ) This is the responsibility of individual Members.

Discuss: 1 SFMWG: 0

N/A: 1

Yes: 4 High: 0 No action: 1 ESC: 0

No: 2 Medium: 3 Continue: 1 ERSWG: 2.5

Low: 1 New action: 2 CC: 0

N/A: 0 N/A: 0 EC: 1.5

SFMWG: 0

N/A: 0

Yes: 3 High: 1 No action: 1 ESC: 2

No: 3 Medium: 1 Continue: 0 ERSWG: 0

Low: 1 New action: 2 CC: 1

N/A: 0 N/A: 0 EC: 0

SFMWG: 0

N/A: 0

Yes: 3 High: 1 No action: 0 ESC: 2.5 (AU) Recommendation unclear to provide advice. 

No: 2 Medium: 1 Continue: 3 ERSWG: 0 (ID) Do CCSBT not have the mechanism on the use of CDS data? (need to recheck).

Unclear: 1 Low: 1 New action: 0 CC: 0.5

N/A: 1 N/A: 1 EC: 0

SFMWG: 0

N/A: 1
Yes: 2 High: 1 No action: 0 ESC: 1 (AU) See above.
No: 4 Medium: 1 Continue: 1 ERSWG: 0

Low: 0 New action: 1 CC: 1
N/A: 0 N/A: 0 EC: 0

SFMWG: 0
N/A: 0

Yes: 4 High: 1 No action: 0 ESC: 1.5

No: 2 Medium: 1 Continue: 2 ERSWG: 0.5

Low: 2 New action: 2 CC: 0

N/A: 0 N/A: 0 EC: 1

SFMWG: 0

N/A: 0

All: 1

Yes: 4 High: 1 No action: 0 ESC: 1

No: 2 Medium: 1 Continue: 4 ERSWG: 0

Low: 2 New action: 0 CC: 0

N/A: 0 N/A: 0 EC: 3

SFMWG: 0

N/A: 0

PR2021-65

Encourage independent experts from 
developing Members to fill chairing roles 
within subsidiary bodies. Members should also 
consider the use of co-Chairs to specifically 
develop technical skills.

PR2021-68
Continue to engage with Kobe intersessional 
processes, particularly as they relate to areas of 
shared interests.

(AU) EC more broadly. Support, noting these positions are filled on a merit basis currently.

(ID) May need to start from the trial of EM in the ID LL prior the review? (Additional burden for 
DN of the cost and maintenance of EM).

PR2021-40
Review existing standards for observer 
coverage to allow the use of electronic 
monitoring.

9

9

PR2021-14
Identify gaps in scientific skills among CCSBT 
Members and fill these through recruitment and 
capacity building in Member countries.

9

PR2021-20
Establish a clear and concise bycatch policy 
and management strategy.

(AU) It is an ERSWG role. Agreeing a broad policy would be useful, with agreed bycatch limits. 
But ERSWG work.

9

PR2021-42
Establish mechanisms to make the full use of 
data collected through catch documentation 
scheme.

9

PR2021-39 (AU) Probably CC first, but strongly supported. Need agreed EM standards first. 9

(AU) EC more broadly. Support, noting these positions are filled on a merit basis currently.

9

Explore mechanisms to strengthen the observer 
program, including through the implementation 
of electronic monitoring.



[1]

[2] [3] [4] [5]

Which CCSBT body is 
recommended to take the 

lead for implementing 
the recommendation?
(e.g., ERSWG, ESC, 

CC or EC)

Pertinent comments relating to the recommendation

Recommendat
ion 
No.

These columns are only completed when a Member answered “Yes” in column (1)

Priority 
Score

Recommendation Priority of the 
recommendation from 

your perspective 
(e.g. low, medium, 

high)

The level of action 
required for the 
recommendation 

(e.g. no action required, 
continue current level of 
activity, or new action 

required)

Whether you consider this 
to be an appropriate 

recommendation for the 
ESC to consider (i.e. 

within the ESC’s scope); 
(Yes/No)

Yes: 4 High: 0 No action: 0 ESC: 2 (AU) EC more broadly. Support, noting these positions are filled on a merit basis currently.

No: 2 Medium: 3 Continue: 3 ERSWG: 1.5

Low: 1 New action: 1 CC: 0

N/A: 0 N/A: 0 EC: 0.5

SFMWG: 0

N/A: 0

Yes: 3 High: 0 No action: 1 ESC: 1.5
(AU) (1) ERSWG, but an initial step would be to survey Members about lost gear. (4) ERSWG, to 
the extent that ghost nets impact ERS.

No: 3 Medium: 1 Continue: 1 ERSWG: 1.5 (NZ) Opportunity to examine impacts on both SBT and ERS.

Low: 2 New action: 1 CC: 0

N/A: 0 N/A: 0 EC: 0

SFMWG: 0

N/A: 0

Yes: 2 High: 0 No action: 0 ESC: 1 (AU) Probably a state decision, to do with their engagement with the other RFMOs.

No: 4 Medium: 1 Continue: 2 ERSWG: 0 Not an ESC role.

Low: 1 New action: 0 CC: 1

N/A: 0 N/A: 0 EC: 0

SFMWG: 0

N/A: 0

Yes: 2 High: 0 No action: 0 ESC: 0

No: 4 Medium: 1 Continue: 2 ERSWG: 0

Low: 1 New action: 0 CC: 0

N/A: 0 N/A: 0 EC: 2

SFMWG: 0

N/A: 0

Yes: 0 High: 0 No action: 0 ESC: 0
(AU) Amending a convention is a big task. Alternatives such as adopting modern terms and 
concepts in CCSBT resolutions and other decision should be the first approach.

No: 6 Medium: 0 Continue: 0 ERSWG: 0 (ID) Need more explanation of this section by secretariat.

Low: 0 New action: 0 CC: 0

N/A: 0 N/A: 0 EC: 0

SFMWG: 0

N/A: 0

PR2021-69
Continue the laudable work undertaken by the 
CCSBT for SBT and establish a similar effort 
for non-target species.

Members look for opportunities to continue and 
reinvigorate the cooperation instigated through 
the Kobe Process

(AU) EC issue, with specific subsidiary body opportunities. But follow cost/ benefit analysis 
indicating it is useful to continue this process.

7

9
(ID) For SBT Yes but Suggest not go to similar effort for non-target species by CCSBT, since it is 
already cover by other RFMO.

PR2021-32
Modify the CCSBT Convention to include 
modern fisheries management concepts agreed 
by Members at the international level

6

PR2021-28

Conduct a review analyzing the potential 
impact of lost or abandoned gear in CCSBT 
fisheries, and identify mechanisms to mitigate 
any impacts.

7

PR2021-63

PR2021-38

Advocate for strengthened VMS measures in 
other RFMOs and decide whether the current 
VMS practice is sufficient for the purpose of 
the management of SBT and ERS, taking into 
account the overlapping areas and the 
compatibility of management measures with 
other RFMOs.

7



別紙 11 
 

2023年データ交換要件 
 
 
はじめに 
 
2023年のデータ交換要件（提供予定のデータ、データ提供に関する日程及び責任者
を含む）は別添 Aのとおりである。 
 
漁獲努力量及びサイズデータは、2022年に提出したものと同一の書式で提出するこ
と。メンバーがデータのフォーマットを変更する場合は、事務局が必要なデータロ

ードのルーティンを確立することができるよう、事務局に対して新しい書式及び幾

つかのテストデータを 2023年 1月 31日までに提出するものとする。 
 
別添 A に示した項目については、2022年暦年全体のデータ及びデータに変更があっ
た年のデータを提出すること。過去のデータへの変更が 2021年データの定期的更新
を上回るものである場合又はそれよりも過去のデータのマイナーな変更を上回るも

のである場合は、次回の ESC会合で討議されるまで、これらの変更データは使用さ
れない（当該国について特段の合意がある場合を除く）。過去のデータを変更する

場合（2021年データの定期更新を除く）は、変更内容を詳細に説明した文書を添付
すること。 
 
  

 



 

別添 A 
 

提供デー

タの種類 1 
データの

提供者 
                  
提出期限 

提供データに関する説明 
CCSBTデ
ータ CD 

事務局 2023年 1
月 31日 

2022年のデータ交換で提供されたデータ（漁獲努力量、
サイズ別漁獲量、引き伸ばし漁獲量及び標識再捕）及び

追加データをデータ CD に取り入れるためのデータの更
新。これには、以下のものを含む。 

• 標識/再捕データ（事務局は、メンバーからの要
請に応じて 、2023年における標識-再捕データの
更新を提供する） 

• SAG 9で作成された修正シナリオ (S1L1) を用い
た推定未報告漁獲量の更新 
 

船団別総漁

獲量 
全メンバー

及び協力的

非加盟国 

2023年 4
月 30日 

船団別、漁具別の引き伸ばし総漁獲量（重量及び尾数） 
及び操業隻数。暦年及び割当年のデータを提出するこ

と。 
 

遊漁漁獲量 遊漁による

漁獲がある

全メンバー

及び協力的

非加盟国 

2023年 4
月 30日 

データが利用可能な場合、遊漁で漁獲された SBTの引き
伸ばし総漁獲量 （体重及び尾数） 。完全な時系列の遊漁
の推定漁獲量の提供（過去に提供されている場合は除

く）。遊漁の推定漁獲量に不確実性があれば、不確実性

に関する説明又は推定値を提供する。 
 

SBT輸入統
計 

日本 2023年 4
月 30日 

国別、生鮮/冷凍、月別の日本への SBT の輸入重量。輸入
統計は、非加盟国の漁獲量を推定するために使用され

る。 
 

死亡枠 
(RMA  
及び SRP) 
の 
利用実績 

全メンバー

（及び事務

局） 

2023年 4
月 30日 

2022暦年に使用された死亡枠（キログラム） 。RMAと
SRPで区別すること。可能であれば、さらに月別、海区
別で区別すること。 
 

漁獲量及び 
漁獲努力量 

全メンバー 
（及び事務

局） 

2023年 4
月 23日
（NZ）2 
 
2023年 4
月 30日
（その他

のメンバ

ー及び事

務局） 
 
2023年 7
月 31日
（インド

ネシア） 
 

漁獲量（尾数及び重量）及び漁獲努力量は、操業ごと又

は集計データとして提出する（ニュージーランドについ

ては、同国がファインスケールの操業データを提供し、

それを事務局が集計して回章する）。最大の集計レベル

は、年、月、船団、漁具別の 5度区画（はえ縄）で、表
層漁業は 1度区画とする。インドネシアは、操業ごと又
は試験的科学オブザーバー計画による集計データのいず

れかに基づく推定値を提供する。 

 
1 MP/OM用 と記載されているものについては、当該データが管理方式及びオペレーティング・モデ
ルの両方に使用されていることを意味する。どちらか一つの項目が記載されている場合 （例：OM
用）には、当該データがその項目にのみ使用されることを意味する。 
2 ニュージーランドの期日が他よりも早いのは、事務局が 4月 30日までにニュージーランドのファイ
ンスケールデータを処理し、他のメンバーに集計引き伸ばしデータを提供できるようにするためであ

る。 
 



 

提供デー

タの種類 1 
データの

提供者 
                  
提出期限 

提供データに関する説明 
非保持漁獲

量 
全メンバー 2023年 4

月 30日
（インド

ネシアを

除く全て

のメンバ

ー） 
 
2023年 7
月 31日
（インド

ネシア） 

下記の非保持漁獲量に関するデータは、各漁業につき、

年、月、5度区画別に提供すること。 
• 放流されたとして報告された（又は観測された）SBT
の尾数 

• 放流された SBTについて報告がなかった船及び時期
を考慮した引き伸ばし非保持漁獲量 

• 引き伸ばした後の放流 SBTの推定サイズ組成 
• 放流後の魚の状態及び/又は生存状況の詳細 
インドネシアは、操業ごとのデータ又は試験的科学オブ

ザーバー計画の集計データのいずれかに基づく推定値を

提供する。 
 

RTMP漁獲
量 
及び努力量

データ 

日本 2023年 4
月 30日 

RTMPの漁獲量及び努力量データは、標準のログブック
データを提出する際と同じ書式で提供すること。 
 

豪州、NZ
の引き伸ば

し漁獲量 

オーストラ

リア、事務

局 

2023年 4
月 30日 
 
 

集計した引き伸ばし漁獲量データは、漁獲量及び漁獲努

力量と同程度の解像度で提供すること。日本、韓国及び

台湾は、引き伸ばし漁獲量及び漁獲努力量を提出するの

で、改めて提出する必要はない。ニュージーランドも、

事務局が同国のファインスケールデータから引き伸ばし

漁獲データを作成するので、提出する必要はない。 
 

NZの漁獲
量に関する

引き伸ばし

鈎針数デー

タ 

事務局 2023年 4
月 30日 

ニュージーランドのファインスケールデータから事務局

により作成され、事務局から NZだけに提供される、NZ
の引き延ばし鈎針数データ。 

オブザーバ

ーから得ら

れた体長組

成データ 

ニュージー

ランド 
2023年 4
月 30日 

従来と同様のオブザーバーの生の体長組成データ。 
 
 
 

 
引き伸ばし

体長データ 
オーストラ

リア、台

湾、日本、

ニュージー

ランド、韓

国 

2023年 4
月 30日
（オースト

ラリア、台

湾、日本） 
 
2023年 5
月 7日
（ニュー

ジーラン

ド）

3 
 

引き伸ばし体長データは、年、月、船団、漁具別に、は

え縄は 5度区画、その他の漁業は 1度区画で集計し、提
出すること

4
。可能な限りの最小サイズクラス（1 cm）で

提出すること。必要な情報を示した書式は、CCSBT-
ESC/0609/08の別紙 C に示されている 

生の体長組

成データ 
南アフリカ 2023年 4

月 30日 
南アフリカのオブザーバー計画から得られる生の体長組

成データ。 
 

 
3 ニュージーランドは、事務局が 4月 30日に提供することとされている引き伸ばし漁獲量を必要とす
るため、さらに 1週間が与えられている。 
4 データは実行可能な限り、合意済みの CCSBTの代用原則を使って作成すること。引き伸ばし体長
データの作成に使用した手法を完全に文書化することが重要である。 
 



 

提供デー

タの種類 1 
データの

提供者 
                  
提出期限 

提供データに関する説明 
RTMP体長
データ 

日本 2023年 4
月 30日 

RTMPの体長データは、標準体長データと同じフォーマ
ットで提出すること。 
 

インドネシ

ア 
はえ縄の

SBT年齢及
びサイズ組

成 

オーストラ

リア、イン

ドネシア 

2023年 4
月 30日 
 

2021年 7月から 2022年 6月までの産卵期の年齢及びサイ
ズ組成の推定値（パーセント）を生成。2021暦年の体長
組成及び 2021暦年の年齢組成も提出すること。 
インドネシアは、港におけるマグロ・モニタリング・プ

ログラムに基づく体長及び体重のサイズ組成を提供す

る。オーストラリアは、現在のデータ交換プロトコルに

従って年齢組成データを提供する。 
 

直接年齢査

定 
データ 

全メンバー 
（EUを除
く） 

2023年 4
月 30日 

耳石標本からの直接年齢推定値の更新（耳石の再解読が

必要だったものについては修正推定値） 。少なくとも
2020暦年のデータは提出すること（2003年 ESC報告書パ
ラ 95 参照）。メンバーは、可能な場合は更に最新のデー
タを提供する。耳石情報の書式は、旗国、年、月、漁具

コード、緯度、経度、位置、位置解像度コード

5
、統計海

区、体長、 耳石 ID、推定年齢、年齢解読性コード6
、性

別コード、コメントとなっている。 
CSIROとの契約を通じて、事務局がインドネシアに関す
る直接年齢推定値を提出予定。 
 

ひき縄調査

指数 
日本 2023年 4

月 30日 
2022/2023年漁期（2023年に終了）における異なるひき縄
指数（ピストンライン指数（TRP）及びグリッドタイプひ
き縄指数（TRG））の推定値。不確実性にかかる推定値
（例：CV）を含む。 
 

標識回収 
サマリーデ

ータ 

事務局 2023年 4
月 30日 

月別、漁期ごとの標識放流数及び再捕数の更新。 

遺伝子標識

放流データ 
OM及び
MP用 

事務局 2023年 4
月 30日 

CSIROとの契約による遺伝子標識放流研究により得られ
た若齢魚資源量の推定値、放流数及び収穫時サンプル

数、一致件数及び推定値の CV。標識放流データ（標識装
着の日付、魚の体長等）、標識再捕データ（サンプル再

捕の日付、体長等）、及び放流魚の組織サンプルとの遺

伝的な適合の有無等）を含む標識再捕データ。 
 

近縁遺伝子

データ 
OM及び
MP用 

事務局 2023年 4
月 30日 

SNPsを用いて特定された SBT親子ペア及び半きょうだい
ペアの更新データセット。これは CCSBTとの契約に基づ
き CSIROが実施する毎年の SBT近縁遺伝子組織サンプリ
ング、処理、近縁遺伝子特定及びインドネシア年齢査定

プロジェクトの成果である。 
 

年齢別漁獲

量データ 
オーストラ

リア、台

湾、日本、

事務局 

2023年 5
月 14日 

各国は、自国のはえ縄漁業について、船団、5度区画、月
別の年齢別漁獲量データ（サイズ別漁獲量から得たも

の） を提出すること。ニュージーランドの年齢別漁獲量
については、事務局が CPUE 入力データ及び MPのため
の年齢別漁獲量で使用するルーチンを使って計算する。 
 

旗国別・漁

具別全世界

SBT漁獲量 
 

事務局 2023年 5
月 22日 
 

近年の科学委員会報告書に示されているものに準じた旗

国別、漁区別の全世界 SBT漁獲量。 

 
5 M1=1分、D1=1度、D5=5度 
6 耳石切片の解読性及び信頼性のスケール(0-5) の定義は、CCSBT年齢査定マニュアルのとおり。 



 

提供デー

タの種類 1 
データの

提供者 
                  
提出期限 

提供データに関する説明 
豪州表層漁

業の引き伸

ばし年齢別

漁獲量 
OM用 
 

オーストラ

リア 
2023年 5
月 24日7 

過去に提出されたものと同じフォーマットで、 2021年 7
月から 2022年 6月までのデータを提出すること。 

インドネシ

ア産卵場漁

業の引き伸

ばし年齢別

漁獲量 
OM用 
 

事務局 2023年 5
月 24日 

CCSBTデータ CDと同じ書式で、2021年 7月から 2022年
6月までのデータを提供すること。 

1952年から
2022年まで
の各年の各

漁業及びサ

ブ漁業の総

漁獲量 
OM用 
 

事務局 
 
 

2023年 5
月 31日 

事務局は、上記の様々なデータセット及び合意済みの計

算手法を用いて、オペレーティングモデルに必要な各漁

業の総漁獲量及びサブ漁業の総漁獲量を算出する。 

体長別漁獲

量 （2cm間
隔） 及び年
齢別漁獲量

の比率 
OM用 

事務局 2023年 5
月 31日 

事務局は、上記の様々な体長別及び年齢別漁獲量のデー

タセットを用いて、オペレーティング・モデルに必要な

体長と年齢の比率を算出する （LL1、LL2、LL3、LL4 – 
日本、インドネシア、表層漁業で分ける）。さらに事務

局は、体長別漁獲量をサブ漁業 （例：LL1内の異なる漁
業）ごとに提出する。 
 

全世界年齢

別漁獲量 
事務局 2023年 5

月 31日 
MPWS 4報告書別紙 7に従い、2022年の年齢別総漁獲量
を算出する。ただし 1及び 2海区 （LL4及び LL3）にお
ける日本の年齢別漁獲量は、例外的に、オペレーティン

グモデルの入力データとより良く対応するよう、暦年ベ

ースではなく漁期ベースで算出する。 
 

CPUE 
入力データ 

事務局 2023年 5
月 31日 

CPUE解析に使用するための、年、月、5度区画別の漁獲
量 （比例的年齢査定を使った 0歳から 20歳＋までの各年
齢群の尾数）及び努力量（セット数、鈎針数）のデータ

8 
CPUEシリ
ーズ 
OM及び
MP用 

日本 2023年 6
月 15日
（可能で

あれば早

めに）

9 

CPUE解析に使用するための、年、月、5度区画別の漁獲
量 （比例的年齢査定を使った 0歳から 20歳＋までの各年
齢群の尾数）及び努力量（セット数、鈎針数）のデータ 

 
7 6月 1日よりも 1週間早い期日としているのは、事務局が 6月 1日に提供する予定のデータセットに
これらのデータを取り入れる時間を十分に確保するためである。 
8 4月から 9月までの SBT統計海区 4 - 9における日本、オーストラリア合弁事業、ニュージーランド
合弁事業の各船団のデータに限定。 



 

提供デー

タの種類 1 
データの

提供者 
                  
提出期限 

提供データに関する説明 
CPUEモニ
タリング及

び品質保証

シリーズ 
 

オーストラ

リア、日

本、台湾、

韓国 

2023年 6
月 15日 
（可能で

あれば早

めに）

9 

4歳+について、下記の 5つの CPUEシリーズで提出する
こと。 
• ノミナル（豪州） 
• B-Ratio proxy (W0.5)10  (日本) 
• Geostat proxy (W0.8)10  (日本) 
• 台湾標準化 CPUE（台湾） 
• 韓国標準化 CPUE（韓国） 

 
 

 
 

9 複雑な問題がなければ、CPUE入力データが提供されてから 2週間以内に CPUEシリーズを計算す
ることが可能。したがって複雑な問題がない場合は、メンバーは 6月 15日以前に CPUEシリーズを
提供するよう努力すること。 
10 このシリーズは、西田及び辻（1998年）の標準化モデルに基づく、全船舶データを使用するシリ
ーズである。2016年以降はニュージーランド漁業における日本船籍用船のデータが無くなったこと
から、これらの指数は海区 4と 5、海区 6と 7をそれぞれ統合して計算すること。 
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ESCの 3年間の作業計画に関して CCSBTに求められるリソース 
（略記：Sec=事務局スタッフ、Interp=通訳、Ch=ESC独立議長、P=独立諮問パネル、

MPCoord=MPコーディネーター、CECoord=CPUEコーディネーター、C=コンサルタント、
Cat=ケータリングのみ、FM=フル会合費用（会場及び会議機器借料等）、VEH=会場借料及
び会議機器借料等、FreeV=無料の会場及び会議機器、Contracted = CCSBTと CSIROとの契約

による実施、inf=非公式会合） 
 
 

 2023 2024 
（暫定） 

2025 
（暫定） 

通常会合 

ESC会合 6 days FM: 1Ch, 3P, 
1C, 3 Interp, 3 Sec 

6 days FM: 1Ch, 3P, 
1C, 3 Interp, 3 Sec 

6 days FM: 1Ch, 3P, 
1C, 3 Interp, 3 Sec 

ESC会合に関する議長
からの報告 

1Ch, 1P days 1Ch, 1P days 1Ch, 1P days 

OMMP会合、6／7
月、シアトル（事務局

なし、通訳なし） 

5 days Cat: 3P, 1C, 
1Ch 

+ 
3C Prep Days 

No 5 days Cat: 3P, 1C, 
1Ch 
+ 

3C Prep Days 

CCSBTのリソースを要する継続かつ必須の SRPプロジェクト 

遺伝子標識放流 
 

Contracted ($720,000) Contracted ($720,000) Contracted ($800,000) 

近縁遺伝子サンプルの

収集及び処理の継続 
 

Contracted ($86,100) Contracted 
($183,000) 

Contracted 
($131,200) 

近縁遺伝子の特定及び

交換 
Contracted ($52,900) Contracted ($59,900) Contracted ($57,600) 

インドネシアの耳石収

集及び年齢査定 
Contracted ($26,200) Contracted ($62,800) Contracted ($61,500) 

CCSBTのリソースを要する新規 SRPプロジェクト（優先度順） 

OMの仕様及びソフト
ウェアのアップグレー

ド（会合では通訳な

し） 

$130,000 for: 
• 25C, 2MPCoord 
• 1 extra day at June  

meeting (Cat, 3P, 
1C, 1Ch) 

• 3 day Nov. inf. 
OMMP (Tokyo, 
FreeV, 3P, 1C, 
1Ch) 

• 2*2hr online 
meetings (3P,1C, 
1Ch, Sec) 

$155,000 for: 
• 20C, 2MPCoord 
• 1 extra day at ESC 

OMMP meeting 
(VEH, Cat, 3P, 1C, 
1Ch, Sec) 

• 5 day June inf.  
OMMP meeting 
(Seattle: FreeV, 
Cat, 3P, 1C, 1Ch) 

• 2*2hr online 
meetings (3P,1C, 
1Ch, Sec) 

$30,000 for: 
• 20C, 2MPCoord 
• 2*2hr online 

meetings (3P,1C, 
1Ch, Sec) 

UAM – NCNM未考慮
（漁獲）死亡量の推定

値のアップデート

（CLM解析のシンプル
なアップデート） 

$20,000 for: 
• 20C 

- - 



 2023 2024 
（暫定） 

2025 
（暫定） 

CPUE指数の開発 $30,000 for: 
• 20C, 2CECoord 
• 2*2hr online 

meetings (3P,1C, 
1Ch, Sec) 

$40,000 for: 
• 10-30C (used 30), 

2CECoord 
• Meetings to 

develop 5 national 
operational 
datasets1 

• 2*2hr online 
meetings (3P,1C, 
1Ch, Sec) 

$30,000 for: 
• 20C, 2CECoord 
• 2*2hr online 

meetings (3P,1C, 
1Ch, Sec) 

UAM 推定手法の開発
（会合では通訳なし） 

 $83,000 for: 
• 20C 
• 1*3hr online 

meetings (3P,1C, 
1Ch, Sec) 

• 3 day in-person 
meeting (New 
Zealand, Cat, 
FreeV, 1P, 2C, 
1Ch, 1 Sec) 

$26,000 for: 
• 20C 
• 2*3hr online 

meetings (3P,1C, 
1Ch, Sec) 

SBT耳石ベース年齢査
定ワークショップ（3
日間、CSIROラボ、ホ
バート） 

$38,000 for: 
• 2 interpreters 

(whispering) 
• CSIRO hosting 

costs including 
invited expert 

- - 

 

 

1 これらの会合はメンバー内会合、又はオンライン会合となる可能性がある。これらを別立てで費用を
計上することはしていないが、オンライン会合となった場合は多い方のコンサルタント日数を選択する

ことで費用をカバーすることが望まれる。各メンバー内の会合とした場合の費用は相当に高くなるもの

と考えられる。 
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電子モニタリングシステムを利用を可能とするための 
CCSBT 科学オブザーバー計画規範に対する修正案 
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1. 背景 
 
みなみまぐろ保存委員会（CCSBT）は、ミナミマグロ（SBT）の資源評価に組み入れるデ

ータと情報の質を向上し、SBT の資源サイズの将来の傾向をモニターするための信頼でき

る指数の開発に貢献し、更なる科学調査の方向性を見出すという総合的な目標のもと、科

学調査計画（SRP）を採用した。  
 
2001 年 4 月の第 7 回年次会合（CCSBT7）において委員会は、4 つの優先事項の 1 つとし

て科学オブザーバー計画を盛り込んだ SRP を勧告した第 5 回科学委員会会合の報告書を

採択した。委員会が支持したオブザーバー計画は、次のような特徴を持つ。 
- オブザーバー・カバー率の目標は、漁獲量及び努力量の 10%とする。  
- 標識回収の報告率を推定するためのオブザーバー・カバー率は、今後委員会

が合意する標識放流計画の規模と標識再捕率に合わせて決定する。 
- オブザーバーの訓練基準、オブザーバー計画の運営、収集するデータ及びそ

の書式を用意する。 
- 収集したデータは、合意された CCSBT のプロトコールに基づき、CCSBT デ

ータベースの一部となる。 
- 加盟国は、自国の旗国漁船に乗船するオブザーバーの公海上及び国内経済水

域内の業務上の責任を持つ。 
- 全船団の観察を行うべきであり、船団それぞれのカバー率は同等であるべき

である。 
- オブザーバー計画の一貫性の維持ならびに結果に対する相互信頼を向上さ

せるため、加盟国間のオブザーバーの交換を定期的に行うことを奨励する。 
- 非加盟国のオブザーバーを雇用することを奨励する。 

 
オブザーバー計画の実施を促進するため、第 6 回科学委員会は次の点に合意した。 

- 事務局を通じて、加盟国間のデータシートならびにはえ縄船団用の基準を交

換する。 
- オーストラリアは、他の漁業管理機関で実施されているオブザーバー計画の

特徴を考慮したうえで、表層漁業のオブザーバー計画規範の草案及びデータ

書式を作成する。 
- 収集した情報は事務局を通じて交換する。 
- CCSBT オブザーバー規範草案は、2002 年の第 7 回科学委員会で発表し、最

終化する。 
 
諮問パネルのイアネリ博士は、科学委員会の議長と共に、第 6 回科学委員会において、今

後の討議の土台となる、CCSBT 科学オブザーバー計画の第 1 草案を作成した（第 6 回科

学委員会会合報告書の別紙 F 参照）。 
 
CCSBT8 は、2001 年 10 月に第 6 回科学委員会の提案を支持した。 
 
電子モニタリングシステム（EMS）の開発の進歩はモニタリングの選択肢を多様化する機

会をもたらし、一部のメンバーは、国内と公海の両方における自らの船団に対するカバー

率を高めるために独自のシステムを開発している。2022 年の CCSBT 29 会合において、委

員会は、こうした進歩に対応するために科学オブザーバー計画規範を改定するとした ESC 
27 の勧告を採択した。 
 
当規範は、上記の委員会の決定を反映したもので、各国のオブザーバー計画のコーディネ

ーターと協議した上で策定したものである。標識回収報告率の目標を達成するための、オ

ブザーバー・カバー率の目標はまだ決定されていない。決定された時点で、当規範を更新

する。 
 
規範の策定に当たり、事務局は表層漁業とはえ縄漁業の両方を対象とした総合的な文書を

作成した。漁業形態によりオブザーバーの活動内容が異なる場合は文書に明記した。 
 



ここに規定される義務及び記録の要件は、SRP の目標に関連する情報のみを対象としてい

る。オブザーバーが業務を行う環境の実際的な制限も考慮した。 
 
規範の実施を促す意味において、当文書の「加盟国」とは、CCSBT の拡大委員会のすべ

ての加盟国を意味する。 
 
略称 CCSBT は、委員会及び拡大委員会の両方を指す。 
 
 
 

2. 目的 
 

下記の規範は、加盟国による CCSBT 科学オブザーバー計画の運営の枠組を設定したもの

である。 
 
規範の目的は以下の通り。 
 

1.  加盟国の科学オブザーバー計画に SRP の目的に沿った枠組を提供する。  
 
2.  加盟国の船団間、漁業間の科学オブザーバー計画を標準化する。  
 
3.  現在、科学オブザーバー計画を実施していない加盟国に対し、科学オブザーバー計

画策定のための最低基準を提示する。  
 
4．国際的な勧告に合致し、またまぐろ類 RFMO 横断的な混獲データ収集の調和を適切

に支援するため、混獲データ収集に関する最低基準を提供する。 
 

全加盟国は、最低限、これらの規範に合わせて、各々の計画を調整することが期待されて

いるが、各国が自国の計画において実施することが奨励される要件もあることに留意する。 
 
 
 

3. 計画運営の責任 
 
CCSBT 科学オブザーバー計画の公海上ならびに国内の経済水域における運営責任は、漁

船の旗国である加盟国に属する。 
 
各加盟国の科学オブザーバー計画は、当規範を考慮した上で実施される。  
 
加盟国間の合意のもとで外部のオブザーバーを雇用する場合、または非加盟国からのオブ

ザーバーの参加があった場合、当該オブザーバーは乗船する漁船の加盟国の法律と規定を

遵守する。 
 
 

4. 適用範囲 
 

CCSBT 科学オブザーバー計画（電子モニタリングシステム（EMS）を含む）は、

CCSBT 加盟国及び協力的非加盟国の操業活動でミナミマグロを主対象とする漁業、なら

びにミナミマグロの混獲が多い漁業に適用される。 
 
 
 

5. 科学オブザーバー・カバー率 
 

当計画のカバー率の目標は、各漁業の漁獲量及び努力量の 10%とする。当規範において、

「オブザーバー・カバー率」とは、船上に物理的に配乗された人間のオブザーバーに



よるモニタリング、又は EMS から得られた漁獲量及び漁獲努力量データのレビュー

によるモニタリングのいずれかとして定義される。 
   
したがって、オブザーバー・カバー率（レビューを行なう EMS データの選択率を含む）

は、個々の海域及び時期における異なる船タイプを代表するものとすべきである。

1     
 
ある層（例：ある海域及び期間における特定の種類の漁船）においてカバー率を 10%に近

づけるためには、他の層において 10%以上のカバー率を実現しなくてはならない場合もあ

り得る。

2   
 
オブザーバー乗船又は EMS データレビューの適切なレベルを決定するためには、目標の

カバー率の達成度を定期的に評価することが必要である。 
 
また、特定の漁業管理にかかる疑義に対処するため、その時々のいくつかの階層に関する

より高いカバー率の検討が必要である（例えば、リスクとして認識される魚以外の種及び

保護されている種についてより定量化するなど）。また、過去に収集された EMS データ

のレビューは、この目的にも利用することができる。 
 
 
 

6. 科学オブザーバーの漁船への配置及びレビューを行なう EMS データの選択 
 

科学的な見地からは、科学オブザーバー計画及び EMS で収集したデータが船団全体の情

報とサンプリングを代表するものとなるよう確認することが重要である。理想的には、各

操業における物理的な観察又はレビューされる船舶から得られた EMS データの割合が等

しく、かつ独立したものとすべきである。実際には不可能な場合もあるが、代表性のある

サンプリングの基本原則は、科学オブザーバーを派遣する船の選定及び／又はレビューを

行なう EMS データの選択にある。 
 
オブザーバー計画の実施に当たって各加盟国には、妥当なカバー率を高い確率で達成でき

るように注意深く検討して設計したサンプリング制度に基づいて、オブザーバーを派遣す

る又は EMS を設置する漁船及び航海を選定する責任を持つ。計画では、主な漁場及び漁

期において、可能な限りすべての代表的な漁船、漁場、漁期のサンプリングをおおよそ同

等の割合で行うようにする。

3 
  
各加盟国は、オブザーバーの漁船への配置について、サンプリング制度が上記の原則に沿

っているかを評価・分析する必要がある。委員会が規範の遵守を確認できるよう、各加盟

国は、当規範の 11.に示した書式でオブザーバーの配置又はレビューを行なう EMS の映像

記録の選択に利用した制度を記述し、情報と収集したデータが委員会で使用可能となるよ

うにする。 
 
オブザーバーの配置及び EMS の設置においては、データの独立性ならびに科学的信頼性

を確保することも必要である。 
 

 
1 当規範の目的に対して、漁獲量及び努力量は漁船、海域、期間において様々に層化できる。カバ

ー率は実際の操業に相応するものであるが、ランダムな分布を仮定した時に、漁獲量の約 10%のカ

バー率を得るようにすべきである。   

2 例えば等しい漁獲枠を有する 10 隻の船団の内の 1 隻だけの漁獲を観察したとしても、これらの

船が異なる海域で異なる方法で漁獲していたとしたら、ほぼ等しい確立で操業を観察するとの目的

は満足できない。漁業操業の無作為な観察の達成には、論理的な困難さが明らかに存在する。 

3 望ましいオブザーバー・カバー率を達成するためには、オブザーバーの乗船率を高める必要があ

るかもしれない。例えば、年間操業日数 1000 日の監視を仮定した場合、すべての重要な層で 10%
のカバー率を達成するためには、操業日数 150 日を監視する必要があるかもしれない。これは、船

団内の異質性や操業パターンの違いなどによってオブザーバーが漁場で他の漁船に移動する機会が

制約されることも関係している。 



7. 標識放流計画 
 

オブザーバー計画は、標識再捕の直接記録とともに非報告率の推定によって、標識放流

計画において非常に重要な役割を果たす。標識報告率の推定にかかわる不確実性を十分

に定量化できないと、資源評価で使用する推定死亡率の価値を大幅に損なうことにな

る。 
 
オブザーバー計画及び訓練計画の中に、標識再捕の記録についてオブザーバーの役割と

責任を具体的に示した条項を含むべきである。CCSBT 標識放流計画の結果によっては、

オブザーバー・カバー率を高める必要が生じるかもしれない。 
 

 
8. 雇用及び訓練 

 
各加盟国は、自国漁船に乗船させるオブザーバーの雇用及び訓練の責任を持つ。この責

任を全うするための手続きの詳細は、各々の国内環境に合わせたものとする。 
 
訓練計画は、オブザーバーが科学的なデータを十分に収集できるための能力を養成する

よう構築するとともに、下記の原則に基づくものとする。 
 

オブザーバーの資格 
 
当計画の科学オブザーバーは、下記の資質を持つ者とする。 
 
• 漁業に関心を持ち、関連する船団に関し技術的訓練もしくは経験を持つ者。  
• 困難な状況下において海上で業務を遂行できる能力を持つ者。 
• 精神的、物理的にストレスの高い環境で業務を遂行できる者。 
• 長期にわたる海上での期間中、漁船の乗組員と協力的に、チームの一員として働くこ

とができる者。 
• 精神的、身体的に健康である者。  

 
独立性・信頼性 

 
オブザーバーとして関わる漁業に、金銭的もしくはその他の利害関係を持っていないこと。  
 
オブザーバーとして任命される以前の 5 年間において、深刻な刑事犯罪に関わっていない

こと。 
 

科学オブザーバーの訓練 
 
加盟国は、CCSBT 科学オブザーバー計画の訓練計画を策定し管理すること。この目的に

合わせた訓練用のマニュアルを策定し、講習することで、オブザーバーは、データ収集プ

ロセスの改善を目指したアプローチや経験の交換ができる。  
 
各加盟国の科学オブザーバー計画の訓練計画には、最低限、下記の項目を含むものとする。 
 
• 計画に対する理解を図るため、CCSBT の SRP について、特に CCSBT 科学オブザーバ

ー計画と標識放流計画についての説明 
• 漁業管理、ならびに種の同定、データ収集、サンプリング手法などを含む、現場での

生物学的収集プログラム 。これには、海鳥類、サメ類、海棲爬虫類、その他の ERS と

いった混獲種の同定、及び CCSBT において使用されている現行の混獲緩和措置に関

する知識が含まれなければならない。 
• 標識回収のモニタリング 
• 海上での安全ならびに応急手当の訓練 
• 困難な状況（対人関係、物理的な危険）に対応するためのプロトコール 



• 航海報告書の作成 
• 計画の改善を目的とした、オブザーバーのデブリーフィング 
• 必要に応じて、標識放流などの特別プロジェクトの追加的な技術訓練  

 
オブザーバーの募集 

 
様々な漁業関連部門から科学オブザーバーを募集すれば、知識や経験面での人材の範囲を

広げることができる。  
 
当計画の一貫性及び透明性を向上させるため、加盟国間のオブザーバーの交換、あるいは

非加盟国からのオブザーバーの雇用を奨励する。オブザーバーの交換は、加盟国間の責任

で実施する。また加盟国・非加盟国間の交換は、適切な方法で行う。  
 
 

9. 対象漁船  
 
対象漁船は、オブザーバーの業務に支障をきたさないよう、乗組員（可能であれば下士官）

に供給する最低限の寝具、衛生施設、食事、機器類、通信システムなどを、オブザーバー

に提供できる船を選定すること。  
 
選ばれた漁船には、オブザーバー乗船中の責任事項を通知しなくてはならない。 
 
 

10. 電子モニタリングシステム（EMS）  
 
各加盟国は、自国船籍船舶に搭載する EMS の評価及び契約に関する責任を持つ。EMS に

より網羅される船団の割合に関する詳細、並びにレビューされる映像記録の割合及び多様

性については、それぞれの国内的な操業環境に応じてメンバーが管理する。 
 
EMS は、関連する科学的情報及びデータを適切に収集し、及び当規範の 12 に基づき事務

局への報告を提出できるように設計及び設置されるべきである。 
 
メンバーは、SBT 漁業における EMS の利用に特化した新たな基準が策定される前に、実

験的に EMS を利用することができる。EMS から得られたデータは、当規範が定める 10 % 
のオブザーバーカバー率目標に寄与する形で利用することができる。EMS を利用するメ

ンバーは、ESC に対し、EMS の実施状況（当規範における EMS 関連項目を含む）につい

て報告すべきである。 
 
 

11. 情報及びデータ 
 
 
オブザーバー及び／又は関連する場合は EMS を通じて、下記に分類した科学データを収

集するものとする。 
 
A. 対象漁船の詳細：サイズ、能力および機器類など。 
 
B. 対象航海の要約：オブザーバー名及び ID 番号、経験の度合い、乗船日、下船日など

を含む。   
 
C. 漁具の設置・回収を実際に観察したか否かに関らず、オブザーバー乗船中に実施さ

れた各操業について、漁獲量、努力量ならびに環境などの総合的な情報。対象魚

種、操業位置、使用された漁具の数量などの情報も含む。 
 

D. 漁法及び漁具（操業中に使用された緩和措置を含む）。オブザーバーは、オブザーバ

ー期間中に使用された緩和措置（その形状を含む）を記録/記載しなければならな



い。これには、別紙 1 に記載した緩和措置及びそれらの使用の詳細を含む。該当す

る場合、緩和機器がないことについても記載されなければならない。  
 
E. 観察の開始・終了時間、観察した釣針数、観察したミナミマグロ及びその他の種

（可能な限り）の漁獲尾数や重量など、期間中に観察したすべての漁獲情報。 
 
F. 可能な限り個々のミナミマグロの生物学的測定。魚の状態、体長、体重、性別、後

日の解析用に収集した生物標本の詳細（耳石、鱗、生殖腺など）。  
 

G. 保持されなかった SBT 及び ERS に関する情報には、種ごとの数及びその生存状態が

含まれなければならない（別紙１で詳述している関連コードを使用すること）。 
 
H. ミナミマグロの標識回収情報。標識番号（標識自体も入手）、日付、位置、体長、体

重、性別、収集した生物標本（例えば耳石）、再捕が観察時間中か否か。 
 
上記の各情報の多くは、各階層に相互に関係するものである。即ち、魚の生物学的詳細（F）
は、ある観察期間（E）の一操業（C）に関係し、それはある航海（B）の特定の漁船（A）

に関係している。  
 
上記各情報の詳細については別紙 1 に示した。魚種別のデータ及びミナミマグロに関する

データの優先順位は付録 1 に示した。天候状態が極端な場合、データ収集は、オブザーバ

ーの安全が確保できる範囲でのみ実施されなければならない。 
 
 

12. 報告 
 

各加盟国は、サンプリング計画及びオブザーバー計画におけるデータ収集について、毎

年の国別報告書に各国の漁業報告とは別に設けたセクションに記載し、拡大科学委員会

及び生態学的関連種作業部会に提出することとする。報告内容は別紙 2 に示した。   
 
各メンバーは、遵守委員会及び委員会に対する国別報告書において、義務的な混獲緩和

措置の実施に関する遵守レベルの概要を含めるものとする。 
 

 
13. データ及び情報の機密性 

 
オブザーバー計画を通じて得たすべてのデータ及び情報は、観察対象視漁船の旗国に属

する。オブザーバーは、旗国の許可なくして、いかなる情報をも公開してはならない。  
  



別紙 1 
 

科学オブザーバーのデータの種類と形式 
 

EMS によるオブザーバーカバー率では、以下に示した情報の全てを直ちに入手する

ことはできない。このため、以下のデータの種類／フォーマットの説明に基づき、

可能な限り詳細な情報を提供すべきである。 
 

A) 対象漁船と漁具の詳細 
 
漁船の詳細は、航海全期を通じて 1 回記録する。 
 
全漁業: 
• 船名 
• 漁船のコールサイン 
• 漁船の旗国 
• 船長の氏名 
• 漁労長の氏名 
• 漁船の建造年 
• 主機出力 (kw/hp) 
• 全長（メートル） 
• 総トン数（トン） 
• 乗組員数（オブザーバーを除く全乗組員数） 
• 総冷凍室容量（立方メートル） 
• 総燃料積載量（トン） 
• 計器類及び電子漁業機器類 

計器 有･無

（あるい

は番号） 
GPS  
方探  

レーダー  

気象ファックス  

船跡プロッター  

NOAA 受信機  

魚探（1=カラーモニター、 2=単
色モニター、3=プリンター) 

 

ソナー（1=走査式、2=PPI)  

ドップラー流速計  

表面水温記録器  

BT（水深水温測定器）  

鳥レーダー  
 
はえ縄漁船のみ：  

• 幹縄の素材（ナイロン、綿糸、その他） 
• 枝縄の素材（ナイロン、綿糸、トレースの型式、その他） 
• 浮縄の素材（ナイロン、綿糸、その他） 

 
まき網漁船のみ： 
• 油圧式揚網機の出力 
• 環巻きウィンチの出力 
• 船上のすべての網の長さ及び深さ、ならびに展開図 
• 船上の網のメッシュ・サイズ 
• 船上の漁艇数 



 
B) 航海の概要 
 
• オブザーバーの氏名 
• オブザーバーの所属団体 
• オブザーバーの乗船日（世界標準時間 24 時間に直せること） 
• オブザーバーの下船日（世界標準時間 24 時間に直せること） 
 
 
C) 各操業の漁獲量、努力量ならびに環境に関する総合的な情報 
 
実際の漁具の設置・回収を観察したか否かに関らず、オブザーバー乗船中に行われた全

操業について記録する。  
 
全漁業: 
• 漁具設置の開始日時（世界標準時間 24 時間に直せること） 
• 漁具設置の終了日時（世界標準時間 24 時間に直せること） 
• 漁具回収の開始日時（世界標準時間 24 時間に直せること）  
• 漁具回収の終了日時（世界標準時間 24 時間に直せること） 
• 漁具設置の開始位置（分単位の緯度、経度） 
• 風速（単位）及び操業方向（北、北北東、北東など） 
• 操業時の風速観測時間（例：正午、漁具設置開始時など) 
• 漁具設置開始時の表面水温（摂氏温度、第 1 小数位まで）

4 
• 対象魚種

5 
 
はえ縄漁業: 
• 投縄の終了位置（分単位の緯度、経度） 
• はえ縄の設置方向（例：直線、曲線）

6 
• 実際に使用した幹縄の長さ（km） 
• 実際に使用した枝縄の長さ（m） 
• 実際に使用した浮縄の長さ（m） 
• 最も水深の浅い針の予定水深（m） 
• 最も水深の深い針の予定水深（m） 
• 鉤針のタイプ 
• 釣針数 
• 鉢数 
• 使用された海鳥混獲緩和措置 

o 加重枝縄の使用（有/無） 
o 追加された錘の重量（適当な場合） 
o 錘と鉤針の距離（適当な場合） 
o 使用された吹き流し装置の数（適当な場合） 
o 吹き流し装置の推定空間カバー率（m） 
o 夜間投縄と最小限のデッキ照明（有・無） 
o 餌投げ機・自動投縄機の使用（有・無） 
o 着色餌（有・無） 
o 残滓の管理の詳細 
o 水中投縄装置（有・無） 
o 舷側投縄（有・無） 
o 揚縄緩和措置（有・無） 

 
4 投縄開始時など、位置及び風速を測定した時（正午、投縄開始時など）に水温を測定すれば十分

である。 

5 種の報告は、FAO の種コードを使用するか、もしくは国別コードを使用する場合には FAO コー

ド変換表を添付すること。各個体は可能な限り種レベルまで同定されなければならない。 
6 はえ縄の設置方法は、コードで示すこと。例：S=直線、C=曲線、U=U 字型。 



 枝縄巻き機 
 鳥よけカーテン 
 放水装置 

o その他使用された緩和措置 
• 操業に応じて、ラジオブイ、あるいは浮きの間の距離（m）  
• 餌の種類の割合（魚、イカ、疑似餌、その他）  
• 餌の状態（生餌もしくは死餌）  
• 漁獲、船上保持、投棄されたミナミマグロ、他のマグロ類及びマグロ類似種

5
の総尾

数 
• 漁獲されたミナミマグロならびにすべてのその他の種の種別

5
の総製品重量（kg）及

び加工状態

7  
 
まき網漁業: 
• 探索機の使用（有・無）。探索機を使用した場合は下記を記録する。   

o 探索機の探索開始時間（世界標準時間 24 時間に直せること）及び位置 
o 探索機の探索終了時間（世界標準時間 24 時間に直せること）及び位置 
o 探索機が観測した魚群数と位置 
o 探索機が観測した各魚群の推定サイズ 
o 総探索距離 

• 鳥レーダーの使用（有・無） 
• ログブックの番号と種類 
• 探索の開始及び終了時間（xx:xx 時から yy:yy 時まで、世界標準時間 24 時間に直せ

ること）、探索場所、ならびに総探索距離 
• 魚群の発見者（飛行機・船） 
• 撒き餌船の使用（有・無） 
• 撒き餌の状態（生餌、死餌） 
• 使用した撒き餌の量 
• 撒き餌の開始及び終了時間（世界標準時間 24 時間に直せること） 
• 投網の開始及び終了時間（世界標準時間 24 時間に直せること） 
• 揚網の開始及び終了時間（世界標準時間 24 時間に直せること） 
• 投網の開始及び終了位置 
• 揚網の開始及び終了位置 
• 集魚灯の使用（有・無） 
• 集魚灯の総ワット数 
• 集魚灯の使用開始及び終了時間 
• 魚群の種類（例： 群泳／表層、魚群集積装置／漂着物に付いた群れ） 
• まき網の長さ（m） 
• まき網の高さ（m） 
• 使用した漁艇の数 
• 曳航用生簀への移転開始日時 
• ミナミマグロを移転した曳航用生簀の ID 番号 
• 魚を受け取った曳航船名 
• 操業毎の推定漁獲量及び種の組成 
• 漁獲されたミナミマグロならびにその他の種の推定重量（kg）及び／もしくは数量 
• 生きたまま漁獲されたミナミマグロの推定重量 
• 操業中に死亡したミナミマグロの推定重量もしくは尾数 
 
生簀の曳航: 
• 曳航船の船名 
• 曳航用生簀の ID 番号 
• 生簀の深さ（m） 
• 生簀の直径（m） 

 
7 CCSBT CDS 決議における加工段階ごとのコードのとおり。  



• 生簀のメッシュ・サイズ（cm） 
• 生簀には第 2 もしくは捕食防止ネットがあるか（有・無） 
• ダイバーの人数 
• 生簀にシュートがあるか（有・無） 
• 曳航速度（km/時） 
• まき網漁船から移転されたミナミマグロについて、下記を記録する。 

o 漁船名 
o 漁船のコールサイン 
o 移転開始日時（世界標準時間 24 時間に直せること） 
o 移転されたミナミマグロの推定重量（トン）・移転前に死亡したミナミ

マグロの推定重量 
• 他の曳航用生簀から受け入れた魚の場合、次を記録する。 

o ミナミマグロを曳航した船の船名 
o ミナミマグロの入っていた曳航用生簀の ID 番号 
o 移転開始日時（世界標準時間 24 時間に直せること） 
o 移転されたミナミマグロの推定重量（トン）・移転前に死亡した重量 

• 曳航終了日時（世界標準時間 24 時間に直せること）及び場所 
• 曳航開始から畜養生簀移転までに死亡したミナミマグロの 1 日毎の総重量 
• 曳航開始から畜養生簀移転までに死亡したミナミマグロの 1 日毎の総尾数 
 
 
D) 観察した漁獲の情報 
 
これは、漁具の回収中にオブザーバーが実際に観察した漁獲に関する情報である。ここに

記録するすべての情報は、実際に観察したもののみである。付録 1 に、収集するデータの

階層を示す。オブザーバーはこの階層リストを用いて、観察対象漁船の環境に応じて、デ

ータ収集の優先順位を決定すべきである。 
 
はえ縄漁業: 
• 観察開始の日時（世界標準時間 24 時間に直せること） 
• 観察終了の日時（世界標準時間 24 時間に直せること）  
• 観察した針数 
• 観察中に漁獲、保持されたすべての生物の種

5
毎の総数

8 
• 観察中に漁獲、回収、船上保持されたすべての生物の種

5
毎の総製品重量（kg）及び

加工状態

7  
• 観察中に漁獲されたが投棄されたすべての生物の種別

5
の総数、ならびに可能な場合

には重量（原魚重量、kg）及び生存状態

8,9 
 
まき網漁業: 
まき網漁業のすべての投網及び揚網を観察すること。 
• 観察開始の日時（世界標準時間 24 時間に直せること） 
• 観察終了の日時（世界標準時間 24 時間に直せること） 
• 魚群全体の何割を漁獲したかの推定値 
• 漁獲、船上保持もしくは投棄されたミナミマグロ及びすべてのその他の種の推定重

量（ミナミマグロはトン、その他の種

5
は kg）、及び／もしくは数量、ならびに生

存状態

8, 9 
• 操業開始から生簀への移動終了までに死亡したミナミマグロの重量 
• 操業開始から生簀への移動終了までに死亡したミナミマグロの数量 
• 操業開始から生簀への移動終了までに逃避したと確認される種の数量 

 
8 ここには、対象種（ミナミマグロなど）及び海鳥、サメ、海棲爬虫類等のすべての混獲種を含

む。 

9 重傷を負って投棄された、及び生き残ることができそうにない個体は死亡個体数に含めなければ

ならない。 



• 操業開始から揚網終了までに投棄したと確認された種の数量 
 
生簀の曳航: 
オブザーバーは、曳航期間の観察もしくは死亡数の計測を実施すること。 
• 観察開始の日時（世界標準時間 24 時間に直せること） 
• 観察終了の日時（世界標準時間 24 時間に直せること） 
• 曳航開始から畜養生簀への移動終了までの 1 日毎のミナミマグロの死亡総重量 
• 曳航開始から畜養生簀への移動終了までの１日毎のミナミマグロの死亡総数 
 
 
E) 魚の各個体の生物学的測定。生物学的測定はミナミマグロにのみ必要であるが、可能

なかぎり他の種の測定も行うよう努力する。   
 
ミナミマグロの分析の観点からは、ミナミマグロの体長を正確に測定する必要がある。ラ

ンダムな層別となるように、測定するミナミマグロを選択する。例えば、一回の操業で多

数の魚が漁獲された場合には（例：まき網漁業）、体系的なサンプリングが必要となる。  
 
なるべく多くの異なる操業から、測定する魚を選ぶべきである。例えば、10 回の各操業か

ら（ランダムに）20 尾の魚のサンプリングを行う方が、10 回に 1 度の割合である操業か

ら 200 尾の魚のサンプリングをするよりも有用である。ニーズの変更に応じて、実際のサ

ンプル数の要件を再評価すること。 
 
• 種

5  
• 生存状況

10 
• 体長（ミナミマグロについては、直線で測定した尾叉長、cm に切り上げ

11
） 

• 体長ユニット 
• 体長コード（尾叉長、目後縁から尾叉部までの長さ等） 
• 体長、下顎‐尾叉体長 
• 可能であれば、原魚重量（kg）。これは計算上の原魚重量ではなく、処理前の測定

重量である。 
• 製品重量（kg） 
• 加工状態

7 
• 性別（F=メス、M=オス、I=不明、D=検査せず） 
• 採取した生物標本：下記を記録すること 

o 生物標本ごとに付けた個別のＩＤ番号 
o 採取した標本の種類：全身標本、耳石、鱗、脊柱骨、胃、筋肉、組織、

生殖腺、羽、鳥バンド他 
o サンプル採取の説明に関するすべての追加的な詳細情報（例えば採取時

の具体的な海鳥に対する緩和措置） 
 
 
F) SBT 標識回収情報 
ここに記録するデータの一部は、他で記録する情報と重複する。標識回収情報は、他のオ

ブザーバー・データとは別に送付することとなる場合もあるため、別個に記録する必要が

ある。 
• オブザーバーの氏名 
• 漁船名 
• 漁船のコールサイン 
• 漁船が掲げる旗 
• 標識の収集と提出 

 
10 オブザーバー計画では、最低でも、生存状況を次の通り区別する。死亡で損傷あり(dead and 
damaged); 死亡で損傷なし(dead and undamaged); 生存し活発(alive and vigorous); and 不明(unknown) 
11 体長は端数を切り上げて（切り下げはしない）cm で表示する。即ち、62.4cm も 62.5 cm も
63cm と報告する。 



• 標識の色 
• 標識の番号（1 尾の魚に複数の標識が装着されている場合には、すべての標識の番号

を記録すること。1 個の標識のみが回収された場合には、もう 1 つの標識が紛失され

たかどうかの確認も必要である。） 
• 捕獲の日時（世界標準時間） 
• 捕獲位置（分単位までの精度の緯度、経度）  
• 体長（尾叉長、cm に切り上げ

８

） 
• 製品重量（kg） 
• 加工状態

7 
• 採取した生物標本の詳細 

o 生物標本の ID 番号 
o 採取した標本の種類：全身標本、耳石、鱗、脊柱骨、胃、筋肉、組織、

生殖腺、他 
• 性別（F=メス、M=オス、I=不明、D=検査せず） 
• 再捕された魚の状態及び生存状況 
• 観察中の操業時に、標識が発見されたか否か（はい・いいえ） 
• 謝礼品の情報（例：謝礼品の送付先氏名及び住所） 
  



付録 1 
 
 

魚種別及びミナミマグロのデータの階層 
 
この付録は、オブザーバーのデータ収集活動に優先順位をつけるためのガイドラインを示

すものである。   
主なデータ収集活動の流れは以下の通り。 
   操業の情報 

• すべての漁船及び操業の情報  
   漁具回収のモニタリング 

• 漁獲時間と漁獲種の記録 
• 標本が船上保持されたか、投棄されたかの記録（生存状況も含む） 

   投縄のモニタリング 
• 投縄時の漁船周辺の海鳥個体数の計数（標準的な計数方法を利用） 

  生物学的サンプリング 
• 体長及び原魚重量及び／もしくは製品重量（加工状態を含む）のデータ収集 
• 標識の有無の確認 
• 性別の記録 
• 生物学的サンプルの収集 
• 写真撮影（ERS の種同定を特に促進するため） 

漁具回収時のモニタリングならびに生物学的サンプリングの手続きにおいては、下記の種

の順番で作業を優先すること。 

種 優先順位（1 から順に優先度が高い） 
SBT  1 
その他のマグロ類、カジキ類、ガストロ及

びサメ類 
2 

その他すべての種  3 

「その他のマグロ類」とは SBT 以外のすべての Thunnus 種を指す。 
 
これらの活動に対するオブザーバーの作業割合は、操業及び漁具の種類によって異なる。

各加盟国のオブザーバー計画の指針の下、観測されなかった量に対するサブ・サンプルの

サイズ（例：設置された針数に対して、種の組成を検査するために観測した針数）を明確

に記録すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



別紙 2 
 
 

国別報告書における科学オブザーバー計画の開発と実施に関するセクションの書式 
 
 
報告書の構成要素 
 
加盟国が科学委員会に提出する年次の国別報告書の一部として、オブザーバー計画の実施

報告を含めることとする。この報告は、ミナミマグロ漁業のオブザーバー計画の簡単な概

要を提示するもので、収集したオブザーバー・データの公式な解析結果を示す文書に代わ

るものではない。このオブザーバー計画報告は、下記のセクションで構成するものとする。 
 
 
A. オブザーバーの訓練 
 
実施したオブザーバー訓練の概要。以下の事項を含む。 

− 科学オブザーバー向けに実施した訓練プログラムの概要。 
− 訓練したオブザーバーの人数。 
− 過去にミナミマグロ漁業に配置されたオブザーバーの資格、訓練、経験年数などの概

要。  
− 参考資料として、最新の訓練関連資料のコピーの提出（自国言語のまま）。 

 
 
B. 科学オブザーバー計画の設計と範囲 
 
オブザーバー計画の設計には下記事項を含める。 

− 計画がカバーする船団、対象船団、もしくは対象漁業部門。 
− 上記の船団もしくは漁業部門から、オブザーバーを乗船させる漁船をどのように選択

したか。 
− オブザーバーのカバー率について、船団、漁業部門、漁船の種類、漁船のサイズ、漁

船の年数、操業海域、漁期などの層別化はいかに行ったか。 
− オブザーバー対 EMS の形でのカバー率の割合。 

 
上記の船団のオブザーバー・カバー率には以下の事項を含む。 

− 漁業部門、海域、漁期、ミナミマグロ総漁獲量に対する比率。それぞれのカバー率を

示す単位を示すこと。 
− オブザーバー配置の合計日数ならびに実際に観察作業を行った日数。 
− EMS システムが搭載された漁船の総隻数、並びに当局に提出されたデータのうち解析

されたデータの割合。 
 
 
C. 収集したオブザーバー・データ 
 
別紙 1 に合意されたデータセットを示したが、その範囲に対応して実際に収集したオブザ

ーバー・データのリストは大枠で以下のものを含む。  
－努力量データ 海域別、漁期別に観察した努力量（操業日数、操業数、針数な

ど）、ならびに海域別、漁期別の総努力量に対する観察割合 
－漁獲量データ 海域別・漁期別の観察したミナミマグロ及びその他の種（収集

された場合）の漁獲量、ならびに海域別・漁期別のミナミマグ

ロ総漁獲量に対する観察割合 
－体長頻度データ 海域別・漁期別の種毎に測定した尾数 
－生物学的データ 収集したその他の種毎の生物学的データもしくは標本（耳石、

性別、成熟度、成熟度指数など）の種類と数量 
－観察しなかった数量に対するサブ・サンプルのサイズ。 



 
D. 標識回収のモニタリング 
 
観察した標識回収数を、魚のサイズ・クラス別及び海域別に記録。 
 
 
E. 遭遇した問題 
 

− オブザーバーもしくはオブザーバーの管理者が遭遇した問題で、CCSBT オブザーバー

計画規範、もしくは規範に基づいて策定した各加盟国の国別オブザーバー計画に影響

を及ぼす可能性のある事項の概要。  
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